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序にかえて 

 

 てんかんは全人口の 0.4〜0.9％、したがって我が国には約 100 万人という

非常に多数の患者さんのおられるコモンな疾患である。とくに近年は高齢者人

口の増加に伴い、認知症との鑑別が問題になったり、相変わらず車を運転中の

発作による事故の発生など様々な課題がある。 

 このような中で、厚生労働省が平成 27 年度から開始した「全国てんかん対

策地域診療連携整備体制事業（モデル事業）」は、てんかんが国の施策に盛り

込まれた初めての事業であり画期的といえる。全国ならびに地域拠点機関は当

初８都道府県に設置され、厚生労働省、全国てんかんセンター協議会、てんか

ん学会、てんかん協会、てんかん診療ネットワークなどと協力して全国てんか

ん対策協議会を立ち上げて、てんかん診療の質の向上、全国への均てん化、て

んかん研究などを推進してきた。関係各位のご尽力により、全国・地域拠点機

関はてんかん診療における地域連携体制モデルとして着実に発展し、現時点で

22の都道府県をカバーするに至っている。また、全ての都道府県における拠点

の早期確立をめざすとともに、てんかん診療に関わる加算、てんかんコーディ

ネーターの育成、国民への啓発などについても努力を続けている。 

 ここに令和 2年度の全国てんかん対策連絡協議会について、全国・地域てん

かん診療拠点機関など、我が国におけるてんかん対策の代表的機関の取り組み

と成果、課題、要望などを報告書として纏めた。各担当機関のご尽力に深く感

謝するとともに、今後、より一層のてんかん対策の発展、てんかん診療の均て

ん化、てんかん研究の振興を祈念する。 
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１．厚生労働省 令和２年度てんかん地域診療連携体制整備事業（令和２年度報告書） 

厚生労働省におけるてんかん対策 ～てんかん地域診療連携体制整備事業～ 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部精神・障害保健課 課長補佐    久我弘典 

                   精神・障害保健課 課長補佐    松井佑樹 

                精神・障害保健課 精神医療専門官 児島正樹 

                        心の健康支援室 室長補佐    高橋幹明 

 

 

１． てんかん地域診療連携体制整備事業 

（１）背景 

① てんかんの患者は約 100 万人と推計される一方、地域で必ずしも専門的な医療に結び

ついていなかった。 

② 治療には精神科、神経内科、脳神経外科、小児科など複数の診療科で担われているが、

有機的な連携がとりづらい状態にあった。 

③ 一般医療機関・医師にてんかんに関する診療・情報などが届きにくく、適切な治療が

行われにくい環境にあった。 

   

（２）事業の目的 

① 地域で柱となる専門医療機関を整備し、てんかん患者・家族が地域で安心して診療で 

きるようになること。 

② 治療に携わる診療科間での連携が図られやすいようにすること。 

③ 行政機関（国・自治体）が整備に携わることで、医療機関間だけでなく多職種（保健 

所、教育機関等）間の連携の機会を提供すること。 

 

  （３）事業内容 

    平成 27 年度から平成 29 年度の３か年のモデル事業として開始され、モデル事業での実績 

を踏まえて平成 30 年度より自治体向け事業に位置付けられた。 

① 目的 

てんかん患者は全国に 100 万人と言われているが、専門の医療機関・専門医が全国的

に少ないことが課題の一つであるので、てんかんの専門医慮機関箇所数の増、まずは３

次医療圏（都道府県）の設置を目指し、てんかん拠点病院を設置する自治体に対して国

庫補助（1/2）する。 

② 設置実績 

令和３年１月現在、てんかん地域連携診療拠点機関（以下、「てんかん拠点機関」とい

う）は 21 機関： 

北海道（札幌医科大学附属病院）、宮城県（東北大学病院）、茨城県（筑波大学附属病

院）、栃木県（自治医科大学病院）、埼玉県（埼玉医科大学病院）、千葉県（千葉県循環器

病センター）、神奈川県（聖マリアンナ医科大学病院）、新潟県（西新潟中央病院）、石川

県（浅ノ川総合病院）、山梨県（山梨大学医学部附属病院）、長野県（信州大学医学部附

属病院）、静岡県（静岡てんかん・神経医療センター）、愛知県（名古屋大学医学部附属



 

病院）、大阪府（大阪大学医学部附属病院）、鳥取県（鳥取大学病院）、岡山県（岡山大学

てんかんセンター）、広島県（広島大学病院）、徳島県（徳島大学病院）、長崎県（長崎医

療センター）、鹿児島県（鹿児島大学病院）、沖縄県（沖縄赤十字病院）と、 

全国てんかん拠点機関 1 機関（国立精神・神経医療研究センター）が設置されている。 

③ 主な事業内容 

    てんかん患者・家族の治療および相談支援、てんかん治療医療連携協議会の開催・運

営、てんかん診療支援コーディネーターの配置、医療従事者（医師、看護師等）等向け

研修、市民向け普及啓発（公開講座、講演、リーフレットの作成等）であり、令和元年

度は表のような活動が行われた。 

④ 第 7 次医療計画との関係 

     第 7 次医療計画においては、てんかんを含む 15 の精神疾患について、2022 年度まで

に第３次医療圏に医療機能を明確にした拠点機関を配置することが定められており、 

本計画中で、「てんかん地域連携体制整備事業を参考に」と記されていることから、医療

計画で定める拠点機関が本事業で整備しているてんかん拠点機関と一致して整備が図ら

れることが求められている。 

 

 

２． 第 7 次医療計画上のてんかんの位置づけ 

（１）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

精神障害者が、地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすることができるよう、

医療（精神科医療・一般医療）、障害福祉・介護、住まい、社会参加（就労）、地域の助け

合いが包括的に確保された地域包括ケアシステムの構築を目指す必要があり、このような

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に当たっては、計画的に地域の基盤を

整備するとともに、市町村や障害福祉・介護事業者が、精神の程度によらず地域生活に関

する相談に対応できるように、圏域ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場を通じ

て、精神科医療機関、一般医療機関、地域援助事業者、市町村などの重層的な連携による

支援体制を構築することが必要である。 

 

（２）多様な精神疾患等に対応できる医療連携体制の構築とそれに向けた医療機能の明確化 

   平成 30 年からの第 7 次医療計画では、多様な精神疾患等に対応できる医療連携体制の 

構築に向けて、「良質かつ適切な精神障害者に対する医療の提供を確保するための指針」 

を踏まえて、多様な精神疾患と医療機関の役割分担・連携を推進できるよう、医療機能を 

明確化することが今後の方向性であり、医療機関は、都道府県拠点機能を担う医療機関、 

地域連携拠点機能を担う医療機関、地域精神科医療提供機能の担う医療機関に分けられる。 

   てんかんは、統合失調症、認知症、児童・思春期精神疾患、精神科救急、身体合併症、 

自殺未遂、うち、ＰＴＳＤ、依存症、高次脳機能障害、摂食障害、災害医療、医療観察と 

ともに、精神疾患・状態の一つとして組み入れられている。てんかんについては平成 30

年 3 月現在、22 自治体で定められている。 

 

 

 

 



 

 

３．てんかん拠点機関に係る事業実施に関するアンケート 

  今後のてんかん拠点機関の整備予定等を把握するため、令和元年 11 月から 12 月にかけて

全都道府県を対象にアンケート調査を実施した。集計の結果は以下のとおりであるが、令和

３年１月末現在、令和２年度までに指定予定だった自治体で未指定となっているケース、令

和３年度指定予定だった自治体が１年前倒しで指定を行ったケースもある。 

令和２年度においても、てんかん拠点機関の今後の整備予定をアンケート調査している

（現在集計中）が、令和元年度のアンケートにおいて「指定予定がない」と回答した自治体

が、今年度のアンケートでは「指定予定」あるいは「指定を検討する」と回答し、回答内容

の変更も見られるところである。 

 

【令和元年度アンケート集計結果（数字は回答自治体数。内容は回答時点。）】 

 

１．現在、てんかん地域診療拠点機関を設置する予定があるか。 

① すでに指定している  15 

（宮城県、栃木県、埼玉県、神奈川県、新潟県、石川県、静岡県、 

愛知県、大阪府、鳥取県、岡山県、広島県、徳島県、長崎県、沖縄県） 

② 指定予定がある    10 

（【令和元年度】北海道、千葉県、奈良県、鹿児島県、 

【令和２年度】群馬県、山梨県、長野県、 

【令和３年度】茨城県、 

【未定】京都府 、和歌山県） 

③ 指定予定がない    22 

 

２．指定に至った契機（指定済みの自治体：複数回答可） 

Ⅰ．患者会・家族会からの要望   ０ 

Ⅱ．てんかん治療に熱心な医療機関からの要望 12 

Ⅲ．都道府県の対策推進・強化のため     10 

Ⅳ．都道府県議会議員からの強い要望     １ 

Ⅴ．厚生労働省からの事業の実施依頼     １ 

 

３．指定予定がない理由（未指定の自治体：複数回答可） 

Ⅰ．財源を確保できない           11 

（青森県、山形県、三重県、島根県、山口県、香川県、愛媛県、高知県、福岡県、

佐賀県、熊本県） 

Ⅱ．国の実施要綱上の指定要件が厳しい    １ 

（三重県） 

Ⅲ．引き受けてくれる医療機関がない     ４ 

（福井県、島根県、大分県、宮崎県） 

Ⅳ．てんかんについて対応のノウハウがない  １ 

（熊本県） 

Ⅴ．別の補助金を投入し、十分対応できている ０ 

Ⅵ．地域医療計画等の補助金以外の仕組みで十分対応できている ３ 

（岩手県、山形県、福島県） 

Ⅶ．精神保健福祉センター等で受診勧奨から普及啓発まで十分対応できている  ０      

Ⅷ．その他 

  ・日本てんかん学会専門医は県内に１名のみ（佐賀県） 

 



 

 

４．てんかんに関する研究事業 

①てんかんの地域診療連携体制の推進のためのてんかん診療拠点病院運用ガイドラインに

関する研究（厚生労働科学研究） 

[平成 31 年度～令和 2 年度] 

わが国のてんかん患者は約 100 万人とも言われている一方、てんかん医療に関して専

門医療機関の地域偏在など多くの問題があり、てんかんに関する世間の誤解や偏見も相

まって、てんかん患者・家族が地域で適正な治療を受けらず、安心した生活が営めてい

ないという問題がある。 

これらの課題を改善するため、平成 27 年度からてんかん地域診療連携体制整備事業 

が開始され、令和３年１月現在、21 自治体で実施されている。 

このため、本研究では、てんかん診療全国拠点機関・てんかん診療拠点機関で得られ

た診療データや診療コーディネーターの活動実績などをリソースとして、てんかんの診

療連携体制を推進するため、てんかんの疫学調査、てんかん拠点病院に設置されている

コーディネーターの活動実績調査、てんかん患者・家族の実態調査、てんかんの地域連

携や他科・他職種連携の調査及び分析を通じて、地域の実情を踏まえかつてんかん患者・

家族のニーズに即したてんかんの地域診療連携体制の構築を推進する。 

      令和２年度は、レセプト情報・特定健診等情報データベース（ＮＤＢ）を使用したて

んかんの疫学調査、てんかん拠点病院の診療実態に関する調査、診療コーディネーター

に関する調査等を行っている。てんかんの地域連携診療の推進に向けた提言が期待され

るところである。 

 

②難治性てんかんにおけるカンナビノイド（大麻抽出成分）由来医薬品の治療に向けた課題

把握および今後の方策に向けた研究（厚生労働科学特別研究）[令和 2 年度] 

 

     レノックス・ガストー症候群やドラベ症候群といった難治性のてんかん患者の治療に

おいて、カンナビノイド由来医薬品は米国をはじめとした諸外国で治療薬として使用さ

れ一定の臨床効果をあげている。 

     一方で、国内では、大麻から製造された薬物の治験を行う際には、大麻取締法及び医

薬品医療機器等法に抵触しないよう適切に実施する必要がある。 

本研究では、カンナビノイド由来製剤による治療に向けた課題把握を行い、今後のカ

ンナビノイド由来製剤の治験に向けた基盤の醸成を目指すこととなっている。 

 

 

５．考察 

  （１）事業の効果と意義 

     てんかん拠点機関の整備はここ数年で急速に拡充されてきており、設置自治体やてんか

ん拠点機関の関係者、日本てんかん学会、日本てんかん協会等の関係者のご尽力に感謝申

し上げたい。 

また、てんかん拠点機関の効果は単にてんかん患者・家族の治療やＱОＬの向上の実績

に留まらず 

① 行政機関とつながることで、学校や医療機関以外の他機関（保健所、学校、ハロー 

ワークなど）との連携や協力が得られやすくなった。 



 

② 医療・保健・行政の意思疎通がしやすくなり、一次診療・二次診療施設への研修、 

 普及啓発活動が活発になった。 

③ コーディネーターの配置などの契機となり、医療提供以外の取組みが進んだ。 

など、その意義と効果については評価されている。 

 

  （２）今後の課題と方策 

     関係各位の御尽力により、令和３年１月現在、てんかん地域診療連携体制整備事業に基

づくてんかん拠点機関は全国 21 自治体で設置されるに至ったものの、まだまだ、てんか

んに関する医療・支援ニーズの高さに比べ、専門医療機関や専門医の少なさ、地域による

医療の均てん化などが課題となっている。 

     昨年度、てんかん拠点機関を未設置の自治体に対しても事業実施に関するアンケートを

実施したところであるが、てんかん拠点機関が未設置の理由については、自治体における

事業実施のための財源の確保と、拠点となる医療機関の選定が課題となっている。本事業

の予算は毎年度増額されているが、昨今の各自治体による指定の進捗にあわせ、さらなる

予算の確保が求められているところである。ただし、本事業は裁量的補助事業であること

から、地方自治体の予算措置はハードルが高い。そのため、引き続き本事業の実績と効果

を着実にあげるとともに、広く国民や社会に目に見える形でその成果をアピールしていく

ことが求められる。 

     令和３年度からは、現在の国立精神・神経医療研究センターに置いている「てんかん診

療全国拠点機関」について、名称を「てんかん全国支援センター」に改称し、全国のてん

かん拠点及びてんかん拠点が未設置の地域におけるてんかん治療も支援していきたいと

考えている。 

また、事業を実施しているてんかん拠点機関からは、事業自体の安定的な位置づけや診

療報酬に関する要望のほか、体制整備事業において配置することとなっているてんかん診

療支援コーディネーターの果たすべき役割等についての教育・研修の充実の必要性につい

ての意見要望もあがっていたところ、令和２年度から、全国てんかん拠点機関（国立精神・

神経医療研究センター）において、「てんかん診療支援コーディネーター認定制度」が始

まっており、今後、研修参加者あるいはてんかん拠点機関等からの御意見も伺いながら、

てんかん診療支援コーディネーター研修のさらなる充実が期待される。 

さらに、てんかんは患者・家族だけでなく広く国民がその病気の特性や生活上の注意点

さえ理解されていれば十分社会生活が営める病気であるにも拘わらず、病気に対する誤解

や偏見によって、その活動や生き方が否応なく狭められている病気とも思われる。 

令和２年度は新型コロナウイルス感染症の拡大防止への対応が必要となったため、中止

となる普及啓発イベントも多い中、日本てんかん協会をはじめ各関係団体においては、オ

ンライン等を活用し、普及啓発が実施されたところであり、開催関係者の御尽力に感謝申

し上げる。 

今後も引き続き、全国てんかん拠点機関、てんかん拠点機関、日本てんかん協会等の関

係団体、地方自治体、厚生労働省が連携して普及啓発活動を継続して展開していくことが

望まれる。 

 

（主な方策） 

① 全都道府県設置に向けての自治体への働きかけ 



 

     ② 事業拡充に向けた国の予算の確保 

     ③ てんかん学会等の関係学会と連携したコーディネーターの資質の向上 

     ④ 日本てんかん協会等と連携した一般国民に対しての普及啓発 

      

  （４）おわりに 

    本事業の課題はてんかん拠点機関内の課題だけでなく、行政が課題解決に向けて検討を進

める内容（予算の確保、事業の制度的安定、他職種・他科他機関連携等）も少なくない。 

    こうしたてんかんを取り巻く様々な課題の整理や科学的エビデンスの収集に向けて、平成

31 年度から開始されている「てんかんの地域診療連携体制の推進のためのてんかん診療拠点

病院運用ガイドラインに関する研究（厚生労働科学研究）」の研究成果に期待するところは

大きく、効果的・円滑な研究活動の実施に向けて全国のてんかん拠点機関、日本てんかん学

会、日本てんかん協会等の関係学会も支援・協力をお願い申し上げたい。 

    厚生労働省としては、引き続き全国てんかん拠点機関及びてんかん拠点機関からの助言や

提言を貴重な意見として真摯に受け止め、課題の改善に向けて自治体や関係機関との協力・

連携体制の構築が進めていく必要があると考えている。 

    本事業の関係者は、 

  ・てんかんという「病気」であることで夢や希望を諦める・諦めさせる社会にしない。 

  ・てんかんの患者・家族が、安心して自分らしく暮らせる社会を創っていく。 

を共通の理念として、引き続き協力・連携しててんかん対策の推進を進めていく必要がある。 



厚生労働省におけるてんかん対策
～てんかん地域診療連携体制整備事業を中心に～

社会・援護局 障害保健福祉部

精神・障害保健課心の健康支援室

厚生労働省
Ministry of Health, Labourand Welfare

てんかんを巡る課題

○ てんかんの診療拠点機関病院の整備

○ てんかんの診療ネットワーク

○ てんかんの普及啓発（一般国民向け）

○ てんかん患者の実態把握

○ てんかん診断法・新薬の研究開発

○ 運転免許 ○就労支援 ○災害対応

○ 幼稚園・学校現場などでの発作対応、公教育

○ 患者の症状を教えるためのカード

など
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各てんかん診療拠点機関で得られた知見を集積し、てんかん診療におけ
る地域連携体制モデルを確立すると共に、都道府県・各診療拠点機関へ
の技術的支援を行う。

てんかん地域診療連携体制整備事業

平成３０年度からの第７次医療計画により、各都道府県において、多様な精神疾患等に対応できる医療連携体制の構築に向けて、
「良質かつ適切な精神障害者に対する医療の提供を確保するための指針」を踏まえて、多様な精神疾患等ごとに医療機能を明確化する
こととされており、国が国立研究開発法人国立精神・神経医療研究センターをてんかん診療全国拠点機関に指定し、都道府県において、
てんかんの治療を専門的に行っている医療機関のうち、１箇所をてんかん診療拠点機関として指定し、各都道府県のてんかんの医療連
携体制の構築に向けて、知見の集積、還元、てんかん診療のネットワーク作り等を引き続き進めていく必要がある。

現状と課題

①地域住民や医療従事者に対して、てんかんに関する正しい知識の普及
②てんかん診療における地域連携体制構築、てんかん診療の均てん化

期待される成果

てんかん患者が、地域において適切な支援を受けられるよう、てんかん診療における地域連携の在り方を提
示し、てんかん拠点医療機関間のネットワーク強化により全国で均一なてんかん診療を行える体制を整備。
てんかん患者が、地域において適切な支援を受けられるよう、てんかん診療における地域連携の在り方を提
示し、てんかん拠点医療機関間のネットワーク強化により全国で均一なてんかん診療を行える体制を整備。

第７次医療計画に基づいて、「都道府県拠点機能」「地域連携拠点機
能」「地域精神科医療提供機能」を有する医療機関を指定し、都道府県
との協働によって、てんかんに関する知識の普及啓発、てんかん患者及
びその家族への相談支援及び治療、他医療機関への助言・指導、医療従
事者等に対する研修、関係機関との地域連携支援体制の構築のための協
議会を開催する。また、てんかん診療支援コーディネーターを配置し、
てんかん患者及びその家族に対し、相談援助を適切に実施する。

【都道府県（精神保健福祉センター、保健所）・てんかん診療拠点機関】

【地域】

【国・全国拠点（全国拠点機関）】

てんかんの特性や支援方法に関する知識が浸透するように取り組むとと
もに、市町村、医療機関等との連携を深化し、患者・家族への相談支援
や啓発のための体制を充実すること等により、適切な医療につながる地
域の実現を目指す。

市町村

医療機関

地域連携支援体制

都道府県（精神保健福祉センター、保健所）
てんかん診療拠点機関

国・全国拠点（全国拠点機関）

住民

バックアップ

バックアップ

令和２年度予算: 14,619千円 → 令和３年度予算案：17,817千円

事業概要

患者・家族会
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（目的）

○ てんかん患者は全国に１００万人いるといわれているが、専門の医療機関・専門医が全国的に少ないことが
課題の一つ。

○ 本事業は、てんかんの専門医療機関の箇所数増、まずは３次医療圏（都道府県）の設置を目指し、てんかん

診療拠点機関（※）を設置する都道府県に対して国庫補助（1/2）を行う。

てんかん地域診療連携体制整備事業の目的等

（事業実績）

○ 令和２年４月現在、てんかん診療全国拠点機関が１箇所、てんかん診療拠点機関は21医療機関。

＊てんかん診療全国拠点機関（1カ所）： 国立精神・神経医療研究センター

＊てんかん診療拠点機関（21カ所）：

北海道（札幌医科大学附属病院）、宮城県（東北大学病院）、茨城県（筑波大学附属病院）、栃木県（自治医科大学附属病院）、埼玉県（埼玉医科大学病院）、

千葉県（千葉県循環器病センター）、神奈川県（聖マリアンナ医科大学病院）、新潟県（西新潟中央病院）、石川県（浅ノ川総合病院）、

山梨県（山梨大学医学部附属病院）、長野県（信州大学医学部附属病院）、静岡県（静岡てんかん・神経医療センター）、愛知県（名古屋大学医学部附属病院）、大阪府（大阪大学医学部附属病院）、

鳥取県（鳥取大学医学部附属病院）、岡山県（岡山大学病院てんかんセンター）、広島県（広島大学病院）、

徳島県（徳島大学病院）、長崎県（長崎医療センター）、鹿児島県（鹿児島大学病院）、沖縄県（沖縄赤十字病院）

（第７次医療計画との関係）
○ 第７次医療計画（平成29年7月～）において、「多様な精神疾患等に対応できる医療連携対策の構築に向けた医療機能の
明確化」として、向こう５年以内に第３次医療圏にてんかんの専門医療機関を配置することが定められている。

○ 同計画中に、「てんかん地域連携体制整備事業を参考に」とあることから、今後、未整備自治体は同事業をモデルに整備、
本事業実施自治体は同機関を指定することで整備が図られることを想定している。

○ 主な事業内容は、以下のとおり。

①てんかん患者・家族の治療及び相談支援、② てんかん治療医療連携協議会の設置・運営、
③ てんかん診療支援コーディネーター（※）の配置、④ 医療従事者（医師、看護師等）等向け研修、

⑤市民向けの普及啓発（公開講座、講演、リーフレットの作成等）

※てんかん診療支援コーディネーター： 精神障害者福祉に理解と熱意を有し、てんかん患者及びその家族に対し相談援助を適切に実施する能力を有する医療・福祉に関する国家資格を有する者

※てんかん診療拠点機関： てんかんの治療を専門に行っている次に掲げる要件を全て満たす医療機関１箇所

①日本てんかん学会、日本神経学会、日本精神神経学会、日本小児科神経学会、又は日本脳神経外科学会が定める専門医が１名以上配置されていること。

②脳波検査やＭＲＩが整備されているほか、発作時ビデオ脳波モニタリングによる診断が行えること。

③てんかんの外科治療のほか、複数の診療科による集学的治療を行えること。
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沖縄赤十字病院

静岡てんかん・神経医療センター

自治医科大学附属病院

国立精神・神経医療研究センター【全国】

てんかん診療全国拠点機関（全国１カ所）、てんかん診療拠点機関（全国21カ所）

てんかん診療全国拠点機関及びてんかん診療拠点機関（令和２年10月末現在）てんかん診療全国拠点機関及びてんかん診療拠点機関（令和２年10月末現在）

聖マリアンナ医科大学病院

西新潟中央病院

鳥取大学医学部附属病院

岡山大学病院てんかんセンター

広島大学病院

浅ノ川総合病院

東北大学病院

：令和２年度新規設置機関

名古屋大学医学部附属病院

埼玉医科大学病院

札幌医科大学附属病院

大阪大学医学部附属病院

徳島大学病院

長崎医療センター

鹿児島大学病院

千葉県循環器病センター

山梨大学医学部附属病院

信州大学医学部附属病院

筑波大学附属病院
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てんかん地域診療連携体制整備事業の実績（令和元年度）

都道府県 拠点機関の名称
Ｒ１年度
事業費
（千円）

研修実
施回数

研修の内容 普及啓発の取組

栃木県
自治医科大学
付属病院

56 9回
多科・多職種連携のてんかん診療を進めるためのオープ
ンカンファレンス

相談窓口の設置、リーフレット
作成等

埼玉県 埼玉医科大学病院 2,765 19回
医療従事者向けにてんかんの症例検討
コメディカルのためのてんかん基礎講座

市民公開講座、養護教諭のた
めのてんかん講座等

神奈川県
聖マリアンナ医科大

学病院
2,800 1回

医療従事者・関係機関職員向けに「てんかんと薬」、「難
治てんかんの外科手術」

市民公開講座「てんかんと就労
を考える」等の開催等

新潟県 西新潟中央病院 909 6回
臨床検査技師向けの研修会、保健師向けの研修会、学
校教員・福祉課職員向けの研修会、医師向けのセミナー、
看護師のための研修会

市民公開講座の開催等

石川県 浅ノ川総合病院 31 1回 医師、医療関係者、患者団体向け公開講座
てんかん患者用「てんかんガイ
ド」小冊子発刊、市民公開講座
の開催等

静岡県
静岡てんかん・
神経医療センター

1,227 7回
小児・成人専門職に必要なてんかんの知識、
小児・成人てんかん診療の包括的医学講座、
てんかん診療・看護に必要な知識 等

公開市民講座とてんかん専門
医との個別相談会

○てんかん診療拠点機関で行う業務

Ⅰ．てんかん治療医療連携協議会の設置・運営
Ⅱ．てんかん診療支援コーディネーターの配置
Ⅲ．てんかん患者及びその家族への専門的な相談支援及び治療
Ⅳ．管内の医療機関等への助言・指導
Ⅴ．関係機関（精神保健福祉センター、管内の医療機関、保健所、市町村、福祉事務所、公共職業安定所等）との連携・調整
Ⅵ．医療従事者、関係機関職員、てんかん患者及びその家族等に対する研修の実施
Ⅶ．てんかん患者及びその家族、地域住民等への普及啓発 等

令和元年度予算： 8,236千円
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※てんかん地域診療連携体制整備事業の補助申請があった15自治体のみ掲載



てんかん地域診療連携体制整備事業の実績（令和元年度）

都道府県 拠点機関の名称

Ｒ１年度
事業費
（千円）

研修実
施回数

研修の内容 普及啓発の取組

愛知県
名古屋大学医学部

附属病院
2,784 3回

県民向けに「てんかんに合併する精神症状」、「てんかん
の診断と治療」

医療者のためのてんかん講習会（「てんかん診療連携」、
「小児のてんかん管理（日常生活含む）、「障害児者のて
んかん」等）

市民公開講座の開催

大阪府
大阪大学医学部附

属病院
1,009 1回

てんかんを治療する医療機関や関係機関職員向けの研
修会

情報発信webサイトの開設

鳥取県
鳥取大学医学部
付属病院

1,237 3回 医療関係者向けに症例検討会
公開講座「てんかん入門と発作
の介助」の開催

岡山県
岡山大学病院
てんかんセンター

1,059 2回

学校教諭向け： てんかん発作への対応法
医師・検査技師向け： 小児脳波判読法
医師を対象としたwebセミナー、てんかん患者の就労支
援に関する勉強会等

幼稚園、学校教諭、ジョブコー
チに対する研修会の開催、ポス
ター展示・配布、患者会と共同
でのイベント開催

広島県 広島大学病院 2,500 20回

特別支援学校教職員向け： 「てんかんに関する基礎知
識と・発作時の対応」

医療従事者向け： 「災害におけるてんかん対策」、「脳波
難読の基本」
医療・福祉関係者向け： 「薬剤師・看護師・検査技師が
知っておきたいてんかんの基本」
教育関係者向け： 「てんかんとてんかん発作-理解と対
応-」

市民向けセミナー、フォーラム
の開催、サンフレッチェ広島との
啓発活動等

徳島県 徳島大学病院 400 ４回
症例検討会、看護師研修会
学校や各種施設職員（専門職）のためのてんかん講習会

市民公開講座の開催、リーフ
レット作成、ＨＰ改正

長崎県 長崎医療センター 1,215 ５回 てんかん治療医療連携研修 ガイドブック作成

鹿児島県 鹿児島大学病院 111 1回
小中学校教育関係者、市町村・保健所職員、救急隊員、
サービス事業所職員向け講演会

てんかん医療講演会

沖縄県 沖縄赤十字病院 690 5回
医療者向けに、症例検討会、脳波読み方の研修、小児て
んかんの研修等

県民講話の開催
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良質かつ適切な精神障害者に対する医療の提供を確保するための指針
（平成２６年３月7日 厚生労働省告示第６５号）

良質かつ適切な精神障害者に対する医療の提供を確保するための指針
（平成２６年３月7日 厚生労働省告示第６５号）

三 多様な精神疾患・患者増への医療提供
５ てんかん
ア てんかん患者は、適切な診断、手術や服薬等の治療に
よって症状を抑えることができる又は治癒する場合もあり、
社会で活動しながら生活することができる場合も多いこと
から、てんかん患者が適切な服薬等を行うことができるよう、
てんかんに関する正しい知識や理解の普及啓発を促進する。

イ てんかんの診断を行うことができる医療機関の連携を図る
ため、専門的な診療を行うことができる体制を整備し、
てんかんの診療ネットワークを整備する。
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・わが国のてんかん患者は約100万人とも言われている一方、てんかん医療に関して専門医療機関の地域偏在など多くの問題があり、てんかんに関する世間の

誤解や偏見も相まって、てんかん患者・家族が地域で適正な治療を受けらず、安心した生活が営めていないという問題がある。

・これらの課題を改善するため、平成27年度からてんかん地域診療連携体制整備事業が開始されたが、依然1３自治体※で実施されているのみで全国的に網羅さ

れた取組みには至っていない。（※平成31年3月31日時点での自治体数。令和元年度には4自治体が追加予定）

・本研究では、全国14カ所にあるてんかん診療全国拠点機関・てんかん診療拠点機関で得られた診療データや診療コーディネーターの活動実績などをリソースとして、

てんかんの診療連携体制を推進するため、てんかんの疫学調査、てんかん拠点病院に設置されているコーディネーターの活動実績調査、てんかん患者・家族の実態

調査、てんかんの地域連携や他科・他職種連携の調査及び分析を通じて、地域の実情を踏まえかつてんかん患者・家族のニーズに即したてんかんの地域診療連携

体制の構築を推進する。

研究目標

求められる成果及び研究費の規模（２カ年計画）

○研究内容

[令和元年度]

・てんかん拠点病院の診療データを活用した疫学調査に向けた課題

抽出及び調査項目の検討

・てんかん拠点病院のコーディネーター活動実績の調査

・てんかん患者・家族の実態調査

・てんかんの他科連携・多職種連携に関する好事例取組の調査

[令和2年度検討事項]

・てんかん拠点病院の診療データを活用した疫学調査の実施・報告

・てんかん拠点病院のコーディネーター活動実績調査の報告

・てんかん患者・家族の実態調査の報告

・てんかんの他科連携・多職種連携に関する好事例取組の報告

・てんかんの地域連携診療の推進に向けた提言

研究成果を通じた貢献のイメージ

Ⅰ.てんかん地域診療連携への貢献

・てんかん医療の全国的な均てん化

・診療拠点機関の全都道府県設置

・既存拠点機関の医療向上

・既存拠点機関のデータ整備、分析

を通じた他科・他職種連携

・てんかん疫学調査に向けた課題整理

・診療ネットワークの整備 など

Ⅱ.てんかん患者・家族への貢献

・患者・家族のＱＯＬの向上

・コーディネーターの人材育成及び

資質向上

・就労や生活の支援

･普及啓発活動 など

障害者政策総合研究事業（厚生労働科学研究）令和２年度予算案：473,503千円の内数

○てんかんの地域連携体制の推進のためのてんかん診療拠点病院運用ガイドラインに関する研究（研究代表者：山本仁）
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○ 医療機関以外の他機関（保健所、学校、ハローワークなど）との連携や協力
が得られやすくなった。

○ 医療・保健・行政の意思疎通がしやすくなり、一次診療・二次診療施設への
研修、普及啓発活動が活発になった。

○ コーディネータ配置などの契機となり、医療提供以外の取組みが進んだ。

てんかん地域診療連携体制の成果と課題

成果成果

○ 全都道府県設置に向けての自治体へのアプローチ

○ 事業拡充に向けた予算の確保。特に地方自治体の財政分

○ コーディネーターの人材確保・資質の向上

課題課題
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精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築（イメージ）

○ 精神障害者が、地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすることができるよう、医療、障害福祉・介護、住まい、社会参加（就労）、地域の助け合
い、教育が包括的に確保された地域包括ケアシステムの構築を目指す必要がある。

○ このような精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築にあたっては、計画的に地域の基盤を整備するとともに、市町村や障害福祉・介護事
業者が、精神障害の程度によらず地域生活に関する相談に対応できるように、圏域ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場を通じて、精神科医
療機関、その他の医療機関、地域援助事業者、市町村などとの重層的な連携による支援体制を構築していくことが必要。

○ 精神障害者が、地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすることができるよう、医療、障害福祉・介護、住まい、社会参加（就労）、地域の助け合
い、教育が包括的に確保された地域包括ケアシステムの構築を目指す必要がある。

○ このような精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築にあたっては、計画的に地域の基盤を整備するとともに、市町村や障害福祉・介護事
業者が、精神障害の程度によらず地域生活に関する相談に対応できるように、圏域ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場を通じて、精神科医
療機関、その他の医療機関、地域援助事業者、市町村などとの重層的な連携による支援体制を構築していくことが必要。

安心して自分らしく暮らすために･･･

社会参加（就労）、地域の助け合い、教育（普及・啓発）

住まい

企業、ピア・サポート活動、自治会、ボランティア、NPO等

市町村ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場、市町村市町村ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場、市町村

障害保健福祉圏域ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場、保健所障害保健福祉圏域ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場、保健所

バックアップバックアップ

バックアップバックアップ

・精神保健福祉センター（複雑困難な相談）
・発達障害者支援センター（発達障害）

・保健所（精神保健専門相談）
・障害者就業・生活支援センター（就労）

・ハローワーク（就労）

病気になったら･･･

医療

お困りごとはなんでも相談･･･

様々な相談窓口

日常の医療：
・かかりつけ医、有床診療所

・精神科デイケア・精神科訪問看護
・地域の連携病院

・歯科医療、薬局

病院：
急性期、回復期、慢性期

介護・訓練等の支援が必要になったら･･･

障害福祉・介護

（介護保険サービス）
■在宅系：
・訪問介護 ・訪問看護 ・通所介護
・小規模多機能型居宅介護
・短期入所生活介護

・福祉用具
・24時間対応の訪問サービス等

■介護予防サービス

■地域生活支援拠点

（障害福祉サービス）
■在宅系：
・居宅介護 ・生活介護
・短期入所

・就労継続支援
・自立訓練 等

都道府県ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場、都道府県本庁・精神保健福祉センター・発達障害者支援センター都道府県ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場、都道府県本庁・精神保健福祉センター・発達障害者支援センター

バックアップ

■施設・居住系サービス
・介護老人福祉施設
・介護老人保健施設

・認知症共同生活介護等

■施設・居住系サービス
・施設入所支援
・共同生活援助

・宿泊型自立訓練等

日常生活圏域日常生活圏域

基本圏域（市町村）

障害保健福祉圏域

※ 地域包括ケアシステムは、日常生活圏域
単位での構築を想定

※ 精神障害にも対応した地域包括ケアシス
テムの構築にあたっては、障害保健福祉

圏域ごとに、精神科医療機関・その他の
医療機関・地域援助事業者・市町村によ
る連携支援体制を確保

通所・入所通院・入院

圏域の考え方

訪問

・自宅（持ち家・借家・公営住宅等）
・サービス付き高齢者向け住宅

・グループホーム 等

訪問

・市町村（精神保健・福祉一般相談）
・基幹相談支援センター（障害）

・地域包括支援センター（高齢）

相談業務やサービスの
コーディネートを行います。

訪問相談にも対応します。
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てんかん全国支援センター
（国立精神・神経医療研究センター）

てんかん支援拠点病院
（R3: 25か所）

てんかんの治療を
行っている医療機関

てんかん患者の支援を行っている
障害福祉サービス事業所等

連携・ネットワーク

てんかん診療全国拠点病院
（国立精神・神経医療研究センター）

てんかん診療拠点病院
（R2:  21か所）

・てんかんの治療を行っている医療機関の支援

・てんかん学会やてんかん協会と連携し、
てんかん支援拠点病院の確保

・『てんかん地域診療連携体制整備事業』の
予算確保【厚生労働省】

・てんかん診療支援コーディネーター研修の実施

連携・ネットワーク連携・ネットワーク

・てんかん患者・家族が地域で安心して暮らせるよ
う関係団体と協力して、てんかんの正しい知識と
理解を進める。

・圏域ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の
場を通じて、精神科医療機関、その他の医療機関、
地域援助事業者、市町村などとの重層的な連携
による支援体制の構築

今後のてんかん対策
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２．社会援護活動の実状と専門機関との連携 

 

公益社団法人 日本てんかん協会（波の会） 

会長  梅本 里美  

 

はじめに 

1973 年に国内で活動を始めたてんかん運動は、47 年目を向かえました。その 2020 年は、新型コロナウ

イルス感染症の全国拡大（コロナ禍）に伴い、従来型の対面や集会形式の活動は自粛となり、インターネッ

トや電話等によるてんかんのある人とその家族への支援が中心となりました。 

当法人では、全国（各都道府県）に地域活動の拠点として支部を設置し、各地の特色を活かした社会資源

と連携した活動を行っています。その社会資源の中には、本事業（てんかん地域診療連携体制整備事業）の

拠点施設も含んでおり、今後さらに多くの自治体で連携活動が拡大できることを、期待しています。 

ここでは、コロナ禍の中で当法人が実施した社会援護活動の中から、「てんかん専門相談ダイヤル」の概

況と専門職との連携状況を報告します。 

 

てんかん専門相談ダイヤル 

 今年度は、公益財団法人ＪＫＡから公益性のある事業として認められ、競輪補助事業として実施しました。

現時点で年度内事業の集計ができていませんので、便宜上 2020 年（1 月～12月）の１年間の実施状況です。 

 ピアカウンセリングを含む６人の専門相談員が、毎週３回（平日の月・水・金曜日）午後（12 時～17 時）

に専用電話回線で相談を受けています。今期は、142 日の開設で延べ1,126件を記録しました。てんかんの

ある本人とその家族からが９割を占め、８割が初めての相談です。全国から相談があり、おおよそ 1件につ

いて 30 分の時間制としていますが、数分から 1時間を越えるものまでさまざまな対応となりました。当法

人の会員以外からの相談が大多数のため、基本的なてんかんの情報提供や医療機関の紹介が最も多い対応

です。次に多いのは、日常の暮らしづらさへのアドバイスです。その中でも特徴的なのは、自動車運転免許

に関する不安や悩みが今以て一定数寄せられることと、てんかんがあると安心して言うことができない社

会の実態を写す、さまざまな活動制限につながる不利益事例の訴えが多いことです。 

 相談対応としては、医療では本整備事業の拠点機関を始めてんかん専門医療施設との連携を図り、同様に

保健、福祉、労働、教育など各領域の専門機関との密な情報交換を日頃から心がけています。相談者を取り

巻く課題の解消に向け、引き続き専門機関を始めとした地域の社会資源との連携を大切に進めていきます。 

（※電話相談2020 の詳細については、次頁以降を参照してください。） 

 

専門機関へのアプローチ 

 当法人が実施するさまざまな事業の中で、社会啓発を目的とする主要事業に、情報誌「波」の発行とてん

かん基礎講座の実施があります。前者は、毎月約 7,000 部を全国に配布していますが、そのおよそ１割を医

療関係者や専門施設、そして行政関係に配布しています。また、毎年福祉や教育分野を中心に 1,000 人以上

の受講者のある後者でも、講座開催の案内に合わせて約２万カ所の専門機関（保健、福祉、介護、雇用、教

育、警察、消防、自治）に、てんかん関連資料を送達します。 

 てんかん関連資料を届けることで当法人の活動を周知し、各地で生じる不利益事例の防止と個人に限ら

ず組織で抱えるてんかんに対する無知・不安などの解消に、少しでもつながることをめざしています。 



2020年 電話相談実績概況

１ 相談期間： ２０２０年１月６日～２０２０年１２月２５日

２ 実 施 日： 月・水・金（祝日除く） 12:00～17：00

３ 実施日数： 142日

４ 相談件数： 1126件 （平均８件／日）

５ 相談概要

６ 実施体制：
相談員６名

７ 相談分析：

主な相談　（複数相談あり）
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計 466 341 122 32 244 222 27 138 1,592

ｎ＝ 1126

親（ピアカウンセリング）１名、看護師２名、社会福祉士１名、精神保健福祉士１名、
臨床心理士１名

　相談者は、協会のホームページ（720件／78%）で、相談ダイヤルを知って連絡をしてくる非会員
（94%）がほとんどである。次いで、病院からの紹介や病院などに掲示されているポスターやチラシを
見て連絡してくる相談者が多い（62件／7%）。特に自立支援医療制度のポスターを見てかけてくる人
が多い。
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相談者自身について

立場 件数
本人 583
家族 418
支援者 49
その他 46
不明 30

ｎ 1126

相談経験 件数
初めて 599
あり 152
不明 375

ｎ 1126

性別 件数
男 335
女 416
不明 375

ｎ 1126
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(88%) 

あり  102 

( 12%) 

《相談経験》 

男   348      
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家族  347  

(40%) 
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(3%) 

その他  51   
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《相談者》 



《都道府県別》
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てんかんのある本人について

本人年齢 件数
乳児0～1 15
幼児2～5 23
学童期6～11 37
中学生12～14 25
高校生15～17 32
18～29 173
30～39 68
40～49 84
50～59 76
60～65 25
66以上 47
不明 521

ｎ 1126

性別 件数
男 389
女 253

不明 484
ｎ 1126

発症年齢 件数
乳児0～1 46
幼児2～5 67
学童期6～11 82
中学生12～14 51
高校生15～17 48
18～29 122
30～39 64
40～49 69
50～59 26
60～65 13
66以上 16
不明 522

ｎ 1126
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３．全国てんかん地域診療連携事業報告書 

 

 

国立研究開発法人 

国立精神・神経医療研究センター病院 てんかんセンター 

中川 栄二 

 

てんかんは、小児から高齢者までどの年齢でも誰でもが発症する可能性があり

発症率が 0.8～１％で、わが国では約 100 万人の患者が推計される疾患である。

高齢者人口の増加している本邦では、特に高齢者の発症率は高く、今後更にてん

かん医療の必要性が増加する。てんかん患者の 7〜8 割は適切な内科的・外科的

治療により発作が抑制され、日常生活や就労を含む社会生活を営むことが可能

である。しかしながら、わが国では成人てんかんを診る専門医が不足しており、 

てんかんに対する知識不足と偏見から、患者の社会進出が妨げられている。成人

科は、脳神経内科・脳神経外科・精神科で三分（全国てんかん専門医 714名、小

児科医 392名、精神科医 98 名、脳神経内科医 85名、脳神経外科医 139名．2020

年 12月現在）され、小児科の専門医比率が高く、成人科の専門医が少ないのが

現状である。また、てんかん専門医の地域偏在が認められる。 

（図１、２） 

 
図１．日本てんかん学会会員構成 （2020年 9月現在） 

 



 

 

 

図 2． 都道府県別のてんかん専門医 

 

 

１．第 7次医療計画とてんかん医療政策 

精神障害者が、地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすることができ

るよう、医療（精神科医療・一般医療）、障害福祉・介護、住まい、社会参加（就

労）、地域の助け合いが包括的に確保された地域包括ケアシステムの構築を目指

す必要がある。このような精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築

に当たっては、計画的に地域の基盤を整備するとともに、市町村や障害福祉・介

護事業者が、精神の程度によらず地域生活に関する相談に対応できるように、圏

域ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場を通じて、精神科医療機関、一

般医療機関、地域援助事業者、市町村などの重層的な連携による支援体制を構築

することが必要である。平成 30年からの第 7次医療計画では、てんかんは、統

合失調症、認知症、児童・思春期精神疾患、精神科救急、身体合併症、自殺未遂、
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都道府県別のてんかん専門医



 

うち、ＰＴＳＤ、依存症、高次脳機能障害、摂食障害、災害医療、医療観察とと

もに、精神疾患・状態の一つとして組み入れられている。 

 

2．てんかん地域診療連携体制整備事業 

わが国のてんかん医療は、これまで精神科、脳神経内科、脳神経外科、小児科な

ど数多くの診療科により担われてきた経緯があり、その結果、多くの地域で、ど

の医療機関がてんかんの専門的な診療をしているのか、患者ばかりでなく医療

機関においても把握されていない状況が生まれている。また、一般の医師へのて

んかん診療に関する情報提供や教育の体制は未だ整備されてはいないなど、て

んかん患者が地域の専門医療に必ずしも結びついていないとの指摘もなされて

いる。このような現状を踏まえ、てんかん対策を行う医療機関を選定し、選定し

た都道府県において、てんかんの治療を専門的に行っている医療機関のうち、１

か所を「てんかん診療拠点機関」（以下「拠点機関」という）として指定し、専

門的な相談支援、他の医療機関、自治体等や患者の家族との連携・調整を図るて

んかん地域診療連携体制整備事業が開始された。  

  

（てんかん地域診療連携体制整備事業）  

１．実施主体：本事業の実施主体は都道府県とする。ただし、実施主体は事業の

一部を外部に委託することができる。  

２．事業の内容等 

 （１）てんかん診療拠点機関の選定：都道府県は厚生労働省と協議の上、てん

かんの治療を専門に行っている管内の医療機関のうち、次に掲げる要件を全て

満たす医療機関１か所を拠点機関として指定する。 

① 一般社団法人日本てんかん学会、一般社団法人日本神経学会、公益社団法人

日本精神神経学会、一般社団法人日本小児神経学会、又は一般社団法人日本脳神

経学会が定める専門医が１名以上配置されていること ② 脳波検査や MRI検査

が整備されているほか、発作時ビデオ脳波モニタリングによる診断が行えるこ

と ③ てんかんの外科治療のほか、複数の診療科による集学的治療を行えるこ

と  

（２）てんかん診療拠点機関の役割：拠点機関は、てんかんに係る次に掲げる事

項について適切に行うこと。また、都道府県は適宜、拠点機関の指導・監督を行

うこと。  



 

てんかん治療医療連携協議会の設置：拠点機関は、事業の実施に際して有識者等

で構成するてんかん治療医療連携協議会（以下「協議会」という）を設置する。  

ⅰ）協議会の構成：協議会は以下の構成で行う。なお、協議会の事務局は都道府

県及び拠点機関とする。 

ア てんかん治療を専門的に行っている医師 3名程度  

イ 都道府県 2名程度  

ウ 精神保健福祉センター、保健所（１か所）2名（各１名）程度  

エ てんかん患者及びその家族 2名（各１名）程度  

※ てんかん対策に資するものとして、必要に応じ上記以外の者を加えても差し

支えない。  

ⅱ）協議会の役割：協議会は、拠点機関における事業計画の策定、事業の効果の

検証、問題点の抽出等を行うとともに、必要に応じ、拠点機関に対し提言等を行

う。  

ⅲ）事業の効果の検証：協議会は、てんかん対策の効果が検証可能なものとなる

よう、事前に効果の指標を設定し、その指標に基づいて対策の効果を評価するも

のとする。なお、指標の評価に当たっては、少なくとも次の事項を含めること。  

ア 拠点機関における相談件数（相談者の属性・相談内容・相談方法別（訪問・

電話・メール等））  

イ 相談後の対応方法（相談のみ、医療機関につないだ等）  

ウ 患者属性（性・年齢別、発作型分類、外来・入院別、初発年齢等） 

エ 受診後の患者への対応方法（外来での内服コントロール、入院での内服調整、

外科治療等）  

オ 治療期間（治療終了、治療中、治療中断別）  

カ その他必要な事項  

②  てんかん診療拠点機関の業務：拠点機関は、協議会において策定された事

業計画や提言等を踏まえ、主に以下に掲げる業務について実施する。  

ⅰ）てんかん患者及びその家族への専門的な相談支援及び治療  

ⅱ）管内の医療機関等への助言・指導  

ⅲ）関係機関（精神保健福祉センター、管内の医療機関、保健所、市町 村、福

祉事務所、公共職業安定所等）との連携・調整  

ⅳ）医療従事者、関係機関職員、てんかん患者及びその家族等に対する研修の実

施  



 

ⅴ）てんかん患者及びその家族、地域住民等への普及啓発  

ⅵ）協議会の運営  

ⅶ）協議会で定める指標に必要な数値等の集計・整理 

ⅷ）その他てんかん対策に必要な事項  

③  てんかん診療支援コーディネーターの配置：拠点機関は、上記②に掲げる

業務を適切に行うため、てんかん診療支援コーディネーター（以下「コーディネ

ーター」という）を配置する。 なお、コーディネーターは、当該拠点機関に従

事する者であって、以下の要件を備えている者であること。  

・ 精神障害者福祉に理解と熱意を有すること 

・ てんかん患者及びその家族に対し、相談援助を適切に実施する能力を有する

こと 

 ・  医療・福祉に関する国家資格を有すること  

また、コーディネーターは、主に上記②のⅲ）の業務を担うものとする。  

④ 全国拠点機関との連携：拠点機関は、国が別に指定する全国拠点機関と密接

に連携を図り、情報を共有するとともに、全国拠点機関の求めに応じ協力に努め

ること。 

  

3．てんかん地域診療連携体制整備事業進捗状況 

平成 27 年度から厚生労働省が 8つの都道府県で地域拠点機関を選び「全国てん

かん対策地域診療連携整備体制モデル事業が開始された。地域でてんかんに関

わる医療機関の調整役となる専門医療機関を整備し、てんかん患者・家族が地域

で安心して診療できるようになること、治療に携わる診療科間での連携が図ら

れやすいようにすること、行政機関（国・自治体）が整備に携わることで、医療

機関間だけでなく多職種（保健所、教育機関等）間の連携の機会を提供すること

を目指してモデル事業が開始された。モデル事業での実績を踏まえて平成 30年

度より本事業となった。てんかん整備事業では、てんかん専門の医療機関・専門

医が全国的に少ないことが課題の一つであるので、てんかんの専門医療機関数

の増加、まずは 3次医療圏（都道府県）の設置を目指し、てんかん拠点病院を設

置する自治体に対して国庫補助（事業予算の半額補助）が行われている。同年に

は、てんかん地域連携診療拠点機関として全国で 13 機関が設置された。主な事

業内容として、てんかん患者・家族の治療および相談支援、てんかん治療医療連



 

携協議会の開催・運営、てんかん診療支援コーディネーターの配置、医療従事者

（医師、看護師等）等向け研修、市民向け普及啓発（公開講座、講演、リーフレ

ットの作成等）が行なわれている。令和元年には、てんかん地域連携診療拠点機

関は 15 施設になり、令和 2年度末には 21施設となった。（図３） 

てんかん地域連携診療拠点機関は、地域のピラミッド型組織の頂点ではなく、複

数の医療機関が横に連携して、それぞれ専門とする領域でてんかん診療を支え

るコンソーシアム型を目指している。（図４） 

 

 

図 3．てんかん地域連携診療拠点機関 
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図 4． てんかん地域診療コンソーシアム 

 

４．てんかん診療支援コーディネーター認定制度の開始 

てんかん地域診療拠点のてんかん診療コーディネーターは、医療系国家資格が

必須とされるが、相談内容と人選の点、雇用費用の点でいずれの施設も非常に苦

労しており、常勤での専任は困難である。看護師等の時間採用や、サポートセン

ターや MSW などの他の業務との併任が現実的と思われる。てんかん診療支援コ

ーディネーターの業務内容と診療行為との線引きは困難なことが多い。 

全国てんかん治療医療連携協議会でのアンケート調査や厚生労働科学研究障

害者政策総合研究事業「てんかんの地域診療連携体制の推進のためのてんかん

診療拠点病院運用ガイドラインに関する研究」班（山本 仁主任研究者）におけ

る、てんかん診療支援コーディネーターに関する調査ならびに提案をもとに、て

んかん診療支援コーディネーターが果たすべき具体的な役割・定義について改

めて提言し、てんかん診療支援コーディネーター認定制度を 2020 年度から開始

した。（2019 年度第 2 回全国てんかん対策連絡協議会 2020 年 2 月 9 日（日）で

承認。2020年 8月 8日第 1回全国てんかん対策連絡協議会で確認） 
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（１）てんかん診療拠点機関診療支援コーディネーター 

（役割） 

てんかん診療拠点施設において、てんかん診療が円滑に行われるような医療側

と患者側の間の調整 

（要件） 

以下のすべての要件を満たすものである。 

１）てんかん診療拠点施設に従事するもの 

２）社会保険制度、社会福祉制度に関する基本的な知識をもつもの 

３）てんかんに関する基礎知識をもつもの 

４）患者側の不安や心理的ストレスに対する初歩的な心理相談能力をもつもの 

５）医療・福祉に関する国家資格を保有するもの 

（業務） 

ⅰ）てんかん患者及びその家族への専門的な相談支援及び助言  

ⅱ）管内の連携医療機関等への助言・指導  

ⅲ）関係機関（精神保健福祉センター、管内の医療機関、保健所、市町村、福祉

事務所、公共職業安定所等）との連携・調整  

ⅳ）医療従事者、関係機関職員、てんかん患者及びその家族等に対する研修の実

施  

ⅴ）てんかん患者及びその家族、地域住民等への普及啓発 

 

（２）てんかん診療支援コーディネーター認定制度 

（目的） 

てんかん地域診療の裾野を広げるため、てんかん患者・家族と医療機関、福祉、

行政機関との橋渡しを行う。 

（対象） 

てんかん地域診療拠点機関ならびに連絡協議会に属する協力機関・施設（医療、

福祉、行政）等において、てんかん診療に携わる何らかの医療系国家資格を有す

るもの 

（認定のための基本） 

基本ポイント（研修会：3 時間以上のてんかんに関する講義を必要条件とする） 

①てんかん地域診療連携体制整備事業が行う研修会（年 2回開催） 

②全国てんかんセンター協議会学（JEPICA）が行う総会 2日間への参加（年 1回

開催） 

③地域てんかん診療拠点機関が行う研修会 

④てんかん学会、国際抗てんかん連盟関連の学会、地方会 

3年間に上記の研修会、学会に 6回以上の参加を基本とする。3年ごとに更新す



 

る。2020 年度から暫定認定証を発行する 

 

（３）てんかん診療拠点機関診療支援コーディネーター研修会の実施 

2020 年度は、てんかん地域診療連携体制整備事業（厚労省、自治体）における

てんかん診療コーディネーター認定制度研修会を 3 回行った。 

１）2020 年度第 1回てんかん診療支援コーディネーター研修会 

日時：2020年 8月 8日（土）10：00～16：30 ZOOM WEB会議 （55名参加） 

研修講義(各 30分)  

1．てんかんの新分類と発達障害：NCNP 外来診療部 中川栄二 

2．てんかんと精神症状：NCNP精神診療部 谷口 豪 

3．てんかんの外科治療：NCNP脳神経外科診療部 岩崎真樹 

4．学校生活上の対応：NCNP小児神経診療部 齋藤貴志 

5．抗てんかん薬の副作用・内服管理の仕方：NCNP薬剤部 大竹将司 

6．使える社会資源・制度について：NCNP医療連携福祉部 澤 恭弘 

7．てんかんと精神看護：NCNP看護部 佐伯幸治 

 

２）2020 年度第 2回てんかん診療支援コーディネーター研修会 

2020年 12月 19日（土）ZOOM WEB会議 （93名参加） 

1．全国てんかん診療拠点事業の現況：NCNP外来診療部 中川栄二 

2、運転免許に関して：NCNP脳神経外科 岩崎真樹 

3．女性のライフスパンとてんかん診療、葉酸含む食育：NCNP脳神経内科 金澤

恭子 

4．高齢者てんかんと認知機能障害について：NCNP精神科 谷口 豪 

5．認知行動療法とは：NCNP認知行動療法センター  蟹江絢子 

6．てんかん学習プログラム：NCNP精神リハビリテーション 須賀裕輔 

7．てんかん外科に必要な看護：NCNP 看護部 三嶋健司 

8．精神疾患患者における COVID-19 対応と職員のメンタルヘルス：NCNP 看護部 

佐伯幸治 

 

３）2021 年 2月 13～14 日全国てんかんセンター協議会総会（JEPICA） 

（361名参加） 

 



 

てんかん診療コーディネーターは医療系国家資格が必須とされるが、相談内容

と人選の点、雇用費用の点でいずれの施設も非常に苦労しており、常勤での専任

は困難である。てんかん診療コーディネーターの役割・職務は、てんかん診療が

円滑に行われるような医療者と患者間の調整である。引き続きてんかん診療コ

ーディネーターの具体的な役割、研修制度、認定制度の整備を進めてゆく。 

 

 

 

５．全国てんかん診療ネットワークの構築 

てんかん診療ネットワーク（ECN-Japan）は、よりよいてんかん医療の推進を目

的として、厚生労働科研による研究班（大槻泰介主任研究者）と日本医師会及び

日本てんかん学会の共同調査を基に作成された、全国の主なてんかん診療施設

のネットワークである。厚生労働科研の研究班が終了したため、全国てんかんセ

ンター協議会（JEPICA）が活動を引き継いだ。てんかん診療ネットワークは、こ

れまで分かりにくかったてんかん医療へのアクセスポイントを明らかにするこ

とで、わが国の実情に即したてんかんの地域診療連携システムが実現すること

をめざしている。2021 年度より、てんかん地域診療連携体制整備事業が本事業

を継続発展させて、新たに、『てんかん支援ネットワーク』として広く一般に公

開することになった。（図６） 

https://www.ecn-japan.com/general/investigate/
http://www.med.or.jp/
http://square.umin.ac.jp/jes/
https://www.ecn-japan.com/general/cooperate/


 

 

 

 

 

図 6．てんかん診療ネットワークからてんかん支援ネットワークへ 

 

6．てんかん地域診療連携体制整備事業における今後の課題 

てんかんに関する医療・支援ニーズの高さに比べ、専門医療機関・専門医の少な

さ、地域による医療の均てん化などが課題であり、課題に対応するため、平成 27

年度からてんかん地域診療連携体制整備事業に基づくてんかん拠点機関の整備

が開始されたものの、現在のところ 47 都道府県のうち 21 自治体での設置に止

まっている。令和 3～４年度には、てんかん地域連携診療拠点機関は 25 施設に

なる予定であるが、各自治体でてんかん拠点機関の設置が拡充しない主な理由



 

については、①てんかんに関する正しい知識や理解が広く国民まで浸透してお

らず誤解も多い、②自治体の政策優先度が低くなかなか財政措置に結びつかな

い、などが挙げられる。全国てんかん対策連絡協議会でも厚生労働省に対し、①

自治体てんかん拠点機関設置増に向けて自治体への働きかけ、②事業の安定及

びコーディネーターの人材確保のための予算増（現状では病院の持ち出しが多

いため、経営面から厳しい指摘がある）、③事業の安定的な位置付け（単年度会

計･裁量的事業のため、自治体からいつ事業が打ち切られるか不安定）など多く

の要望が挙げられている。本事業の主目的であるてんかんの医療均てん化に向

けたてんかん拠点機関の整備を進めるためには、①拠点機関の「数」を求めるだ

けなく、「質」も求める形へ ②第７次医療計画の拠点病院整備の基準として整

備を進めていく ③てんかん学会やてんかん協会と連携した取組の更なる構築 

④広く一般国民に対して病気の正しい知識と理解を進める力へ、などについて

取り組む必要がある。また、てんかんは患者・家族だけでなく広く国民がその病

識や生活上の注意点が理解されていれば十分社会生活が営める病気であるにも

拘わらず、病気に対する誤解や偏見によって、その活動や生き方が否応なく狭め

られている。現状では全国てんかん拠点機関及びてんかん拠点機関、日本てんか

ん学会と関連学会、日本てんかん協会を中心とした普及啓発活動であるが、今後

は厚生労働省に加え、地方自治体などの関係機関とも連携したより大きな形で

普及啓発活動の展開が望まれる。本事業は義務的事業ではなく裁量的補助事業

であることから、地方自治体の予算措置はハードルが高い。そのため、引き続き

本事業の実績と効果を挙げるとともに、広く国民や社会に目に見える形でその

成果をアピールしていくことが必要である。 



４．北海道てんかん地域診療連携体制整備事業  

2020年度 活動報告 

北海道での上記整備事業は 2019 年 12 月に行政（北海道）とてんかん診療拠点として選

定された札幌医科大学付属病院との間で、協定書が取り交わされた。これに沿って、てんか

ん治療医療連携設置要綱を設置し、2020 年３月３日から施行することになった。札幌医科

大学附属病院（以下「附属病院」という。）において、専門的な相談支援、他の医療機関、

自治体等や患者の家族との連携・調整を図るほか、治療や相談支援等に携わる関係機関の医

師等に対し、てんかんについての助言・指導や地域におけるてんかんに関する普及啓発等を

実施し、てんかん診療における地域連携体制を整備することを目的に、てんかん地域医療連

携協議会（以下「地域協議会」という。）を置いた。2020 年 3 月 12 日に 2019 年度第一回

地域協議会を開催し、地域協議会の事務局は、北海道保健福祉部福祉局障がい者保健福祉課

及び附属病院医事経営管理部とし、てんかん地域医療連携協議会の構成員は、１）てんかん

診療を専門に行っている医師（北海道大学、旭川医科大学、札幌医科大学、中村記念病院）、

２）てんかん診療支援コーディネーター、3）北海道 ４）道立精神保健福祉センター、５）

道立保健所 ６）てんかん患者会、てんかん協会とすることが承認され、会長に札幌医科大

学脳神経外科三國信啓を選出した。協議会の構成員にて今後の事業展開について意見交換

を行った。 

その後北海道では、COVID19 緊急事態宣言が全国的に先駆け発令され、2020 年保健所

や行政はその対応に追われた。その為、予定された道内各地保健所への周知や講演会など教

育活動、相談事業は制限された。地域診療施設へのポスター送付、てんかん学会地方会や診 

療連携に関する WEB 開催研究会における紹介という形で本事業の周知を行った。 

 



 

 

５．宮城県のてんかん診療値域連携事業 

「東北大学病院てんかんセンターにおける活動の概要」 

東北大学病院てんかんセンター 中里 信和 

 

 

【まとめ】 

 東北大学病院てんかんセンターでは、総合大学としての特徴を活かし、大学病院であればこ

その活動に重点を置いている。とくに、高度な包括的てんかん診療と、外部施設との連携によ

る遠隔てんかん教育、多職種・多業種の人材育成、さらには社会活動としての広報活などであ

る。具体的な活動の概要を示すべく，２０２０年度の年間活動の経過・予定について，以下，

表として掲載する． 

 

【2020 年度てんかん診療医療連携拠点協議会委員名簿】 

  氏  名 職業（役職） 

委員長 中里 信和 
東北大学大学院医学系研究科てんかん学分野 教授（日本てんか

ん学会専門医・指導医，日本脳神経外科学会専門医） 

委員 冨永 悌二 
東北大学病院長 東北大学大学院医学系研究科神経外科学分野 

教授（日本脳神経外科学会専門医） 

同 富田 博秋 
東北大学大学院医学系研究科精神神経学分野 教授（日本精神神

経学会専門医） 

同 青木 正志 
東北大学大学院医学系研究科神経内科学分野 教授（日本神経学

会専門医） 

同 呉 繁夫 
東北大学大学院医学系研究科小児病態学分野 教授（日本小児科

学会専門医） 

同 小川 舞美 東北大学病院てんかん科（公認心理師） 

同 高橋 哲也 東北大学病院地域医療連携課 課長補佐 

同 大竹 茜 
東北大学病院地域医療連携センター  主任社会福祉士（社会福祉

士，精神保健福祉士） 

同 本庄谷 奈央 
東北大学病院地域医療連携センター  てんかん診療支援コーディ

ネーター（精神保健福祉士） 

同 上埜 高志 
東北福祉大学総合福祉学部社会福祉学科 教授（精神保健指定

医，日本精神神経学会専門医・指導医） 

同 萩野谷 和裕 
宮城県立こども病院 副院長（日本てんかん学会専門医・指導医，日

本小児神経学会専門医） 

同 北村 太郎 
仙台市立病院小児科 医長 （日本小児神経学会専門医，日本小児

科学会専門医・指導医） 



 

同 角藤 芳久 
宮城県立精神医療センター 院長（精神保健指定医，日本医学放射

線学会専門医） 

同 松野 あやえ 宮城県保健福祉部精神保健推進室 室長 

同 髙橋 みね 
宮城県保健福祉部精神保健推進室 技術補佐（精神保健推進班

長） 

同 小原 聡子 宮城県精神保健福祉センター 所長 

同 小林 和恵 仙台市保健所宮城野支所 障害高齢課 地域支援係長 

同 萩原 せつ子 日本てんかん協会宮城県支部 事務局長（てんかん患者の家族） 

 

 

【年間の代表的活動】 

開催日 対象者 研修内容 

令和 2年 6

月 3 日 

東北大学工学部大

学院講義「工学と

生命の倫理」 

録画による講義 東北大学大学院工学系研究科の修

士課程１年の大学院生を対象として、中里信和教授

の講義「知ってて知らない『てんかん』」 

令和 2年 8

月 1 日 

第 114回東北大学

てんかん症例検討

会 

Web開催）難治性てんかん症例の入院精査結果に基づ

いた包括的症例検討会．遠隔会議システムを用いて

全国各地の専門施設からの参加有り． 

令和 2年 9

月 12 日 

第 115回東北大学

てんかん症例検討

会 

Web開催）難治性てんかん症例の入院精査結果に基づ

いた包括的症例検討会．遠隔会議システムを用いて

全国各地の専門施設からの参加有り． 

令和 2年

10月 3日 

第 116回東北大学

てんかん症例検討

会 

Web開催）難治性てんかん症例の入院精査結果に基づ

いた包括的症例検討会．遠隔会議システムを用いて

全国各地の専門施設からの参加有り． 

令和 2年

10月 22日 

宮城学院女子大学

の養護教員養成課

程 

Web講義）中里信和教授による「てんかんの基礎知

識」に関する講義 

令和 2年

11月 21日 

第 117回東北大学

てんかん症例検討

会 

Web開催）難治性てんかん症例の入院精査結果に基づ

いた包括的症例検討会．遠隔会議システムを用いて

全国各地の専門施設からの参加有り． 



 

令和 2年

11月 21日 

てんかん包括医療

東北研究会 

Web開催）てんかん診療に関わる東北地区の医師・医

療関係者を対象として、国立精神・神経医療研究セ

ンター脳神経外科の岩崎真樹部長の特別講演を予

定。 

令和 2年

12月 12日 

全国てんかんリハ

ビリテーション研

究会 

Web開催）年１回の学術大会で、今回は東北大学てん

かん科が主管で開催。対象はてんかん関連の多職種

で、中里信和教授の講演「診療報酬改訂と持続可能

てんかんリハ」も含む招待講演と一般演題。 

令和 2年

12月 19日 

第 118回東北大学

てんかん症例検討

会 

Web開催）難治性てんかん症例の入院精査結果に基づ

いた包括的症例検討会．遠隔会議システムを用いて

全国各地の専門施設からの参加有り． 

令和 3年 1

月 9 日 

第 119回東北大学

てんかん症例検討

会 

難治性てんかん症例の入院精査結果に基づいた包括

的症例検討会．遠隔会議システムを用いて全国各地

の専門施設からの参加有り． 

令和 3年 1

月 9 日 

東北てんかんフォ

ーラム 

Web講義）てんかん診療に関わる東北地方の医師およ

び医療関係者を対象として、谷口豪先生（国立精

神・神経医療研究センター精神科）の特別講演。 

令和 3年 1

月 16 日 
眼科医向け講演会 

宮城県内の眼科医を対象とした講演会で、中里信和

教授が「遠隔医療の多様性と将来性〜大学病院てん

かん科の事例より〜」と題した講演。 

令和 3年 2

月 6 日 

第 120回東北大学

てんかん症例検討

会 

難治性てんかん症例の入院精査結果に基づいた包括

的症例検討会．遠隔会議システムを用いて全国各地

の専門施設からの参加有り． 

令和 3年 2

月 8 日 

気仙沼医師会講演

会 

Web講義）気仙沼地域の医師や医療従事者を対象に、

中里信和教授が、てんかん専門外来を中心に、遠隔

医療の最新の話題を講演。 

令和 3年 3

月 6 日 

第 121回東北大学

てんかん症例検討

会 

難治性てんかん症例の入院精査結果に基づいた包括

的症例検討会．遠隔会議システムを用いて全国各地

の専門施設からの参加有り． 

令和 3年 3

月 20 日 

パープルデー宮城

オンラインイベン

ト 

てんかん啓発を目的としたＦＭラジオ放送とソーシ

ャルメディア（Twitter）を組み合わせたオンライン

イベントの開催。 



 

【クラウドファンディングによる啓発ラジオ番組の提供】 

 

 

 

●プロジェクト終了報告（2020 年 10月 13 日） 

この度は、東北大学病院クラウドファンディングプロジェクト“ラジオ番組「知って安心、

てんかん」で社会の誤解を減らしたい！”に多大なご支援と応援を頂きまして、誠にありがと

うございます。 

不安の中で迎えた募金初日でしたが、開始早々、わずか 12 時間 23 分という短時間で目標の

金額を達成することができました。ご寄付はさらに増え、最終的には目標金額の２倍を超える

支援を頂戴することができました。 

頂戴した募金の額もさることながら、皆様からの多数の応援メッセージにも感激いたしまし

た。てんかんへの社会の誤解を減らしたいという私たちの企画に共感していただいた方の多さ

に、あらためて気づかされた次第です。 

おかげさまで、いただいた募金を使わせていただき、ラジオ番組「知って安心、てんかん」

におきましては、当初予定の 10 回分の収録が完了し、現在、下記のように First Season とし

ての放送が続いております。また 2021 年 1月からは、目標額を超えた募金を使わせていただい

て、Second Season の放送も計画されております。 

今回いただいた皆様からの篤いご支援と応援は、今回のラジオ番組に限らず、またてんかん

という疾患の啓発活動に限らず、今後の東北大学病院の社会活動全体にとっても大きな意味を

もつものです。本当に有り難うございました。末筆ながら、皆様の今後のご健勝とますますの

ご発展をお祈り申し上げます。 

  



 

●いただいたご支援によるラジオ番組「知って安心、てんかん」を、以下の First Season 

（収録完了にて、現在放送中）と、2021 年 1月に開始予定の Second Season （計画中）にわけ

て実施しています。ラジオ番組は東北大学医学部・医学研究科のホームページで随時、聴くこ

とができます（アーカイブ：東北大学大学院医学系研究科・医学部 動画配信サイト： 

https://www.med.tohoku.ac.jp/mov/press/index.html)。 

 

★Season I 

◆放送期間：2020 年 8月 5 日（水）～2020年 10 月 7 日（水） 

◆放送日時：毎週水曜日 午前 10:00～10:05 Morning Burush 内 

◆放送局：エフエム仙台 

◆放送内容・出演者： 

第 1 回 「てんかんとは？」 中里信和 教授（東北大学病院てんかん科） 

第 2 回 「成人のてんかん発作」 神一敬 准教授（東北大学病院てんかん科） 

第 3 回 「子供のてんかん発作」 植松貢 准教授（東北大学病院小児科） 

第 4 回 「てんかんの検査」 柿坂庸介 講師（東北大学病院てんかん科） 

第 5 回 「てんかんの薬物治療」 上利大 助手（東北大学病院てんかん科） 

第 6 回 「てんかんの外科治療」 大沢伸一郎 助教（東北大学病院 脳神経外科） 

第 7 回「てんかんと学校」 萩野谷和裕 副院長（宮城県立こども病院 小児科） 

第 8 回「てんかんと就労」 小川舞美 公認心理師（東北大学病院てんかん科） 

第 9 回「高齢者のてんかん」 神一敬 准教授（東北大学病院てんかん科） 

第 10 回「てんかんと共に生きる」 中里信和 教授（東北大学病院てんかん科） 

 

★Season II：てんかんへの疑問・質問にお答えします！ 

◆放送期間：2021 年 1月 6 日（水）～2021年 3 月 10 日（水）毎週水曜日 午前 10:00～10:05 

◆放送局：エフエム仙台 

◆番組名：Date fm Morning Brush 内 

◆放送内容・出演者： 

第 1 回  2021年 1月 6 日  てんかんとは何か？「おさらい篇」 

 中里 信和 (東北大学大学院医学系研究科てんかん学分野 教授) 

小川 舞美 (東北大学大学病院てんかん科 公認心理師) 

第２回  2021 年 1月 13 日 てんかんを持つ当事者からの疑問 

小川 舞美 (東北大学大学病院てんかん科 公認心理師) 

 中里 信和 (東北大学大学院医学系研究科てんかん学分野 教授) 

第３回  2021 年 1月 20 日 てんかんを持つ家族からの疑問 

 萩原 せつ子（日本てんかん協会宮城県支部） 

 中里 信和 (東北大学大学院医学系研究科てんかん学分野 教授) 

https://www.med.tohoku.ac.jp/mov/press/index.html


 

第４回  2021 年 1月 27 日 教員からのてんかんの疑問 

小川 舞美 (東北大学大学病院てんかん科 公認心理師) 

 中里 信和 (東北大学大学院医学系研究科てんかん学分野 教授) 

第５回  2021 年 2月 3 日 相談支援員からのてんかんの疑問 

 長岡 麻人 (アビリティーズジャスコ株式会社就労支援事業部 部長代行) 

 中里 信和 (東北大学大学院医学系研究科てんかん学分野 教授) 

第６回  2021 年 2月 10 日 患者も知っておくべき「医師の疑問（その１）」 

 神  一敬 (東北大学大学院医学系研究科てんかん学分野 准教授) 

 中里 信和 (東北大学大学院医学系研究科てんかん学分野 教授) 

第７回  2021 年 2月 17 日 患者も知っておくべき「医師の疑問（その２）」 

 福與 なおみ（東北医科薬科大学病院 小児科） 

 中里 信和 (東北大学大学院医学系研究科てんかん学分野 教授) 

第８回  2021 年 2月 24 日 患者も知っておくべき「医師の疑問（その３）」 

 中里 信和 (東北大学大学院医学系研究科てんかん学分野 教授) 

第９回  2021 年 3月 3 日 患者も知っておくべき「医師の疑問（その４）」 

 神  一敬 (東北大学大学院医学系研究科てんかん学分野 准教授) 

小川 舞美 (東北大学大学病院てんかん科 公認心理師) 

 中里 信和 (東北大学大学院医学系研究科てんかん学分野 教授) 

第１０回  2021 年 3月 10 日 「知って安心、てんかん」 

 中里 信和 (東北大学大学院医学系研究科てんかん学分野 教授) 

小川 舞美 (東北大学大学病院てんかん科 公認心理師) 
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６．令和２年度茨城県てんかん地域診療連携体制整備事業報告書 

 

筑波大学附属病院てんかんセンター 部長  石川 栄一 

筑波大学附属病院てんかんセンター 副部長 榎園 崇 

筑波大学附属病院てんかんセンター 副部長 増田 洋亮 

 

 

まとめ 

⚫ コロナ感染症拡大に伴い、ベッド数制限などもあり、入院検査を制限せざるをえなかっ

たが、入院検査件数、手術件数ともに昨年にくらべてわずかに増加した。 

⚫ 2020 年 10 月茨城県よりてんかん診療拠点施設に指定された。県内の協議会、サブワー

キンググループの活動は本年度より開始する。地域連携の拡充に努めたい。 

⚫ 筑波大学てんかんセンターとして、教育活動を行った。 

 

1. はじめに 

筑波大学附属病院では、各診療科がそれぞれ診療していた縦割りのてんかん診療から、

各科連携の強化のために 2018 年に「てんかんセンター発足のための院内ワーキンググ

ループ」を立ち上げ、協議を重ね 2019 年７月に院内の正式な組織としててんかんセン

ターを正式に立ち上げました。その後も活動を重ね、2020 年 10 月に茨城県よりてんか

ん診療拠点機関として指定を受けました。県事業としての活動は、令和３年度よりとな

りますが、本年の活動についてご報告申し上げます。 

 

2. 診療実績 

令和２年のてんかん診療にかかわる入院件数は以下に示す通りである（括弧内は昨年

数）。Covid-19 の感染拡大防止措置から、2020 年 3 月から７月まで診療ベッド数の制

限が行われ、待機可能な手術については入院制限としたため、てんかんにかかわる、検

査入院、手術入院が制限された。８月から制限緩和にともない、入院検査、手術を再開

し、前年と同等の手術件数であった。 

令和２年度（令和元年度） 

頭皮ビデオ脳波件数 総数 86 件（72 件）：成人 66 件（51 件）、20 件（21 件） 

頭蓋内ビデオ脳波件数 8 件（12 件） 

てんかん手術人数 22 人 (16 人) 

てんかん手術件数 30 件（29 件） 



 

 

3. 協議会・地域連携事業 

令和２年度に茨城県より拠点機関としての指定を受けた。協議会の構成について県と

協議を進め、令和３年度より会の発足および活動を行う予定である 

Epilepsy passport を利用した診療連携を開始し、専門治療が完了した患者さんを、セン

ター医師と地域のかかりつけ医と協同して診療する体制作りを開始した。協議会を通

しててんかん診療の県内てんかん診療体制について整備していく予定である。 

 

 

4. 教育啓発活動 

① 啓発のための市民公開講座 

令和２年１月２５日に市民公開講座「楽しく学ぶてんかん」を行った。発作時の対

応について実体験を得てもらうために、看護師を主体とした発作時対応の寸劇を

行い、ロールプレイングをしながら振り返った。 

② 医療者の研修事業 

医療者向けの講座として、令和２年１月２２日、９月２５日にてんかん診療に関す

る公開講座を行った。 

令和２年１月２２日 「ビデオで学ぶ色々なてんかん発作」 

令和２年９月２５日 「てんかんの診断と治療」 
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5. 今後の課題 

当拠点機関は、令和３年度より活動を開始し、協議会の運営、サブワーキンググループ

の発足を予定している。協議会では、医療、行政、教育、雇用にまたがる諸問題につい

て対応をしていく。また、医療体制については、県内の各医療圏のてんかん診療に従事

している医療機関の代表者が参加するサブワーキンググループを設定し、診療におけ

る実務的な診療手順・連携方法を協議してんかん診療の体制整備、拡充に努めていく。

院内においては、てんかん診療コーディネーターをおき、相談窓口を開設できるように

早急に体制を整備する予定である。 

啓発活動・教育活動については、Covid-19 拡大下に開催が困難であったが、本年はオ

ンライン講演会なども併催しながら活動を行っていく。 

てんかんと言う 脳の病気をご存じですか？ 

どのよう なことが起きているのでしょ う か？ 

てんかん発作を見た時にあなたは何かできましたか？ 

この講座では 

てんかんで脳に何が起こっているのかを学び、  

こどもの”熱性けいれん”とのちがい 

おとなの”認知症”とのちがいを知り 、  

てんかん発作を見た時の対処の仕方を　

ロールプレイングで習いまし ょ う 。

市民公開講座 筑波大学附属病院てんかんセンター

お申し込み・ お問い合わせ先

特定非営利活動法人 筑波脳神経外科研究会 市民公開講座 楽しくまなぶ「てんかん」宛 
〒3 0 5 -8 5 7 5  つく ば市天王台１ -１ -１ （ お問い合わせ時間： ９ 時～1 7時）  

Fax : 0 2 9 -8 5 3 -3 2 1 4  E-m ail; NPO-TNS-in fo@ m d .tsukub a.ac.jp  

 ●申し込み方法： 事前申込が必要です。 参加ご希望の方は、 氏名・ 住所・ 連絡先をご記入の上、  

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 FAXまたは、 E-m ail、 はがき、 いずれかの方法でお申し込みく ださい。  

 ●申込締切： 令和２ 年１ 月２ ０ 日（ 月） ※但し定員（ １ ０ ０ 名） になり次第締切 

主催： 筑波大学附属病院てんかんセンター 

共催： NPO法人 筑波脳神経外科研究会

参加費無料 
先着１００名

講演

実演

脳のし く みとてんかん発作　 増田　 洋亮   （ 筑波大学附属病院　 脳神経外科）  

こどもの「 てんかん」          榎園　 崇      （ 筑波大学附属病院　 小児内科）  

おとなの「 てんかん」          塚田　 恵鯉子（ 筑波大学附属病院　 精神神経科）

参加型ロールプレイング　 筑波大学附属病院職員　  

てんかん発作の対処方法

令和2年1月2 5日（ 土） 1 4 :3 0～1 6 :3 0  (1 4 :0 0開場）  

イーアスホール　 （ イーアスつく ば2階）



７．栃木県のてんかん地域連携体制整備事業－自治医大てんかんセンター－ 

 

自治医科大学てんかんセンター、脳神経外科 川合謙介 

 

 

 

まとめ 

今年度は、新型コロナウイルス拡大の影響で、栃木県でのてんかん診療連携協

議会の定時会合は開催しなかった。その代わりに、個別に Web 会議などを通し

て協議会関連部署との連携を維持し、問題の共有を行った。昨年行った教員対象

のてんかんについての研修会が大変好評であり、今年度も同様のてんかん研修

会を実施した。新型コロナウイルス感染症拡大のため開催形式を変更し Web 配

信と収容人数を制限した会場でのハイブリット開催を行ったが、多くの参加者

があり好評であった。 

拠点病院の機能強化（ビデオ脳波モニタリングと手術の増加）を引き続き行

い、多職種・多科で他の医療機関にも開かれた定例症例検討会による医療連携と

診療レベルの向上をはかった。てんかん診療における新型コロナウイルス拡大

の影響は限定的であった。 

 

１．概要 

栃木県は全県で 200 万人の人口を要しているが、てんかん専門医は１２名しか

おらず、偏在し、診療科も偏っている（小児科が多い）。2015 年にてんかん地域

診療連携推進事業の 8 拠点に採択され、2016 年に自治医科大学てんかんセン

ターが設立されたことにより、多診療科・多職種の連携体制が始まり、地域連携

が始まった。鹿沼市の交通事故があり、県警と連携しててんかんと運転免許のこ

とに取り組んでいる特色がある。例年は、てんかん診療拠点病院を中心に、栃木

県庁の保健福祉部局、多施設、てんかん協会栃木支部で構成されているてんかん

診療連携協議会を開催している。今年度は新型コロナウイルス感染症拡大のた

め定時会合は行わず、各部署とのWeb会議などで連携を維持し情報を共有した。     

2019 年に第 1 回の教員対象のてんかん研修会を実施したが、参加者からは大

変好評であり、今年度も 2020 年 11 月 13 日に実施した。当初は昨年同様に大会

場で開催する予定であったが、新型コロナウイルス感染症拡大のため、人数を制

限した会場での開催と Web での配信のハイブリッドでの開催とした。各施設よ

り 60 名の参加があり、昨年と比較し養護教諭以外の教諭や保健師など多職種の

参加があり、遠隔地からの三カ所も増加した。受講後アンケートでも概ね好評で

あり、来年度以降も開催形態を工夫したうえで継続開催を予定している。 

前年度に引き続き、自治医大てんかんセンターを中心に、拠点病院の機能強化、

多職種・多科で他の医療機関にも開かれた定例症例検討会による医療連携と診

療レベルの向上をはかった。 

てんかんコーディネータ育成に関しては、てんかんセンター医師（脳神経外科）

が、実質的なコーディネート業務を兼務している。てんかんコーディネーター養



成講習なども積極的に参加し、てんかんセンター連絡協議会を通して、他施設と

の交流を通し今後の方向性を模索している。今後の業務拡大によっては、新たな

人員配置を検討する。 

２．栃木県のてんかん地域診療連携体制整備事業   県てんかん連携事業コンセプト 

1）てんかん地域診療連

携協議会  栃木県は

図のようなコンセプト

を描いており、てんかん

診療拠点病院を中心に、

多施設、行政、てんかん

協会栃木支部で構成さ

れている。今年度は新型

コロナウイルスの影響

もあり、定期会合は行わ

なかったが関係各所と

は Web 会議などを通し

て情報共有し連携を維

持した。 

2019 年度から同事業およびてんかん啓発のために医療機関向けのパンフレッ

ト作成および頒布を行っている 

2）拠点機関（自治医科大学）の活動 

①てんかん患者数の推移                     

この事業が始まった 2015 年から 2019 年 まで 4 年間で、てんかんの初診患者

数は 213 人から 250 人に、入院は 573 人から 672 人に増加した。2020 年は新

型コロナウイルス感染症拡大の影響はあったものの初診患者 217 名、入院は 683

人とむしろ増加傾向であり、影響は限定的であった。その中でも電話再診の積極

活用など患者の不安解消のための対策を行った。 

②長時間ビデオ脳波検査 

事業開始から年々増加し、2019 年は 66 件であった。今年度はコロナウイルス

感染症拡大による入院病床の逼迫により、検査の延期や待機をお願いする症例

はあったものの 63 件と前年水準を維持した。 

③てんかん手術 

2020 年は 27 件を施行した。コロナウイルス感染症の直接的な影響は無く前年

水準を維持した。海馬多切術、焦点切除術、後方離断術、脳梁離断術、迷走神経

刺激装置植込術等が行われた。 

3）てんかんの研修 

自治医大てんかんセンターは多数の部門が参加し、包括的なてんかんセンター

を目指しているが、連絡窓口を脳神経外科内に設置し、月 1 回、多科、多職種参

加の症例検討会を行っている。県内のてんかん研修のため、他施設にも開かれ、

過去 50 回で院内からのべ 877 名、院外からのべ 60 名参加した。今年度はコロ

ナウイルス感染の緊急事態宣言発令時には、学内に限った縮小開催となったが、



他施設からはメールでの症例問い合わせ受けるなどの対応策を講じた。 

4）地域におけるてんかん診療実態調査 

2018 年度には、てんかん学会の協力のもと、地域(僻地)におけるてんかん診療

実態調査として、地域で勤務する本学卒業医師に対する Web アンケートを実施

した。本アンケートで地域でのてんかん診療の実態が明らかになった。2020 年

度にはより大規模な調査を予定していたが、新型コロナウイルス感染拡大の影

響で延期となり、今年度以降の実施を予定している。 

5）てんかん市民講座 

てんかん協会栃木県支部では、例年２回てん

かん市民講座を主催しており当施設医師が講

師を行っている。今年度は新型コロナウイル

ス感染拡大の影響のため Web 開催で 2020 年

10 月 25 日に実施した。栃木県以外からも参

加があり、盛況であった。 

6）てんかん研修会（教員など対象） 

教育機関へのアンケートの結果、教員対象の

てんかん研修会実施の要望が多く寄せられ、

これを踏まえて、2019 年 8 月に第一回の教員対象のて

んかん研修会を実施した。参加者からは大変好評であ

り、今年度も 2020 年 11 月 13 日に実施した。当初は昨

年同様に開催する予定であったが、新型コロナウイルス

感染症拡大のため、人数を制限した会場での開催とWeb

での配信のハイブリッドでの開催とした。それにもかか

わらず各施設より 60 名の参加があり、昨年と比較し養

護教諭以外の教諭や保健師など多職種の参加があった。

受講後アンケートでも概ね好評であり、来年度以降も開

催を予定している。 

7）栃木県のコーディネータ関連業務の評価 

立ち上げ時に専門職（特にてんかん、神経系）を確保することがきわめて困難

であった。当院ではてんかんセンター医師が、実質的なコーディネート業務を兼

務している。てんかん相談窓口業務については、直接の問い合わせ数は少なかっ

たが、2020 年は５件の問い合わせがあった。 

大部分は、通常の診療受け入れ体制（外来受け付け患者サポートセンター）で

振り分け対応等出来るものであったが、疾病への不安や、就業、自動車運転など

の相談など項目は多岐にわたった。新型コロナウイルス関連の問い合わせは無

かった。 

現時点での需要はあまり多くないと考えるが、増加傾向であり、今後のてんか

ん連携事業の周知やてんかんについての市民の理解が進むにつれて、問い合わ

せ業務のさらなる増加など予想される。今後の業務拡大によっては、新たな人員

配置を検討する必要がある。                                       

また、当県でのてんかんについて相談業務をされているてんかん協会栃木県支

栃木県てんかん診療拠点機関・ 栃木県てんかん診療連携体制整備事業

てんかんは、意識を失う、けいれん、体の硬直など、様々な発作を繰り返す脳の病気の総称です。てんか
んの主症状であるてんかん発作も、全身のけいれんなどよく知られたものから、一見発作とは思えないよう
なものまで様々です。
昨年度に引き続き、てんかんに関する正しい理解の促進に向け、てんかんの対応や相談支援に関わる可能

性のある教育関係者、医療福祉関係者等を対象として、栃木県てんかん診療拠点機関である自治医科大学附
属病院の医師によるてんかんの症状や早期発見、医療機関へのつなぎ方についてお話しいただきます。

令和２ 年度てんかん診療連携関係者研修会

【お問合せ・お申込み先】

栃木県 保健福祉部 障害福祉課 精神保健福祉担当

〒320-0857 宇都宮市塙田1－1－20

TEL  028-623-3093 FAX 028-623-3052

Email syougai-fukushi@pref.tochigi.lg.jp

日 時

会 場

定 員

申込締切

プログラム

令和２ ( 2 0 2 0 )年1 1月1 3日(金)  1 3 :３ 0～1 6 :3 0
(受付：13：00～)

栃木県庁東館 ４階講堂（宇都宮市塙田1-1-20）又はオンライン受講

会場50名・オンライン50名 （先着順）

令和２(2020)年11月４日(水)

講演１

てんかんについて学ぶ
： てんかんの症状と 適切な対応、 医療と の連携など

自治医科大学附属病院 脳神経外科講師 大谷 啓介氏

講演２

こ どものてんかん
自治医科大学附属病院 小児科講師 池田 尚広氏

情報提供
栃木県支部の相談及び啓発活動の紹介

（公社）日本てんかん協会栃木県支部

【プロフィール】
平成19年 自治医科大学医学部卒業
平成25年 三戸中央病院総合診療科医長
平成26年 三戸中央病院副院長
平成28年 自治医科大学附属病院脳神経センター病院助教

自治医科大学大学院医学研究科修了
平成30年 自治医科大学附属病院脳神経センター病院講師
令和元年 自治医科大学脳神経外科講師

使用アプリ
Web ex Mee t（ 事前にインスト ール願います・ 無料）
オンライン受講希望の場合には11月５日（木）16:00から通信確認をさせていただき
ますので、必要に応じて御活用ください。

【プロフィール】
平成19年 東邦大学医学部卒業
平成24年 自治医科大学とちぎ子ども医療センター 病院助教
平成26年 国際医療福祉リハビリテーションセンター小児科医員
平成29年 自治医科大学とちぎ子ども医療センター小児科 助教
令和２年 自治医科大学とちぎ子ども医療センター小児科 講師



部（事務局長鈴木勇二氏）との連携を強化して、効率化を模索していく。 

8）新型コロナウイルス拡大の影響 

 新型コロナウイルス拡大の影響で、事業や会議などの延期が相次いだ。可能な

物に関しては Web 開催として、影響は限定的であった。また診療についても外

来入院など一般診療は制限しなかったため影響は限定的であり、手術入院につ

いても例年並みの実績であった。感染予防や患者の不安を鑑み、電話再診を積極

活用するなどの対応を行った。 

3．成果 

この 5 年間で、拠点病院の機能強化（ビデオ脳波モニタリングと手術の増加）、

多職種・多科で他の医療機関にも開かれた定例症例検討会による医療連携と診

療レベルの向上、てんかん連携事業周知目的のパンフレット作成、県警と連携し

た運転免許の実態調査、県内のてんかん診療の現況把握のための実態調査、全国

の地域でのてんかん診療実態調査、教育機関へのてんかん実態アンケート、教員

向けてんかん研修会を行った。今年度は新型コロナウイルス感染拡大があり、事

業や会議などの延期が相次いだ。可能な物に関しては Web 開催とするなど対策

を行った。また診療についても外来入院など一般診療は制限しなかったため影

響は限定的であり、手術入院についても例年並みの実績であった。 

 



８．令和２年度埼玉県てんかん地域連携体制整備事業活動報告 

埼玉医科大学病院小児科・てんかんセンター  山内秀雄 

 

 

まとめ 

１） 令和２年度埼玉県地域連携体制整備事業埼玉県てんかん診療拠点施設埼玉医科大学病

院が実施した、てんかん診療医療連携協議会開催、相談体制、治療体制、研修の実施、

てんかんに関する普及啓発事業、後援事業について報告した。 

２） てんかん相談体制としては、埼玉医科大学病院内に設置された「埼玉県てんかん相談窓

口」において昨年度制作された「てんかん診療相談マニュアル」に基づき、電話による

相談が計 190 件行われた。 

３） 治療体制として埼玉県内てんかん診療機関、治療レベル、診療連携状況を把握するため

の「埼玉県てんかん診療実態調査」計画されたが、実行に至らなかった。 

４） 医師、看護師、薬剤師、臨床検査技師、医学生等を対象としたてんかん研修については

院内においててんかんセンターカンファレンスを計 6 回実施し、院外において脳波て

んかん研究会を計 5 回施行した。COVID-19 感染拡大による影響で当初予定した回数

の半数の実施にとどまったが、途中からインターネットを利用したハイブリッド形式

のウェブ開催を行った。 

５） 一般市民を対象としたてんかん啓発事業としてインターネットによる配信による第 1

回てんかん市民公開講座（テーマ：てんかんをみんなで支えよう）を令和２年 10 月 3

日に開催した。参加者は 203 名であった。小児てんかんに対する自宅や学校でのてん

かん発作時の対処方法、病院薬剤師による抗てんかん薬の副作用、てんかん手術につい

ての３つの講演があった。終了後のアンケートでは回答者の 8 割以上が講演会に対し

て満足する結果であり、インターネットに接続できれば自宅や職場から容易に参加に

できるなどさまざまな利点があることがその理由であると考察された。7 割の回答者が

講演会がウェブ形式で開催されることを希望し、講堂等に参集する従来の形式を希望

する者はわずかに 6％であったことは、所謂ポストコロナの時代となっても、てんかん

啓発事業を含め、インターネットの利用は重要であると考えられた。 

 

１．緒言 

平成 30 年 11 月 1 日に埼玉県は埼玉県てんかん地域連携体制整備事業に基づき埼玉医科大

学病院を埼玉県てんかん診療拠点機関に指定している。その実務的な運営は主に埼玉医科

大学病院てんかんセンターによって実施されているが、当センターは「学際的包括的連携に

よる医療と福祉の理想郷を実現するため、高度なてんかん医療を提供する基幹施設として

地域医療に貢献する」ことを理念とし、基本方針として、１）患者さんの幸せのために安心

で質の高いてんかん医療を実践し、地域医療に貢献する、２）高度なてんかん医療を提供す



る地域基幹施設としての役割を果たし、関連施設との連携を行う、３）人格的にすぐれ高い

技能を持つ人材を育成し、診療に役立つてんかん研究の推進に努める、として主に埼玉県内

におけるてんかん診療連携とてんかんの啓発を大きな２つの行動目標とし、令和２年度に

実施した事業についての報告を行う。 

 

２．令和 2 年度事業計画 

 令和 2 年度埼玉県てんか

ん地域診療連携協議会（協

議会）は山内俊雄協議会長

が議長を担当した。協議会

委員は右表の通りである協

議会では①平成 31 年度埼

玉県てんかん診療拠点機関

実績報告、②平成 31 年度

全国てんかん対策連絡協議

会報告がなされた。 

 埼玉県地域連携体制整備

事業の課題は、てんかん地

域診療連携を推進し、医療

機関に対するてんかんの助

言・指導や一般市民に対す

る普及啓発を行うことと

し、その行動目標は①てん

かんの患者さんとご家族に

対する専門的な相談、支援

と治療を行う、②医療機関へのてんかんに関する普及啓発、専門的な助言指導を行う、③関

係機関（精神保健福祉センター・県内医療機関・保健所・市町村・福祉事務所・公共職業安

定所等）との調整を行い連携の深化を行う、④地域一般市民の方々に「てんかん」という病

気を理解していただくための啓発を行うことである。令和 2 年度埼玉県てんかん診療拠点

機関事業計画実施案もこれらの行動目標を基に提示された。即ち、てんかん相談体制として

は作業部会（ワーキンググループ）を設置し以下の事業を行う。①「埼玉県てんかん診療相

談マニュアル」に従いてんかん相談電話相談を行う、②埼玉県てんかん診療拠点事業てんか

ん相談体制をウェブサイトで開示する。てんかん治療体制としては作業部会（ワーキンググ

ループ）を設置し①「埼玉県てんかん診療実態調査」を施行する、②「埼玉県てんかん診療

実態調査」に基づき、埼玉県内の現時点でのてんかん診療の問題点と解決すべき課題を明ら

かにしその方策を考察する、③さらに埼玉県内のてんかん相談・診療体制のための「さいた

氏　名 所属及び役職名

山内　秀雄 埼玉医科大学病院　小児科教授・てんかんセンター長

渡邊　さつき 埼玉医科大学病院　神経精神科講師

永露　とみえ 埼玉医科大学病院　外来主任

中本英俊 ＴＭＧあさか医療センター　てんかんセンター長

落合　卓 おちあい脳クリニック　院長

相川　博 大宮西口メンタルクリニック　院長

浜野　晋一郎 埼玉県立小児医療センター神経科　科長

唐橋　竜一 埼玉県保健医療部　副部長

番場　宏 埼玉県保健医療部疾病対策課　課長

関口　隆一 埼玉県立精神保健福祉センター　センター長

丸山 浩 埼玉県川越市保健所　保健所長

福田 守 日本てんかん協会埼玉県支部

森 みどり 日本てんかん協会埼玉県支部

山内　俊雄 埼玉医科大学　名誉学長

丸木　雄一 埼玉県医師会　常任理事



まてんかん診療ネットワーク」を作成しウェブサイト等に掲示することとした。てんかん研

修の実施予定について院内外の医師、看護師、薬剤師、臨床検査技師を対象とした研修が計

画された。またてんかんに関するてんかん普及啓発事業の予定としては埼玉県てんかん診

療連携体制整備事業市民公開講座、埼玉県てんかん診療連携体制整備事業てんかん啓発講

座が計画された。その他てんかん関連事業として埼玉医科大学病院てんかんセンター特別

講演会、埼玉県内てんかん診療専門施設内カンファレンスが後援事業として計画された。

   

3．令和 2 年度事業実績。 

①てんかん相談体制としては、埼玉医科大学病院内に設置された「埼玉県てんかん相談窓

口」において平成 31 年度に制作された「てんかん診療相談マニュアル」に基づき、電話に

よる相談が計 190 件行われた。相談方法は電話が 188 件、直接来院が 2 件であった。相談

者の内訳は患者本人 45 件、配偶者 9 件、父母 117 件、子 7 件、その他の家族・知人等 0 件、

保健所・市町村等 0 件、民間事業者 7 件、医師 5 件であった。相談内容としては、専門機

関での治療希望・病気の診断・薬の調整等が 175 件と最も多く、次いで検査希望・迷走神経

電気刺激治療(VNS)の調整 8 件、妊娠中の治療希望・入院希望・転居のためが 7 件であっ

た。それらの対応としては、拠点機関において治療を開始 188 件、相談のみで終了が 2 件

であった。 

②てんかん研修実施（表：研修実績）としては、医師、看護師、薬剤師、臨床検査技師、医

学生等を対象として、院内でてんかんセンターカンファレンスを計 6 回実施した。そのう

ち 5 回は症例検討会形式、1 回は講演会形式によるものであった。さらに対象と同様として

院外において院内外の医師が主体となり、脳波てんかん研究会を症例検討会形式で 5 回実

施した。これらの研修会はてんかん診療に関わる医師とコメディカルの互いの啓発と連携

には大変効果的であった。当初の予定としてはこれらの研修はそれぞれ年 12 回、合計 24

回開催する予定であったが、COVID-19 感染拡大のため、中止を余儀なくされたため、約半

数の実施にとどまった。途中からインターネットを使用したオンライン会議の準備が整っ

たため、三密を回避した環境を確保した会場とオンライン会議を融合させたハイブリッド

形式のウェブ開催を行った。 

③てんかん普及啓発事業としては第 1 回てんかん市民公開講座がインターネットによる配

信による開催を令和 2 年 10 月 3 日に行った。上記研修会実施の問題と同様に、COVID-19 

感染拡大による影響により、当初 2 回開催施行する予定であった、市民公開講座の開催は 1

回のみにとどまった。参加者は 203 名であり、昨年の参加者が 100 人程度であったことを

考慮すると、参加人数は 2 倍となった。テーマは「てんかんをみんなで支えよう」であり、

山内俊雄（埼玉県てんかん治療医療連携協議会会長）からの講演会の趣旨について説明があ

った後、山内秀雄（てんかんセンター長）より小児てんかんに対する自宅や学校でのてんか

ん発作時の対処方法について、水村亮介（精神科薬剤師）により抗てんかん薬の副作用につ

いて、平田幸子（脳神経外科医師）よりてんかん手術についての３つの講演があった。質問



が合計 18 件寄せられ質問時間 20 分間の予定を大幅に超過したため、チャット形式による

質問は講演会終了後に講演者が手分けをして答えた。終了時に埼玉県終了後のアンケート

では 126 件の返信

があった。2 名のイ

ンターネット接続

トラブルによる参

加不可がみられた

が、回答者の 83％

が講演会に対して

満足したいう好評

な結果となった。

理由として講演の

スライド画像・演

者の音声がはっき

りしておりわかり

やすいこと、質問

が比較的しやすい

ことなどがあげら

れた。しかしウェブ方式の講演会・会議などに慣れていない方への配慮も十分に配慮する必

要もあると考えらえた。今後の講演会の形式についての質問に対しては、69％の回答者がイ

ンターネット形式による講演会を希望しており、講堂等に参集する従来の形式を希望する

者はわずかに 6％であった。 

 

 

開催日

令和2年6月18日

令和2年10月29日

令和2年11月19日

令和3年1月21日

令和3年2月18日

令和3年3月18日

令和2年7月30日

令和2年9月10日

令和2年10月28日

令和2年11月25日

令和3年3月26日

開催 主な内容・講師

院内

表　：　研修実績

司会：山内秀雄・藤巻高光、発表：水村亮介、内容：薬剤師のてんかんに対する苦
手意識、講演：岩崎真樹、内容：国立精神神経医療研究センター病院におけるてん
かん診療連携の取り組み（ウェブ開催）

院内 司会：山内秀雄、発表：神経内科医師、内容：神経内科で経験したてんんかん症例

院内
司会：渡邊さつき、発表：渡邊さつき、内容：心因性非てんかん発作を疑われて紹介
された8年間未治療の側頭葉てんかん成人症例

院内
司会：渡邊さつき、発表：颯佐かおり、内容：獲得性失語を認めたランドークレフナー
症候群小児症例

院内
司会：渡邊さつき、発表：砂原真理子、内容：睡眠障害とせん妄と診断されていた前
頭葉てんかんの成人症例

院内
司会：山内秀雄、発表：颯佐かおり、内容：有熱時の小児にみられるけいれんの鑑
別（ウェブ開催）

院外 司会：山内秀雄、発表：颯佐かおり（埼玉医大小児科）：（ウェブ開催）

院外
司会：山内秀雄、発表：高田栄子（総合医療センター小児科）、内容：けいれん重積
状態をきたした4歳男児の脳波経過とその治療

院外
司会：山内秀雄、発表；岡島宏明（丸木メディカルセンター精神科）：精神症状とてん
かん発作症状の鑑別が困難であった成人例

司会：山内秀雄、発表：倉持泉（総合医療センター精神科）：症例から学んだてんか
んセルフスティグマについて

院外 司会：山内秀雄、発表：渡邊さつき（埼玉医大病院精神科）：前頭葉てんかんの一例

院外



９．令和 2年度 千葉県てんかん地域診療連携体制整備事業活動報告 

千葉県循環器病センター 脳神経外科 青柳 京子 

 

 

 

まとめ 

 令和 2 年 4 月 1 日千葉県は千葉県循環器病センターを千葉県てんかん診療拠点機関に指定した。新型

コロナウイルス感染拡大に伴い令和 2 年度前半は、通常診療をはじめ、集会での研修会・公開講座の開

催や施設訪問にも制限が加わり、当初の目標を果たせなかった面があった一方で、インターネットを通

じた交流が活発になったことから、ホームページや WEB 研修会を通しての医療機関・福祉施設・教育機

関・患者家族との連携の強化、症例検討会への多施設からの参加数の増加、オンライン診療の整備等、今

後の活動の新しい方向性に目を向けることのできる 1 年となった。 

 

１．概要 

 千葉県循環器病センターにおいては平成 30 年度よりてんかんセンターが設置され、多職種による運営

委員会、てんかん症例検討会などを開催してきた。令和２年 4 月 1 日千葉県は千葉県てんかん地域連携

体制整備事業に基づき千葉県循環器病センターを千葉県てんかん診療拠点機関に指定した。県内でのて

んかん外科治療を中心的に担うとともに、行政との強い結びつきをもつ県立病院という特性を生かし千

葉県内でのてんかん診療ネットワーク構築を目指している。 

 

２．千葉県てんかん地域診療連携体制整備事業 

１）てんかん治療医療連携協議会 

 令和 2 年 7 月に第 1 回千葉県てんかん治療医療連携協議会、令和 3 年 1 月に第 2 回千葉県てんかん治

療医療連携協議会（書面開催）を開催した。協議会はてんかん治療を専門に行っている医療機関の医師

（行徳総合病院脳神経外科、千葉大学医学部附属病院脳神経外科、国際医療福祉大学成田病院脳神経内

科、木更津病院精神科、東邦大学医療センター佐倉病院小児科、浅井病院精神科、千葉県循環器病センタ

ー脳神経外科）、患者家族会代表者（日本てんかん協会千葉県支部）、福祉機関代表者（精神保健福祉セン

ター、市原健康福祉センター）、行政機関代表者（千葉県健康福祉部障害者福祉推進課、病院局経理管理

課）から成る。第 1 回協議会では事業計画と予算構成について、第 2 回協議会では事業報告と収支報告

見込みについて、議論が行われ、提案事項、報告事項につきそれぞれ承認された。 

 

２）診療に関する事業 

①実績（別紙「令和 2 年度てんかん診療拠点機関の指標について」参照） 

 令和 2 年度前半は COVID-19 感染拡大を受け、不要不急の診療の延期、患者家族の付き添いの禁止が

求められたため、付き添いの必要な長時間脳波ビデオ同時記録検査をはじめとする検査目的の入院に大

幅な制限が生じ、のべ入院患者数、新規入院患者数、てんかん手術件数、長期脳波ビデオ同時記録件数と

もに目標値を下回る値となる見込みである。一方で、後述する拠点機関としての働きかけの結果、新規外

来患者数は 4 月から 5 月にかけての外来患者数減少にも関わらず、12 月までの 9 か月間で 108 名となっ



ており、年間目標値 140 名に近い値となる見込みである。また、電話相談、外来での看護介入、専門診

療問い合わせ（8 月より開始）は 12 月までにそれぞれ 164 件、484 件、31 件となっている。 

 

②診療連携に向けての取り組み 

 千葉県は 9 つの二次保健医療圏からなっており、人口が集中し大病院が多数存在する北西部と人口密

度が低く医療資源へのアクセスが困難な東部南部では異なる診療体制の整備が望まれる。二次医療圏の

中核病院への訪問・電話連絡・研究会開催などにより、千葉県のてんかん診療連携の構想について情報を

提供した。医療機関向けの診療実態調査を予定しており、調査結果をホームページ等に掲載することで

医療機関間での連携体制の強化を図っていく。また、コーディネーターが中核地域生活支援センター連

絡協議会、千葉県障害者就業・生活支援センター連絡協議会、精神保健指定医会議、養護教諭会への参加

や施設訪問（障害者支援施設 11 施設、中核支援センター3 か所、行政機関 3 か所）を通して、顔の見え

る関係を構築し、各施設の実態や拠点機関に求められている役割についての情報収集を行った。 

 

③多職種・多施設によるてんかん症例検討会開催 

 てんかんセンター設置以来、院内の多職種（脳神経外科医・精神科医・看護師（看護局・病棟・外来・

手術室）・薬剤師・栄養士・社会福祉士・言語聴覚士・理学療法士・放射線技師・臨床検査技師・事務局）

による症例検討会を開催し、診断・治療のみならず、家族背景への配慮や社会福祉資源の活用も含めた検

討を重ねてきた。令和 2 年度は、新たに Zoom を用いたオンラインカンファレンスを導入し、千葉大学

脳神経外科・小児科、浅井病院精神科、木更津病院精神科、東邦大学医療センター佐倉病院小児科、国際

医療福祉大学成田病院脳神経内科から参加登録をいただき、各症例につきより活発な議論がなされた。 

 

④外来医師派遣・オンライン診療導入に向けての準備作業 

 てんかんは有病率の高い疾患であるにもかかわらず専門医療へのアクセスが困難であることが課題と

なっている。一般の脳外科医・神経内科医・精神科医で診断・治療に難渋する症例は当院への紹介を勧め

ているが、当院の交通アクセスの悪さから患者が受診を希望しないという現状もある。このため、他院へ



医師を派遣してんかん専門外来を開設する試みを令和 3 年 1 月より開始した。 

 同様に遠方からの通院患者に対しオンライン診療を用いて頻繁に外来受診を行うことで、服薬コンプ

ライアンスの向上と適切な薬剤コントロールを図るべく、システムの導入準備中である。システムが順

調に稼働することが確認された後、遠隔連携診療料の対象となる医療機関同士の連携体制の構築も計画

している。 

 

３）教育・啓発活動・研究に関する事業 

①ホームページ開設 

 令和 2 年 4 月に病院ホームページ内に脳神経外科から独

立しててんかんセンターのホームページを開設し、てんかん

センター、てんかんの診断や治療についての情報を掲載し

た。下記３）のパンフレットの PDF 掲載や研修会案内を適

宜アップロードしたところ、アクセス数が増加した（右図参

照）。また、患者・患者家族が自身でホームページの情報を

検索し、専門診療問い合わせや新規外来紹介受診につながる

例も多数みられ、外来患者数の増加に寄与した。 

 

②研修会・公開講座開催 

 当初は医療機関向け研修会 1 回、教育・福

祉機関向け研修会 1 回、市民向け公開講座 2

回の開催を計画していたが、COVID-19 の感

染収束の目途が立たない中、集会での研修会

開催が実現できない状況が続いた。令和 2 年

12 月 12 日 Zoom のウェビナー機能を用いた

WEB 研修という形で医療機関・教育・福祉施

設向けの研修会を開催した。院内の医師・薬剤

師・社会福祉士・看護師を講師とし、診療拠

点機関の役割・てんかんの基礎知識・治療と

検査・薬物療法・社会資源と支援制度・生活

上の留意点についての講演を行った。199 ア

カウントからの事前登録（重複者を含む）の

うち、当日 133 アカウントからの参加があ

り、各施設内での複数名での視聴や院内向け

会場視聴を含め 161 名の参加があり、このう

ち 91 名から研修後アンケートの回収が得られた。特に教育・福祉関係者の関心が高く、今後の研修会へ

の要望や診療拠点機関に期待する点など多くの意見が寄せられた。このような意見を踏まえ、令和 2 年

度内に、教育機関・福祉施設向けに幅広くアンケート調査を実施し今後の啓発活動の改善に繋げていく

予定である。 



 また、研修会案内をホームページに掲載したところ、患者・患者家族から市民対象の公開講座の開催へ

の強い希望が多数寄せられたため、令和 3年 3月 6日にオンラインによる市民公開講座を予定している。 

 

③パンフレットの作成・配布 

 外来患者向けパンフレット「てんかんと診断された方へ」「てんかんの外科治療について」「災害への備

え」を作成し、外来に設置するほか、ホームページから PDF としてダウンロードできる形で公開した。

県民対象に「てんかん専門相談・専門診療のご案内」を作成し、県内医療機関（精神科・脳外科・脳神経

内科・小児科標榜施設）・障害者支援施設・高等学校・特別支援学校・行政機関（精神保健センター等）

等、約 2000 施設に発送した。 

 

④広報誌への情報提供 

 千葉県医師会発行の県民向け広報誌「ミレニアム」や千葉県医師会雑誌「CMAM」への記事投稿、日

本てんかん協会千葉県支部月刊誌「わかしお」への事業内容や活動現況報告の寄稿、千葉県医師会ホーム

ページ医療トピックスてんかん紹介ページの監修などを行った。 

 

⑤教育・研究に関する事業 

 千葉大学医学部附属病院とは脳神経外科研修医向けレクチャーや脳神経外科・小児科との合同症例検

討会を行っている。また、京都大学脳神経内科学教室、千葉県がんセンター脳神経外科とともに共同研究

を進めている。 

 

３．今後への課題 

 千葉県においては人口が集中し大病院が多数存在する北西部と人口密度が低く医療資源へのアクセス

が困難な東部南部では異なる診療体制の整備が望まれるが、いずれもてんかん診療に関わる医療資源の

所在や診療科間、医療機関間での情報共有や連携は不十分である。診療実態調査を通してそれぞれの地

域に適した連携体制の構築が必要である。研修会・公開講座や教育機関・福祉施設アンケートを通して、

てんかんに対する関心が高いことが明らかとなったが、一方で知識を得られる機会が少なく、教育・福祉

現場で直面する課題について相談できる窓口が不明であるとの意見が多数寄せられた。令和 3 年度以降

は研修会や公開講座やてんかん診療支援コーディネーターによる相談業務などを通して啓発活動により

一層努める予定である。 



１０．令和 2年度 神奈川県てんかん地域連携体制整備事業活動報告 

 

聖マリアンナ医科大学病院 

てんかんセンター 顧問 山本仁  副センター長 太組一朗  

 

1. 神奈川県てんかん診療拠点機関としての取り組み 

聖マリアンナ医科大学病院てんかんセンターは 2017 年 10 月に開設し、聖マリアンナ医科大学病

院が 2018 年 4 月より神奈川県のてんかん診療拠点として指定され、3 年が経過しようとしている。

今年度の拠点機関内での取り組みとしては、1）難治てんかんへの高度な治療の提供、2）複数科から

なる包括的な医療の体制の整備、2）専門医・コメディカルの育成、3）院外からの参加も受け入れる

多職種のてんかん症例カンファレンス、4）基礎・臨床研究・治験の推進、等を引き続き行ってきた。

また対外的には、1）てんかん診療に関わる医師、政令市、精神保健福祉センター、医師会、労働局、

SW、患者、家族等をメンバーとしたてんかん医療・社会連携協議会の運営、2）県民に向けて普及啓

発活動、3）医療、福祉関係者への研修、病院やてんかんセンターHP、行政の広報、新聞等のメディ

アを通じて、拠点事業やてんかんセンターに関する情報発信を行っている。 

 

2. てんかんセンター診療実績 

1）てんかん外科手術：2018 年度 45 件、2019 年度 45 件、2020 年度（4 月～1 月）26 件。内訳は

（資料 1）2）長時間ビデオ脳波モニタリング：2018 年度 68 件、2019 年度 70 件、2020 年度（4 月

～1 月）50 件。（資料 2）コロナ禍で一時期手術、長時間ビデオ脳波モニタリング共にストップした

ため、全体の数としては前年度より減少しているが、現在は通常のペースに戻っている。3）てんか

ん受診外来患者数（延べ人数）：2018 年度 17,126 人、2019 年度 16,354 人、2020 年度（4 月～1 月）

12,119 人。入院患者数（延べ人数）：2018 年度 358 人、2019 年度 485 人、2020 年度（4 月～1 月）

338 人。紹介件数：2018 年度 422 件。2019 年度 442 件、2020 年度（4 月～1 月）378 件。2020 年

2 月頃から患者数は全体的に減少傾向だが、新型コロナウイルス流行の影響が考えられる。紹介患者

の紹介元の地域分布を見ると川崎市、横浜市からが多数を占めるが、横浜市、川崎市以外の地域から

の割合も徐々に増加傾向にある。（資料 3）今年度は遠方からの紹介数はやや抑えめだが 2018 年度か

らは厚木市、海老名市等の県央からの紹介が増え、2019 年度は特に伊勢原市、平塚市等の湘南西部

地区や藤沢市、茅ヶ崎市等の湘南東部地区からの紹介が増えている。（資料 4）紹介元の医療機関数

は 2018 年度の 255 施設を起点として 2019 年度には 168 施設増加、2020 年度には 1 月までで更に

118 の新たな施設から紹介があり、3 年間で延べ 541 施設となっている。てんかん相談件数：2018 年

度 100 件、2019 年度 275 件、2020 年度（4 月～1 月）154 件。今年度、コロナの時期から相談件数

は一旦減少しているが主に難治のケースの相談は増加しており、当院はてんかんの高度な治療を行

う専門機関としての認知が広がっている。相談者の居住地域は広範囲にわたり、県外からも相談が寄

せられ、インターネットによる情報発信の成果が見える。 

（資料 1） 
（資料 2） 



3. 啓発活動 

神奈川県では、てんかん診療の行き届い

ていない地域へ向けて広く啓発を行う事に

重点を置き、県内の各地で研修会、公開講座

等を行ってきたが、今年度は、人を集めての

研修や公開講座の実施が困難であったた

め、WEB を活用した啓発活動の方法につい

て模索した。非常事態宣言発令前の 12 月に

は、会場と WEB を併用し、専門職向けの研

修会と市民向け公開講座を行った。申込者

は 200 名程で、動画視聴回数は 2 つの講座

の合計で 1000 回を超えた。公開講座ととも

に毎回実施している個別の相談会も対面

と、Zoom 併用で行い、WEB での実施は安

全性、利便性が高いことからアンケートで

も評判が良く、WEB を活用しての啓発活動

の可能性を実感した。3月には別テーマでの

研修・公開講座の実施を予定しているが、今

回は講座、個別相談共に完全に WEB のみ

のとする。また、毎年実施しているパープル

デーライトアップについても、3月に例年通

り行う予定となっており、県内の 5 施設で

の実施を予定している。こちらも YouTube

を活用した、映像の配信等を検討している。

また、地域の連携施設に向けては、当院メデ

ィカルサポートセンター主催の地域医療連

携 WEB セミナーが行われ、てんかん診療拠

点について、地域の連携施設に向け講演を

行った 

 

4．協議会 

てんかん診療に関わる医師、政令市、精神

保健福祉センター、医師会、労働局、SW、

患者、家族等をメンバーとしたてんかん医

療・社会連携協議会は、今年度 1 回目はメ

ールによる報告や審議を行った。3 月には 2

（資料 4） （資料 3） 



回目の協議会をZoomにて行う予

定となっている。協議会の運営に

より、行政とタイアップした研修

の機会を多く設けてきたが、今年

度は実施が難しかった。今後

WEB も活用し、行政機関、教育機

関等多方面に向けての啓発や研

修機会を設ける事を検討してい

く。協議会の参加メンバー、施設

等は表の通りとなっている。 

 

4. その他取り組み 

拠点機関の役割として、複数診

療科による集学的治療の体制を

整備することが重要であり院内

では、1）医師、看護師、コメディ

カル等あらゆる職種をメンバー

とするてんかんセンター運営委

員会（3 か月毎開催）、2）複数科

の医師、コメディカルが参加する

てんかん症例カンファレンス（週

1 回）等を行っており、今年度カンファレンスは 2 月までで 28 回実施された。徐々に院外からの参

加者も増加し、現在は 8 施設、参加者は延べ 40 名程となっている。てんかん診療に関わる複数の職

種の職員が集まり意見交換やスキルアップを行う場を多く設けている。 

 

5. 今後の課題 

神奈川県は人口 905.8 万人に比して専門医 41 名とその数は少なくかつ偏在しており、未だ県内の

てんかん医療の均てん化には課題を残している。また神奈川県の専門医の診療科は 41 名中小児科 27

名、脳神経外科 6 名、脳神経内科 5 名、精神科 3 名と偏りがあり、大人を診る専門医の数は特に少

ない。小児からのトランジション等についても課題があり、今後も引き続き県内の医療連携体制の構

築に力をいれ、てんかん患者が適切な医療を等しく受けられるような環境を整備していく必要があ

る。 

　所属先・推薦団体等

1 聖マリアンナ医科大学病院

2 聖マリアンナ医科大学病院

3 聖マリアンナ医科大学病院

4 北里大学病院

5 日本医科大学武蔵小杉病院

6 重症児・者福祉医療施設ソレイユ川崎

7 横浜市立大学附属病院

8 横浜医療福祉センター港南

9 原クリニック

10 川崎市立多摩病院

11 神奈川県立こども医療センター

12 東海大学医学部付属病院

13

地

域

医

療

神奈川県医師会

14

労

働

問

題

神奈川労働局　職業対策課

15

社

会

福

祉

てんかん診療支援コーディネーター
(聖マリアンナ医科大学病院）

16 日本てんかん協会

17 日本てんかん協会

18 神奈川県健康医療局保健医療部

19 川崎市精神保健福祉センター

20
川崎市健康福祉局障害保健福祉部

精神保健課

21
横浜市健康福祉局障害福祉保健部

精神保健福祉課

22 相模原市健康福祉局福祉部精神保健福祉課 課長
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精神保健医療担当課長

センター長

課長

精神保健推進担当課長

地方障害者雇用担当官

社会福祉士

当

事

者

・

家

族

当事者

家族

神経内科部長

講師・神経内科

理事

センター長

院長

准教授・小児科部長

教授・小児科
てんかんセンター センター長
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ん
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ん
治
療
に
関
わ
る
医
療
従
事
者

診療教授・小児科

准教授・小児科

副施設長・小児科

主任教授　神経内科学・脳卒中医学
神経内科・脳卒中科部長

役職（職種等）

拠
点
機
関

特任教授・小児科
てんかんセンター　顧問
准教授・脳神経外科

てんかんセンター副センター長



１１．山梨県てんかん地域診療連携体制整備事業 

山梨大学医学部附属病院てんかんセンター  加賀佳美、木内博之 

 

 

まとめ 

山梨県のてんかん地域診療体制拠点事業は、令和２年 10 月 5 日に山梨大学医学部附属病院

が拠点病院と指定され、本格的に始動した。 

 

1. 概要 

 

山梨県の人口は、約 80 万人、東京の西に位置し、人口は国内 41 番目の人口減少地域で

ある。しかし、四方を山に囲まれていることから、医療圏としては、山梨大学、甲府市周辺

の病院を中心に比較的県内でまとまっており、各病院との連携もしやすい立地条件にある。

また東京に近いことから往来も多く、医療的な連携も県内外で行っている。てんかん診療と

しては平成 30 年 6月に県内では初めて山梨大学医学部附属病院でてんかんセンターを開設

し、てんかん診療の中心的な診療機関として活動している。てんかんセンターを設置してか

らの患者数は年間延べ 300 名前後と年々増加傾向にあり、脳神経外科、神経内科、精神科、

小児科が診療にあたっている。てんかん学会専門医は、5 名であり、専門医を増やすべく地

域病院を含めた講演会や勉強会を行っている他、月 1 回のてんかんカンファレンスでは、

病院内外から症例をもちより、相談しやすい機会を作ることにより医師のてんかん診療レ

ベルの向上に努めている。てんかん診療連携登録施設は現在のところなく、本事業を通じて、

環境整備や患者や医療関係者への教育啓蒙活動を行い、山梨県内のてんかん診療の充実を

図っていきたい。 

 

2. 山梨県のてんかん整備事業 

 

令和二年度は、まずてんかん治療連携協議会のメンバーを決定し、第 1 回協議会を開催

する予定であったが、COVID-19 パンデミックの影響もあり、次年度に延期している。参

加予定者としては、山梨大学医学部附属病院てんかんセンター、山梨県立北病院、甲府脳神

経外科病院、山梨県立あけぼの医療福祉センターから医師とてんかん協会から患者代表者、

山梨県障害福祉課担当者（4 病院、1 団体、1 施設）である。 

市民向けセミナーとしては、令和 3 年 2 月 7 日に「山梨てんかん教育セミナー：知って

る？てんかんのこと」が行われた。COVID-19 パンデミックの影響もあり、Web で行われ

たが、86 名の参加があり、患者会や医師、教育関係などてんかんを支える支援者に対して、

てんかんの啓蒙活動を行うことが出来た。今年度は、COVID-19 の影響で活動が制限され

たが、来年度に向けて、活動を計画していきたい。 



１２．令和 2年度 長野県てんかん地域連携体制整備事業活動報告 

信州大学医学部附属病院小児科・てんかん診療部門 福山哲広 

 

 

１．概要 

 令和 2 年 10 月 1 日に信州大学医学部附属病院が長野県てんかん診療拠点機関に指定さ

れ、理念を「てんかんに負けない地域を作る」として活動を開始した。開設時スタッフはて

んかん専門医（小児科医）1 名、脳神経外科医 1 名、小児科医 1 名、脳神経内科医 1 名、て

んかん診療コーディネーター1 名（看護師）である。 

信州大学医学部附属病院はてんかん診療拠点機関としての体制は整備されているものの、

てんかん外科手術やてんかん患者への包括的な支援体制は不十分である。そのため敢えて

てんかんセンターを名乗らず、「てんかん診療部門」としている。将来的にてんかんセンタ

ーを名乗れる様に体制整備を進めていくことを目標としている。令和 3 年 2 月 1 日には専

用のホームページを公開して積極的な情報配信を開始した。 

 

2．てんかん診療実績 

・週に 2 回のてんかん専門外来を行っている。令和 2 年度は院内関連各科からの診療依頼

も含めて、約 90 例/年の新患患者を受けている。長野県内の医療機関からの紹介が大多数

であるが、他県のてんかんセンターに長年通院されていた患者さんの紹介も目立つ。 

・長時間ビデオ脳波件数は年間 50 例に達している。 

・てんかん症例検討会を月に 1 回行っている。参加者は小児科医、脳神経外科医、精神科

医、脳神経内科医に加えて、放射線科医、遺伝科医、生理検査技師、心理士、言語療法士、

作業療法士である。令和 2 年 6 月から前静岡てんかん・神経医療センター院長の井上有史

先生にご参加いただき、症例検討におけるアドバイスおよびてんかんレクチャーを受けて

いる。 

・令和 2 年度の当院でのてんかん外科手術症例は 1 例（焦点切除術）で、連携機関である長

野県立こども病院では 2 例（迷走神経刺激装置埋め込み術および装置入れ替え術）行われ

た。それ以外に把握できている長野県在住患者さんのてんかん外科手術症例は、静岡てんか

ん・神経医療センター3 例（全例焦点切除術）、渋川医療センター2 例（焦点切除術、迷走神

経刺激装置埋め込み術）、聖隷浜松病院 1 例（焦点切除術）であった。 

・相談業務件数はまだ少ないが、就労支援や入所施設でのてんかん発作時対応についての相

談を受けている。 

・ 

3．啓蒙活動 

・令和 2 年 10 月 13 日に福山が長野県警察学校にて「てんかんと自動車運転免許について」

の講演を行った。 



・信州大学教員免許更新支援センターの教員免許状更新講習として「てんかんの正しい知

識」を 11 月 16 日から 12 月 6 日の期間にオンデマンド配信を行った。 

・令和 3 年 6 月にてんかん協会長野県支部との共催で、てんかん県民講座を開催すること

が決定し、現在準備を進めている。 

 

4．長野県てんかん治療医療連携協議会（てんかん医療提供体制検討会議） 

令和 3 年 1 月 27 日に Web 会議にて長野県てんかん治療医療連携協議会を開催した。てん

かん診療拠点機関の選定について、令和 2 年度の活動報告、評価指標の設定について、拠点

機関ホームページの開設について報告をした。また今後の課題として、てんかん専門医の増

加（てんかん専門医養成支援事業）、就労相談の充実（企業やハローワーク職員への研修）、

自動車運転に関する啓蒙活動、ピアカウンセリング体制の構築、学校教職員向けのマニュア

ル作成について話し合った。 

● 構成員 

 

● 事務局 

 

氏名 区分 所属 

福山哲広 医療 信州大学医学部新生児学・療育学講座 

佐藤俊一 医療 長野赤十字病院脳神経内科 

荻原朋美 医療 信州大学医学部精神科 

金谷康平 医療 信州大学医学部脳神経外科 

小泉典章 行政 長野県精神保健福祉センター 

永原正裕 当事者 日本てんかん協会長野県支部 

大久保千鶴 家族 長野県養護学校 PTA 連合会 顧問 

氏名 所属 

北原理恵 信州大学医学部附属病院 てんかん支援コーディネーター 

兒玉 理 健康福祉部医師・看護人材確保対策課 

亀井智泉 健康福祉部障がい者支援課・医ケア児等スーパーバイザー 

宮澤一江 産業労働部労働雇用課 主事 

傳田浩章 教育委員会事務局特別支援教育課 

村岡進一 警察本部東北信運転免許課  

西垣明子 健康福祉部保健・疾病対策課 課長 

小澤利彦 健康福祉部保健・疾病対策課 心の健康支援係 

伊藤溪亮 健康福祉部保健・疾病対策課 がん・疾病対策課 

大峡康裕 健康福祉部保健・疾病対策課 心の健康支援係 



１３．新潟県におけるてんかん診療連携―西新潟中央病院−（2020年） 

 

国立病院機構西新潟中央病院副院長 遠山 潤 

国立病院機構西新潟中央病院神経部長 福多真史 

 

まとめ 

⚫ 西新潟中央病院の診療実績はほぼ例年通りであり，開業医，神経専門医，非神経専門医

との診療連携の構築が進んでいる． 

⚫ 広域な新潟県内でのてんかん診療ネットワークを構築するために，各地域の基幹病院

あるいは隣県とのてんかん診療連携を強化していく必要がある．  

 

１．診療実績 

 現在当院のてんかんセンターは，2020 年度

4 月から小児神経科医 6 名（てんかん専門医

2 名），精神科医 1 名（てんかん専門医），脳

神経外科医 5 名（てんかん専門医 4 名）の 12

名で診療を行っている．てんかんの診療機器

としては，1.5 テスラ MRI, SPECT, MEG，

ビデオ脳波記録 5 台などで，例年と変わりは

ない．  

2015 年度からのてんかんの新規患者数に

ついては，2015 年度が 481 名，2016 年度が

608 名，2017 年度が 510 名，2018 年度が 526

名，2019 年度が 554 名と，年間約 500 名か

ら 600 名で推移していて，月に換算すると，

約 40 名から 50 名の新規患者が当院を受診し

ていることになる（図 1）． 

初診時の診断では，2019 年度は非てんかん

症例が 168 名（30.3％）で，2018 年度の 39.4％

よりは少なくなっている（図 2）． 

紹介元の診療形態は開業医，病院の中で脳

外科，脳神経内科，精神科，小児神経科などの神経専門医からの紹介，神経専門医以外の医

師からの紹介の３つのパターンでの割合が例年ほぼ同じであったが，2019 年度は開業医の

割合が 38.4％と増加し，神経専門医以外の医師からの割合が 20.0％と減少していた（図 3）． 



紹介元の地域は新潟市が 301 名（59.0％），新潟県全体では 469 名（89.3％）で，隣県で

は，福島県からの紹介患者が 2018 年度の 10 名から 15 名に増加していた一方，長野県から

の紹介患者は 2018 年度の 14 名から 6 名に減少していた．（図 4）． 

 2019 年 1 月から 12 月までの当院での手

術件数は 146 件で，視床下部過誤腫などに対

する定位温熱凝固術が 26 件，側頭葉切除術

が 2 件，迷走神経刺激装置留置術が 6 件，頭

蓋内電極留置術が 10 件，焦点切除術が 10

件，離断術が 4 件で，その他迷走神経刺激装

置交換術などを合計すると，てんかん外科と

して 64 件の手術を行っていて，この 4 年間

では最も多かった（図 5）． 

 

２．教育・啓発活動 

 2019 年度の教育，啓発活動は，例年通り，臨床検査技師向けの研修会，保健師向けの研

修会，学校教師，福祉課職員向けの研修会，医師向けのセミナー，看護師のための研修会が

行われた．特に，保健師向けのてんかん研修会は，上越市と長岡市で 2 回行われ，いずれも

90 名近くの方に参加いただいて有意義な研修会となった．市民向けの講演会は 2019 年 7

月と 2020 年 2 月に開催され，いずれも 70 名を超える市民の方に参加いただいて好評であ

った． 

 

３．新潟大学および地域の基幹病院との診療連携 

 2015 年 10 月から新潟大学脳神経外科との診療連携がはじまり，高磁場ＭＲＩ（3 テス

ラ，あるいは研究用の 7 テスラ），高密度脳波計検査，ＦＤＧ−ＰＥＴ検査などを大学に依

頼して，てんかん外科の術前評価を行っており，その症例数も年々増加している．また広い

面積をもつ新潟県において，県北部の県立新発田病院，中越地区の長岡赤十字病院，魚沼基

幹病院，上越地区の県立中央病院などを地域の基幹病院として，今後さらなるてんかん診療



連携の強化をはかる予定である．  

 

４．今後の課題と改善点 

 新潟県内において，各地域の基幹病院とのてんかん診療連携強化のために，窓口となる医

師，あるいは事務担当を決めて，患者の紹介，逆紹介をより円滑に進むようなシステムの構

築を検討する．また隣県，とくに山形県の日本海側，福島県会津地方，富山県，長野県北部

については新潟県内の各地域の基幹病院，あるいは当院へのアクセスもそれほど悪くない

ので，てんかんの治療難民が出ないように，市民向け，医師向けに積極的にてんかん診療の

啓発活動を行う． 

 

＊てんかん治療連携協議会委員 

新潟県障害福祉課 いのちとこころの支援室長 近 伸一 

新潟県精神保健福祉センター所長 堀井淳一 

新潟大学脳神経外科助教 平石哲也 

日本てんかん協会新潟県支部代表 矢部日出海 

西新潟中央病院副院長 遠山潤 

西新潟中央病院てんかんセンター長 福多真史 



 

１４.てんかん地域診療連携体制整備事業 

 

2020年度石川県てんかん拠点機関活動報告書 

医療法人社団浅ノ川、浅ノ川総合病院てんかんセンター 

廣瀬源二郎 

 

 

１．てんかん地域診療連携体制整備 

 2020 年度はその初頭から Covid-19 禍に巻き込まれた中での拠点活動であっ

たと言える。しかしながら石川県高度専門医療人材養成支援制度から当てんか

ん拠点センターも新たに補助金が受けられる事を知り、申請により補助金 85

万円を獲得した。この補助金は飽くまでも専門医療人材育成にのみ使用できる

もので、当センターを含む石川県全体でのてんかん専門医の育成および当てん

かんセンターに 2 名のコーディネーターを置くことを主眼にして体制を整備す

ることにした。 

 現在石川県ではてんかん専門医は 8 名であり、本年度の増員は出来なかった

が来年度をめざして毎月 1 回のビデオ脳波判読会を継続しており、十分な受験

資格を修得した医師も数人以上におよび、次年度の増加が期待できる。 

 2 名のコーディネーターの資格修得のため、本年度に開かれたコーディネー

ター講習会には 2 度のオンライン出席により国家資格を得る資格をいただくこ

とが出来た。 

 当てんかんセンターでは 4 名のてんかん専門医が在籍して診療体制を整えて

おり、ビデオ脳波同時記録室 2 床に、機器としては PET, SPECT 各 1 台、3T

を含む MRI2 台、CT2 台を保持しており他施設からの如何なる要望にも応えう

るてんかんセンターとして整備している。 

石川県のみならず富山県から約 20%、福井県からも 10%の患者を含め、コロ

ナ禍で紹介患者は減少したものの、てんかん患者受診状況では昨年に比し受診

患者総数では約 3 割の増加があり、今後も北陸地方唯一のてんかん拠点機関と

して地域医療に貢献していく所存である。 

２．活動報告 

a. 診療体制 

 てんかんセンターは当院脳神経センター内と小児科外来に診察室を持ち、脳

神経内科に 2 名、脳神経外科に 1 名（非常勤；週 3 日勤務）、小児科に 1 名の



 

てんかん専門医（うち 2 名はてんかん学会認定指導医）が毎日の診療に携わっ

ている。その外来担当医一覧を下記に示す。

 

 b. 診療実績 

 当センターの診療活動実績を過去 3 年と比較した表として次に呈示する。 

入院患者実数はやや減少するも、外来受診実数は 1354 名と約 3 割の 320 名増

加がみられた。ビデオ脳波モニター件数および外科手術例は昨年度と変わらな

かった。 

 

c. てんかん外科手術実績 

 当センターでの 2020 年の手術実績は 21 名であった。その内訳は 

・側頭葉切除術:                 1 例 

・脳梁離断術:                  1 例 

・焦点切除術（腫瘍摘出を含む）:  4 例 

・術前頭蓋内電極植え込み術:      3 例 

・VNS 電池交換:                 7 例 

・VNS 植え込み術:             5 例 



 

であった。 

３．てんかんビデオ脳波同時記録症例検討会 

 ビデオ脳波同時記録症例検討会は毎月第 3 月曜日の午後 6 時 15 分―8 時の

約 2 時間当院講義室で Web（Zoom 使用）+院内参加形式で開催していたが、4

月はコロナ禍で病院内への時間外の外部者入室を禁じたため、止む無く中止し

たが、4 月以外の 11 回は平常通り開催した。1 回の検討会では平均して症例提

示患者は 3-4 人、参加医師は当センター所属の医師以外数名に加え外部の医師

（金沢大学、金沢医科大学、県立中央病院所属医師）であった。当カンファレ

ンスの議事録の一部（2020 年 1 月および 12 月）を次に示す。 

 

 浅ノ川総合病院てんかんカンファレンス 議事録 

 

 

■場所：浅ノ川総合病院 研究室 

■日時：2020 年 12 月 21 日（月） 18:15～20:00 

■参加者：12 人 

【てんかんセンター施設指導医】 



 

廣瀬源二郎 

【小児科】 

佐藤仁志(Z)、黒田文人(Z)、中川裕康、池野観寿(Z)、中⻄智樹(Z)、金田尚 

【神経内科】 

廣瀬源二郎(Z)、紺谷智 

【脳神経外科】 

大西寛明、光田幸彦、鳥越恵一朗、吉識賢志 

 

■症例提示 

（１）左後頭葉てんかん 浅ノ川総合病院小児科 中川裕康 

（２）非てんかん発作  浅ノ川総合病院小児科 中川裕康 

（３）心因性非てんかん発作 浅ノ川総合病院小児科 中川裕康 

４．研修事業 

➢ てんかん医療に関係する地域医師対象の講演会活動 

 本年はコロナ禍の集会困難な状況下で、年度末まで待つもコロナ禍終息は無

く、止むを得ず年度内のてんかん地域医療連携ｾﾐﾅｰを 3 月 6 日（土）午後 3 時

金沢商工会議所会館、大会議室において Web-現地のデュアル開催を決定して

会場も確保できており、特別講演演者を交渉中であるが難渋している。 

５．普及啓発活動 

➢ 波の会との共催で開く市民公開講座 

石川県『波の会』の月例集会に合わせて、会からの希望であるてんかん患 

者さん、およびそのご家族の種々の疑問に答える形式を取り入れた市民公開講

座を 2 月 7 日に開催する。 

特別講演は当センターのてんかん専門医中川裕康先生による『最新のてんか

ん治療』を決定して、すでに『波の会』のネットワークを介して市民に下記ポ

スターを配布ずみであり、末尾にポスターを示す。 

当日の出席者には当てんかんセンターの昨年度作成した『てんかんガイド 

第 3 版』を配布しててんかん医療の全般について市民に啓発したい。 

６．コーディネーター活動 

 当センターにはコーディネーター2 名（脳神経内科外来看護師 1 名、内科外



 

来看護師 1 名、但し兼業専従者）が本年度から正式に業務を開始しており、外

部からのてんかんに関するあらゆる疑問・相談に応じた結果、本年度は電話に

よる相談・問い合わせは９件あり、その内訳は診断に関するもの 4 件、治療に

関するもの 4 件、医療機関の紹介 1 件であった。 

 

７．石川県てんかん診療連携協議会の参加施設 

 石川県てんかん診療連携協議会への代表参加者は当センター関係では専門医

4名のほかに医師５名、事務局担当者 2名、兼業コーディネーター2名であ

る。 

 他に金沢大学病院、金沢医科大学病院、石川県立中央病院、国立七尾病院の

医師各１名、県職員４名、てんかん患者『波の会』会長、副会長２名であり、 

現協議会の世話人名簿を下記に記します。 

 

役職   氏名         所 属 

世話人代表  廣瀬源二郎 浅ノ川総合病院てんかんセンター長（脳神経内科） 

世話人  中川裕康  同上 医師（小児科医長） 

 世話人  紺谷 智  同上 医師（脳神経内科医長） 

 世話人  大西寛明  同上 医師（脳神経外科・非常勤） 

 世話人  黒田文人 金沢大学病院 医師（小児科学助教） 

 世話人  佐藤仁志 金沢医科大学病院 医師（小児科学講師） 

 世話人  泉 達郎 国立病院機構七尾病院顧問（小児科） 

 世話人  松本泰子 石川県立中央病院部長（神経内科） 

 世話人  北野宏子 石川県健康福祉部障害保健福祉課長 

 世話人  道下篤子 石川県健康福祉部こころの健康センター次長 

 世話人  新田悦子 石川県中央保健福祉センター課長 

 世話人  青木達之 石川県精神科病院協会支部長・県医師会理事 

 世話人  杉江哲治 石川県教育委員会学校指導課参事 

 世話人  今村俊一 日本てんかん協会（波の会）県代表 

 世話人  川江富夫   同上        県副代表 

 世話人  末友久実 浅ノ川総合病院てんかんセンターコーディネーター 

 世話人  美作佳代子   同上 

 会計幹事  荒木一郎 浅ノ川総合病院院長 

 事務局・会計  柳村 歩 浅ノ川総合病院 地域連携部副部長 

 事務局・会計  若栗光恵   同上    地域連携部主任 

 



 

 

【附図】： 
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１５．令和 2年度 静岡県てんかん地域診療連携体制整備事業活動報告 

 

国立病院機構静岡てんかん・神経医療センター   

院長：高橋幸利  脳外科医長：臼井直敬 

地域医療連携係長：谷津直美   

医療社会事業専門職 橋本睦美 

経営企画室長：竹村光弘 専門職：勝野忠 

 

まとめ  

⚫ 2015 年からてんかん診療拠点機関に指定され、静岡県（行政）と良好な関係を築き、静

岡県内のてんかん地域診療連携体制の構築に努めてきた。 

⚫ 2020 年の外来初診てんかん患者数は 1119 名/年で、紹介率は 68.9％、逆紹介率は

140.2％で、静岡県内のみならず全国から初診があり、静岡および日本のてんかん地域

診療連携拠点として機能を果たした。 

⚫ 2020 年のてんかん病棟新入院患者数は 2847 名で、ビデオ脳波モニタリングなどの検査

入院が多かった。 

⚫ 2020 年のてんかん外科治療は 89 例に増加し、慢性頭蓋内電極留置術を要する複雑なて

んかん外科症例も 9 例に増加、他院では難しい診療を担当できた。 

⚫ COVID-19 感染流行による初診、入院患者数の減少があったが、ビデオ脳波モニタリング

患者数、てんかん外科治療症例数は減少せず、難治例を主体とした連携診療を維持でき

た。 

⚫ 2020 年の相談事業は、日常生活・対応等に関するものが約 7 倍に増加し、就労・雇用・

進路も約 2 倍に増加し、COVID-19 感染流行による不安の増加、就労機会への影響などが

発生、そのような社会問題に関しても、てんかん地域診療連携拠点としての一定の役割

を果たした。 

 

1. 静岡県の連携体制の概況 

当院は 1975年に難病（てんかん）診療基幹施設に指定されて以後、てんかん専門医療を提供す

るべく努力してきた。静岡県のてんかん地域診療連携体制整備事業は、てんかん患者が地域に

おいて適切な支援を受けられるよう、てんかん診療における地域連携の在り方を提示し、て

んかん拠点医療機関間のネットワーク強化により均一なてんかん診療を行える体制を整備す

るために、2015 年から厚労省と県の事業として開始されている。 

静岡県では、静岡てんかん・神経医療センターを拠点に、西部は総合病院聖隷浜松病院、

中部は静岡済生会総合病院、はなみずきクリニック、東部は共立蒲原総合病院などの医療機

関と、静岡県健康福祉部障害者支援局長、静岡県健康福祉部障害者支援局障害福祉課精神保

健福祉室長、静岡県精神保健福祉センター所長、静岡県御殿場保健所長などの行政担当者、

てんかん患者、てんかん患者家族により静岡県てんかん治療医療連携協議会が年に 2 回開催

され、てんかん地域診療連携体制整備事業が進められている。 



 

 

2. 活動状況 

A) 拠点機関の診療体制・実績：2020 

(ア) 診療体制 

てんかん初診外来は小児科・精神科・脳神経内科・脳神経外科医師が、1 日に小児成

人あわせて最大 6 名の診療を行い、患者を受け入れている。初診外来以外にも、直接入

院によるてんかん重積治療、長時間脳波等の検査入院も受け入れていて、迅速な初診対

応ができるように体制を整えている。また、遺伝カウンセリング体制も整えており、遺

伝子関連のてんかん症例の相談・診断に対応できる体制になっている。 

 

てんかん再診体制は 5-6 名の医師による診察体制で行っている。 



 

退院後の患者については、戻し紹介を基本に、患者の状態に合わせて地元の病院と連

携し、１年に一度当院で脳波検査を行う、あるいは数か月ごとに長時間脳波検査を行う

などの方法も含め、患者の病態に応じた経過観察を目指している。連携を主体として拠

点としての役割を果たすべく体制を整えている。 

医師は約 30 名（てんかん専門医 16 名、小児神経専門医 7 名、臨床遺伝専門医 1名含

む）、看護師はてんかん病棟担当 83 名、薬剤師は 8 名、作業療法士は 5 名、理学療法士

は 7 名、言語聴覚士は 3 名、心理療法士は 6 名、ソーシャルワーカーは 5 名、保育士は

4 名、放射線技師は 6 名、管理栄養士は 5 名、検査技師は 18 名（脳波検査担当 13 名含

む）で、包括的なてんかん拠点診療を行っている。 

 



2020 年より、静岡てんかん・神経医療センターてんかん科協力医療機関・連携医の

登録を開始し、てんかん診療連携を迅速化する取り組みを開始した。 

 

(イ) 診療実績 

2020 年の外来初診てんかん患者数は 1119 名/年（小児 354 名、成人 765 名）で、

2019 年に比べて 232 名減少したが、COVID-19 感染流行によると推測している。外来再

診患者数は 99.0 名/日（小児 10.7 名/日、成人 88.3 名/日）で、小児・成人ともに若

干減少したが、これも COVID-19 感染流行によると推測している。てんかんと神経難病

を合わせた当センターの 2020年 4-12 月の紹介率は 68.9％（2019 年度 81.8％）、新患

率は 5.9％（2019 年度 5.8％）、逆紹介率（戻し紹介率）は 140.2％（165.8％）であっ

た。紹介受診と逆紹介の割合が高く、てんかん地域診療連携拠点としての機能を果た

してきていると考えている。2019 年度の初診患者の現住所を見ると、静岡県 40.2％、

愛知県 8.8％、神奈川県 14.5％、東京都 5.6％からなっていた。 

2020 年のてんかん病棟新入院患者数は 2847 名（小児 1635 名、成人 1212 名）で、

2019 年に比べて 400 名の減少で、COVID-19 感染流行の影響が大きかった。てんかん病

棟在院患者数（1 日あたり平均）は 92.4 名/日（小児 37.9 名/日、成人 54.5 名/日）

で、前年より大きく減少した。てんかん 4 病棟の平均在院日数は 2020 年 9 月から 11

月までの値では 7.2～24.3 日（平均 13.4日）となっていた。小児を対象とする A4病

棟の平均在院日数は 7.2 日と女性就労率の向上に対応して経年的に短縮してきていて、

長期入院から短期入院を繰り返す治療形態への時代変化を示している。2019 年度のて

んかん新入院患者の現住所を見ると、静岡県 24.2％、愛知県 10.2％、神奈川県 14.5％、

三重県 6.5％、東京都 6.1％、岐阜 5.4％からなっていた。 

 



 

ビデオ脳波モニタリング患者数は 2049 人（小児 1705 人、成人 344 人）で、2019 年

に比べて 19 名減少したのみで、COVID-19 感染流行の影響は少なかった。感染流行の

中においても必要な検査として需要があったものと思われる。2020 年の頭蓋内脳波記

録は 9 名で、COVID-19 感染流行下においても 1 名増加していた。より複雑な難治てん

かん外科症例が増え、感染流行の中においても必要な検査として需要があったものと

思われる。 

てんかん外科治療は 2020 年の実績では 89 例に増加し、側頭葉切除は 38 例、側頭

葉外皮質切除術（病巣切除を含む）は約 23％を占めていた。COVID-19 感染流行にもか

かわらず、てんかん外科症例は 19 例増加していた。てんかん焦点が通常の検査では確

定できず、慢性頭蓋内電極留置術に至った難しい外科症例も 9 例あり、COVID-19感染

流行下においても、静岡県のてんかん地域診療連携拠点としてのみならず、全国のて

んかん外科困難例の診療機能を果たしてきていると考えている。 

 

 

B) 相談事業 

(ア) 体制 

てんかん診療支援コーディネーターとして看護師 1 名を登録し、てんかんホットラ

イン（専用電話回線・専用メール）等からの相談に対応している。 

てんかんホットラインでは、患者や家族、医療・福祉関係者からのてんかんに関す

る相談を受け付けている。てんかんホットライン専用電話回線は、365 日午前 9時



～午後 10 時まで実施し、平日日中は主にてんかん診療支援コーディネーター、夜間

休日は看護師長が対応している。てんかんホットライン専用メールは、主に副院長が

対応している。電話・メールでの相談は、相談内容によって適切な診療科の医師及び

ソーシャルワーカー等専門職がバックアップできる体制を組んでいて、専門医学的な

質問では医師も対応している。これらの包括的な対応で、地元医療機関の紹介、適切

な入院医療等に繋げ、早期の問題解決・診療対応を実現するべく努力している。 

(イ) 実績 

当センター診療記録のある患者を除いた、院外からの相談件数（ホットライン+初診

前相談+海外メール相談）は 1200-1700 件/年程度で推移してきた。2020 年は 1271 件

と、件数自体は COVID-19 感染流行の影響は受けなかった。年齢別にみると、40 歳代

が 21.1％、0-4 歳が 8.4％と多く、40 代と小児期の患者さんに関する相談が多かった。

静岡県からの相談は全体の 1 割程度で、県外患者さんからの相談が主体で、当センタ

ーの相談事業は外国を含め国内各地から幅広く利用されていた。ホットラインのみで

見ると、クライアントは地域不明＞東京都＞愛知県の順に多かった。 

 

相談内容は、病状や治療に関する内容が 2019 年度までは 5 割と一番多く、次いで当

院への受診相談、運転免許・資格に関する相談となっていた。2020 年には日常生活・

対応等が 2019 年度に比べて約 7 倍に増加し、就労・雇用・進路も約 2 倍に増加した。

COVID-19 感染流行により不安が増加、就労機会を失う患者さんも増加した等、日に数

回相談される方もあり、COVID-19 感染流行の大きな影響を認めた。 

 

相談後のアウトカムとしては、2019 年度は約 60％が相談のみで解決し、当センター

受診になったのは約 17％であった。2020 年は約 75％が相談のみで終了し、当センタ

ー受診になったのは約 10％で、地元の医療機関紹介が 4％に増加した。COVID-19感染

流行により県境を越えた 3 次医療機関への受診が難しくなっていることと、相談の内



容が病状以外の日常生活関連が多かったためと推測している。 

 

 

C) 研修事業 

2019 年まで、医療関係者（医師、看護師、臨床検査技師等）及び、福祉・教育職等

の専門職を対象とした研修会を実施してきた。また、医師・検査技師等を対象にした

脳波検討会を静岡県中部地域で定期的に実施してきた。また県外ではあるが、支援学

校教員、小児在宅を始める看護師、ソーシャルワーカーなどのコメディカル向けのて

んかん発作に対する対応を主眼とした講演会を行ってきた。2020 年は COVID-19 感染

流行の状況下において、令和 2年 4月以降に予定されていた医師、看護師、教育・福祉専

門職を対象とした研修会の実施はすべてできなかった。 

 

研修会名称 開催日 対象者 研修内容 

小児てんかん学研修

セミナー 

令和 2 年 1 月

24 日・25 日 

小児患者担当医

師 

小児てんかん診療の包括的医学講義 

第 45 回てんかん専門

職（成人）セミナー 

令和 2 年 2 月

13 日 

医療・福祉・教

育職 

成人専門職に必要なてんかんの知識 

講演会 令和 2 年 10 月

16 日 

藤枝特別支援学

校教員 

講義「てんかんとはどのような病気か」、

発作介助の実演 

 

 

D) 啓蒙活動 

2019 年まで、静岡県西部地域、中部地域、東部地域それぞれで県民向け・患者向

けに、 公開市民講座とてんかん専門医との個別相談を実施し、医師会、地域包括支

援センター、福祉施設など関係機関にも周知を行ってきた。2020 年は COVID-19感染

流行の状況下において、実施できなかったが、てんかん専門医との個別相談を 1 回実施

している。 

開催日 対象者 内容 相談件数 

令和 2 年 12 月 6 日 県民 個別相談 2 件 

 

E) 病病連携促進活動 



2019 年から、静岡市内の急性期病院、医師会幹部への訪問を通じて、てんかん地域

診療連携体制整備事業の説明を行い、高齢者てんかんの特徴と交通事故の関係などの

啓蒙を行い、早期受診のお願いを行ってきた。2020 年 4 月以降に静岡市周辺地域の医

療機関へ訪問予定だったが、新型コロナウイルス感染拡大の状況下において訪問でき

なかった。 

 

F) 病診連携促進活動 

2019 年度に静岡市静岡医師会と連携運営協議会を開催、てんかん地域診療連携体制整

備事業の説明を行った。2020 年は連携パス作成委員会を開催し、検討を進めている。 

実施日 活動 内容 

令和 2 年 2 月 5 日 静岡市静岡医師会との連携

に関する打合わせ会 

てんかん連携パスの検

討 
令和 2 年 10 月 8 日 

 

3. 成果 

2020 年の外来初診てんかん患者数は 1119 名/年で、COVID-19 感染流行による受診控え

から 2019 年に比べて 232 名減少したが、１日 4 名程度の初診患者が、静岡県内のみなら

ず全国から受診しており、紹介率は 68.9％、逆紹介率（戻し紹介率）は 140.2％であっ

た。静岡県および日本のてんかん地域診療連携拠点としての機能を果たしていると考え

ている。 

2020 年のてんかん病棟新入院患者数は 2847 名で、COVID-19 感染流行による受診控え

から 2019 年に比べて 397 名減少したが、静岡県を主体に、神奈川県、愛知県など近隣県

の入院てんかん診療拠点として機能を果たせていると考えている。検査入院の主体であ

るビデオ脳波モニタリング患者数は 2049人で、COVID-19 感染流行による影響はほとんど

なく、必要不可欠な検査として患者ニーズに応えることができた。 

てんかん外科治療は、2020 年は 89 例に増加し、慢性頭蓋内電極留置術を要する複雑な

てんかん外科症例も 9 例に増加、日本の複雑難治症例のてんかん外科診療連携拠点とし

て、機能を果たしていると考えている。 

相談事業における院外患者等からの相談件数は 1200～1500 件/年と多く、件数自体は

COVID-19 感染流行の影響は受けなかった。静岡県内からの相談は全体の 1 割程度で、県外

から幅広く利用されていて、静岡県を主体に広くてんかん地域診療連携拠点としての機能

を果たしていると考えている。相談内容は、日常生活・対応等に関するものが約 7 倍に増

加し、就労・雇用・進路も約 2 倍に増加し、COVID-19 感染流行による不安、就労機会への

影響などが発生、そのような社会問題に関しても、静岡県および日本のてんかん地域診療

連携拠点としての一定の役割を果たしていると考えている。 

医療関係者や福祉・教育職等の専門職を対象としたてんかん研修会、病病連携、病診連

携に関しては、COVID-19 感染流行に伴い、十分な活動ができなかった。 

 

4. 今後の課題 

⚫ 今後も、静岡県内、そして全国の医療機関と連携を強化することで、静岡県を主体に広く



てんかん地域診療連携拠点としての機能を果たして行きたい。 

⚫ 相談事業では、COVID-19 感染流行による開催が難しくなった事業もあり、てんかん診療

支援コーディネーター等の研修を通して、知識のアップデートが必要である。 

⚫ 研修会や市民公開講座、個別相談会などてんかんに関する啓発活動についても、（公社）日

本てんてん協会、日本てんかん学会、全国てんかんセンター協議会などと連携して、積極的

に講師派遣をして啓発活動に努めたい。 

 



１６．愛知県てんかん治療医療連携協議会 2020 年度報告書 

愛知県てんかん治療医療連携協議会 会長 

愛知医科大学精神科学 教授 兼本浩祐   

名古屋大学大学院医学系研究科脳神経内科 教授 

名古屋大学医学部附属病院てんかんセンター センター長 勝野雅央 

 

 本資料作成者 名古屋大学大学院医学系研究科小児科学 助教 山本啓之 

 

 

まとめ 

 愛知県におけるてんかん地域診療連携体制整備事業は 2018 年度に開始された。愛知県

の特徴は、複数の医療機関が拠点としての機能を持ち積極的にてんかん診療を行っている

ことである。そのため、拠点機関には名古屋大学医学部附属病院が指定を受けたが、複数

のてんかん診療機関が横につながって県内各地の診療体制を構築することを目指し、愛知

医科大学精神科教授の兼本浩祐を会長として愛知県てんかん治療医療連携協議会が発足

した。その体制下で県内のてんかん治療の連携、知識の共有化をはかっている。全国の複

数の拠点的診療機関を持つ地域におけるてんかん診療体制構築の一つのモデルとなると考

えられる。今年度は Covid-19 による制限を大幅に受けたが、その中でもできうる限りの活動

を続けることができた。 

 

1. 概要 

愛知県により 2018 年 11 月 30 日に名古

屋大学医学部附属病院が拠点機関に指

定された。ただし、愛知県にはてんかん診

療を積極的に行っている医療機関が多く

あり、単一の医療機関を拠点とするのは

実情に合わないと考えられた。そのため、

協議会には幅広く県内の医療機関の医師

が参加し、協議会の会長には愛知医科大

学の兼本浩祐が選出され、円環状につな

がったコンソーシアム型の診療連携体制

が構築された。（図 1）。2019 年度には三河地域からの委員の選出、選出の遅れていた患者

本人の委員の選出が行われ、さらなる診療連携の拡充が図られた。2020 年度は COVID-19

の流行状況下において各活動の制限を余儀なくされた。しかし、その中でも市民公開講座の

代替としてラジオ放送を通じたてんかん知識啓発の試み、医療者向け講習会の web 開催な

ど新たな時代のてんかん診療連携の推進を図っている。 



2. 事業 

1) 協議会 

 2020年 9月 14日に第 3回愛知県てんかん治療医療連携協議会を開催した。COVID-19の

流行を鑑み、web 会議形式の開催とした。 2019 年度の活動報告、2020 年度の活動予定な

どが確認された。協議会として県内医療機関のてんかん診療の実施状況調査を行ったこと

が報告された。 

 各委員より学校教員、保健センターなど医療機関以外でてんかん患者に関わる機関に対

する知識啓発の重要性の指摘があり、協議会として対応していく方針とした。 

 

協議会の委員は以下の通りである。  

委員長 兼本浩祐 愛知医科大学精神科  

1. 拠点機関 

若林俊彦 名古屋大学脳神経外科 

夏目淳 名古屋大学小児科 

前澤聡 名古屋大学脳神経外科 

勝野雅央 名古屋大学脳神経内科 

尾崎紀夫 名古屋大学精神科・親と子どもの心療科 

山本啓之 名古屋大学小児科（コーディネーター） 

後藤紋香 名古屋大学精神保健福祉士（コーディネーター） 

2. てんかん治療を専門的に行っている医師 

兼本浩祐 愛知医科大学精神科 

福智寿彦 すずかけクリニック 

東英樹 名古屋市立大学精神科 

齋藤伸治 名古屋市立大学小児科 

奥村彰久 愛知医科大学小児科 

石原尚子 藤田医科大学小児科 

梶田泰一 名古屋医療センター脳神経外科 

岡田久 名古屋医療センター脳神経内科 

森川建基 森川クリニック 

寳珠山稔 名古屋大学医学部保健学科 

廣瀬雄一 藤田医科大学医学部脳神経外科学 

三浦清邦 愛知県医療療育総合センター中央病院小児神経科 

麻生幸三郎 信愛医療療育センター 

川上治 愛知県厚生農業協同組合連合会 安城更生病院脳神経内科 

藤谷繁 名古屋第一赤十字病院脳神経外科 

3. 保健医療行政を担当する県職員 



こころの健康推進室長 

4. 精神保健福祉センター、保健所（１か所程度）の代表者 

精神保健福祉センター所長  

一宮市保健所長  

5. てんかん患者及びその家族の代表者 

前田孝志 日本てんかん協会愛知県支部 

患者ご本人 

 

2) 医療者の研修事業 

 2021 年 2 月 13 日に「医療者のためのてんかん講習会」を藤田医科大学を配信会場として

web開催で行った。内容は以下のとおりである。 

医療者のためのてんかん講習会 

日時：2021 年 2 月 13 日（土） 13:30〜17:00 

開催形式：Web開催（ライブ配信のみ）  配信会場：藤田医科大学 

 

プログラム 

13:30〜13:35 開会の挨拶 廣瀬雄一（藤田医科大学脳神経外科学教授） 

第 1 部 13:35〜14:20 

座長：岩田仲生（藤田医科大学精神科学教授） 

「てんかん診療は人生を変えることがある 

-４大ファミリー・プラス・ワンから始めるてんかん診療」 

兼本浩祐（愛知医科大学精神科学教授） 

第 2 部 14:20~15:05 

座長：吉川哲史（藤田医科大学小児科学教授） 

「てんかん外科はどこに向かうのか 

- cutting edge and prospective view in epilepsy surgery」 

山本貴道（聖隷浜松病院副院長） 

第 3 部 15:10〜16:00 

座長：石原尚子（藤田医科大学小児科学講師） 

「てんかんの脳波検査」 

前田圭介（藤田医科大学病院臨床検査部） 

「ケトン食療法の実践と課題」 

古田智子（glut1 異常症患者会会長） 

第 4 部 16:00〜16:45 

座長：渡辺宏久（藤田医科大学脳神経内科学教授） 

「てんかんの社会福祉」 



Web での参加者は 209 名で、医師、臨床検査技師、看護師、薬剤師など多職種にわたっ

た。 

 

3) 啓発のための市民公開講座 

本年度は COVID-19 対策のため一般市民に直接参加を促す市民公開講座の開催は断念し

た。その代替としてラジオ放送として 1 週間にわたり一般市民向けにラジオ放送を行った。 

  

 

6. 成果と課題 

 本事業は都道府県単位で一つの拠点機関を指定することが前提とされている。しかし、実

情として複数の医療機関が拠点としててんかん診療を行っている地域では単一の拠点機関

を指定することが困難であることが考えられる。愛知県でも複数の医療機関がてんかん診療

を積極的に行っており、それぞれの機関により得意としている分野は異なっている。そのため

複数の医療機関がコンソーシアムとして拠点を形成することで有機的に連携をし相補的な拠

点形成をすることが必要であると考えられた。そのため、協議会には幅広い医療機関から参

加し、多施設が横に連携して県内の各地域の患者さんがバランス良くてんかん診療を受けら

れる体制を目指している。愛知県における本事業は、全国の複数の医療機関が拠点になっ

ている地域のてんかん診療体制の整備のモデルになると考えられる。 

 てんかんは有病率が高く、生涯にわたって罹患しうる疾患である。また症状も千差万別であ

り、当然のことであるが拠点機関にすべてのてんかん患者を集約できるものではない。複数

の医療機関が横に連携した診療体制を構築することを、県内の患者、家族、医療機関のスタ

ッフに広報し、病状に応じた適切な診療を受けられるようにすることが必要である。またてん

かんの初期診療から二次・三次診療を担う県内の医療機関について情報共有し、診療レベ

ルの向上、診療ネットワークの形成、診療マップの提供をしていけるように活動を続けること

が必要である。そのため市民公開講座、医療者のための講習会を開催し知識、認識の共有

に努めてきた。一つの成果として県内のてんかん専門医、精神科専門医、脳神経内科専門

医、脳神経外科専門医、小児神経専門医の所属する施設などにアンケート調査を実施し、県

内のどの施設がどの程度の診療レベルでてんかん診療を行っているかを把握した。全国拠

点の事業と共同しわかりやすい形でアクセスできるように調整していく予定である。 

 今年度は Cvid-19 流行下における活動となり、大幅な制限を受けた。特に顔の見える連携

を目指している愛知県における診療連携事業は制限を受けざるを得なかったがその中でも

最大限の活動を模索し、一定の活動を維持できたと考えている。 

 今後の課題としては、医療機関の広域的な偏在の問題がある。本事業は都道府県単位と

なっているが、実際の医療圏は都道府県を超えて連携されている。例えば愛知県では県庁

所在地である名古屋市に人口の重心があるが、名古屋市から鉄道で 30 分の圏内には人口



30 万人超の他県の都市が複数存在する。これらの県ではてんかん拠点が指定されておらず、

愛知県および静岡県へ紹介されている現状がある。今後は県の単位を超えた連携も視野に

入れていく必要があるであろう。これらは全国拠点との連携を通じて解決を模索していきたい。 

 



１７．大阪府てんかん地域診療連携体制整備事業 

令和 2年度の活動について 

 

大阪大学大学院医学系研究科脳神経外科、てんかんセンター 

貴島晴彦 

 

まとめ  

大阪府のてんかん地域診療体制拠点事業は令和元年 10 月 1 日に拠点病院として大阪大

学医学部附属病院が指定され開始となった。令和２年度は初めて通年を通しての活動である。

本年度も昨年度に引き続き主な事業計画として、啓発活動、教育、ネットワーク整備を掲げた。

また、大阪でも COVID-19による、診療を含めた活動の制限も見られ、これに対応する体制に

ついて検討した。 

 

1. 概要 

大阪府はてんかん地域診療体制拠点事業に参加している道府県の中では最も人口の密集

している地域であり、日本で唯一いわゆる僻地が存在しない自治体であるとも言われている。

また、てんかんを扱う病院も府内に点在している。そのため、本整備事業でも協議会のメンバ

ーも他施設から参加している。また、それぞれの施設に得意分野があり、単一の施設でてんか

んに関わる多くの問題解決を担う必要には迫られていない。そこで、大阪府では主な事業とし

て、啓蒙活動、教育、患者の立場での診療情報と病院間ネットワーク形成を掲げている。また、

啓発活動や教育でも、医療者、患者とも参加者が集まりやすく、診療活動においても患者の

移動も容易であると考えていた。しかし、COVID-19 によるパンデミック、緊急事態宣言下では、

活動の制限もあり状況が変化しつつあり、この問題点についての意見も収集した。 

 

2. 大阪府のてんかん整備事業 

2.1. 啓蒙活動、教育 

医療従事者、関係機関職員、てんかん患者・家族などに対する研修 

コロナの影響が懸念されたため、今年度は多くのセミナーで web 利用あるいは集合型との併

用して行った。開催件数は例年どおりで、参加者数も例年以上であるセミナーも多かった。本

年度は以下のセミナーを行なった。 

１） 市民公開講座（Zoom Webiner ・ Youtube配信） 

   第一回 9 月 17 日    演者：大阪大学脳神経外科 谷 直樹先生 

   第二回 9 月 29 日   演者：大阪大学小児科 富永 康仁先生 



２） 大阪大学てんかんセンターセミナー（医師向け） 

   2020 年 11 月４日 大阪大学マルティメディアホール 

  一般演題：脳神経外科１演題・小児科１演題 

  特別講演：大阪市立総合医療センター小児神経科 九鬼一郎先生 

３） こどものひきつけ 2020 Online（大阪市立総合医療センター） 

  （2020.9.10-15/WEB配信/対象者制限なし） 

４） 大阪府薬剤師会 てんかんと薬剤（吹田市民病院脳神経内科） 

  （2020.8.21/集合型&web/本町の研修センター/薬剤師対象） 

５） てんかん協会本部主催 第 43 回基礎講座 

  （2020.7.28-29/大阪商工会議所大ホール/集合型＆一部オンライン/一般市民対象） 

６） てんかん協会大阪支部主催  

  講演会「てんかんと生活」 

  （2020.11.8 13:30～15:30/大阪難病連会議室/一般市民対象（人数制限有）） 

７） NPO法人大阪難病連学習会主催 

  講演会「思春期のてんかんと外科治療」 

  （2021.3.7/エル大阪・集合型（予約制）/一般市民対象） 

 

令和 3 年度の研修・セミナーの予定 

１） 看護師向けセミナーを企画中（大阪母子医療センター・鈴木委員に依頼中） 

２） 例年通り、小児対象のセミナーを開催予定（大阪市立総合医療センター・川脇委員） 

３） 開業医との病診連携セミナー開催を検討中（吹田市民病院・中野委員） 

４） 医師向けセミナーも実施予定だが、市民公開講座は未定（大阪大学医学部附属病院） 

５） その他 

 

2.2. 患診療情報の共有と病院間ネットワークの形成 

情報銀行を用いた患者情報の共有 

医療機関連携・患者情報共有化の推進を図るため、大阪大学医学部附属病院医療情報部・

三井住友情報銀行・NEC と共同で情報銀行活用のトライアルを検討中である。情報銀行の活

用により、スマートフォン等で患者自身に検査結果や紹介状等の情報を持ってもらうことが可

能となり、かかりつけ医と中核病院間の情報共有がスムーズに行えるようになると考えられる。 

現在、関連機関と調整を行っている。 

 

てんかん診療施設へのアンケートの実施 



治療の標準化・地域連携を推進するため、大阪府下のてんかん診療ネットワーク（全国てん

かんセンター協議会）HP にリストアップされている施設、大阪府医療計画のてんかん地域連

携拠点病院に指定されている施設およびその他てんかん診療クリニック等を中心とした 224施

設を対象に、アンケート調査を実施した。質問内容は、てんかん診療体制、対応できる合併疾

患疾ならびに精神疾患、実施できる検査項目と治療、紹介情報に関すること、てんかん診療

の問題点などである。アンケート回収率は 21.9％であった。回答施設の内訳は、大阪市内と

北摂が多く、南部は少ない傾向にあった。 

これらをもとに、てんかん診療マップを作成し、ホームページに掲載した。 

問題点として、キャリーオーバーのこと、検査依頼のこと、紹介時の情報提供のこと、紹介後

の説明内容や方針のこと、発達障害や精神疾患合併の紹介のこと、外科的治療、診断・検査、

服薬コントロールを目的とする他機関や他県への紹介が多いことなどがあげられた。これらを

受け、より実用的なてんかん診療施設マップを作成するために、追加アンケート実施を検討し

ている。また、以下に記載する共通紹介状のフォーマットの利用を検討している。 

 

共通紹介状 

共通フォーマットを元に各施設に合う形に修正した様式を使用しながら、HP にも案内を掲載

し情報提供が必要な内容を紹介元のクリニック等に周知していく。協議会委員が紹介状とは

別に作成している必要な項目をチェックする計画書についても、今後協議会で審議を行った

上で活用していく予定である 

 

てんかん相談窓口 

てんかん患者あるいは家族のための相談窓口をホームページ上に設置し運用を開始した。

設置した 9 月以降、当初は２週間に１件、最近は週に１件以上のペースで相談件数が推移し

ている。回答者は、大阪大学医学部附属病院てんかんセンターに所属する医師であるが、今

後は大阪府の協議会にも依頼する予定である。内容としては、現在の治療内容に関する質問、

医療福祉サービスや受け入れ可能な病院の紹介等に関する問い合わせが多い。 

 

3.  COVID-19 に関わる問題の収集 

感染者を受け入れた医療機関については、対面の診療に制限が設けられ、患者側からも受

診を控えるケースが発生している。 

府県をまたいで通院している患者については、緊急事態宣言期間中は通院できなくなった

ため、電話再診で処方箋を発行する対応を行なっている。今後は、このような場合に備えて、

住居の近隣の薬局も登録しておくなど、患者への周知が必要である。 



てんかん重積例で救急搬送時にたらい回しになったという相談が患者会にも 9件寄せられて

おり、今回のような緊急事態の状況下では、事前にどの病院であれば患者を受け入れられる

かという道筋を立てておく必要がある。 

患者会には大阪でもオンライン診療望む声が寄せられている。 

 

4. その他 

大阪府では医療機関の数が多く、それぞれ特徴のあるてんかん診療を行なっている。このた

め各施設を一次・二次・三次と段階分けしてしまうと、かえって患者にとって不便になる可能性

がある。患者の立場に立った、大阪府全体として、大阪の実情に即した独自（大阪モデル）の

地域連携システム構築が必要である。 

 



１８．鳥取県のてんかん地域診療連携事業活動の概要－2020 年度－ 

鳥取大学医学部地域・精神看護学教授、てんかん診療連携協議会委員長 

吉岡伸一 

 

まとめ  

・2020 年度のてんかん地域診療連携事業として、てんかん治療医療連携協議会の開催し、

てんかん診療機関のマップを HP 上に掲載し、活用しやすいように整備した。  

・啓発活動として、「てんかん緊急連絡カード」を作成し、各医療機関に配布予定である。

また、てんかん診療拠点機関の HP 上で「こどものてんかん」「大人のてんかん」の動画を

掲載し、広く発信する予定である。  

・医療関係者対象のてんかん治療医療連携研修会を中部地区で開催した。東部地区は動画

配信にての開催、西部地区は対面による開催を予定している。  

・てんかん診療コーディネーター2 名を週 4 日間、診療拠点機関に配し、電話によるてん

かんの相談事業を継続して実施した。10 件の相談があり、家族からの相談が最も多かった

が、行政・福祉・教育関係者からの相談も継続してあった。患者・家族に限らず支援に携

わる関係者にとっても気軽に相談できる場所として、今後も活用が期待される。  

１．概要  

鳥取県の人口は令和 2 年 12 月 1 日現在 55 万人で、東部地区 22 万人、中部地区 10 万

人、西部地区 23 万人である。日本てんかん学会専門医は 8 名（東部 2 名、中部 1 名、西

部 5 名；小児科 5 名、神経内科 1 名、脳外科 1 名、精神科 1 名）で、西部地区に多く、ま

た、診療科も偏っている。2015 年に鳥取大学医学部附属病院がてんかん診療拠点機関とな

ったが、てんかんセンター化されていない。診療拠点機関内での診療科を越えた連携や、

県内のてんかん診療を担う医療機関との連携が重要課題である。また、てんかん診療コー

ディネーター（以下コーディネーター）を診療拠点機関に継続配置し、相談体制を充実さ

せ、発展する必要がある。コロナ禍で活動が制限されたなか、2020 年度における本事業の

活動の概要を報告する。  

２．てんかん地域診療連携事業  

１）第 1 回てんかん治療医療連携協議会  

2020 年度第 1 回治療医療連携協議会を 2020 年 5 月～6 月にメールで開催し、2020 年

度の事業計画策定の概要について書面決議で協議、報告した。  

（１）拠点機関における事業計画の策定の概要  

・3 名の委員の交代と新規委員の就任。  

・令和２年度事業計画書及び年間スケジュールの了承。  



 

（２）相談体制  

・診療拠点機関で、コーディネーター2 名体制（月・火・木・金曜日：13 時～16 時）で実

施。  

・相談体制の周知：関係機関（医療・行政・教育・福祉機関）への事業ポスター、リーフ

レットを送付し掲示を依頼、ホームページを活用し事業活動情報を公開  

（３）研修会  

・医師、看護師、薬剤師のほか、養護教員も対象とし専門性を持たせた内容を実施したい。  

・新型コロナ感染対策を考慮した研修会の開催方法（オンライン開催など）を協議。  

（４）市民への普及啓発活動  

・てんかん当事者の経験談を交えた公開講座を予定。  

（５）報告事項  

・令和元年度てんかん地域診療連携体制事業（実績報告）を報告した。  

・令和 2 年度協議会委員名簿を新規に交代・就任した委員を含め報告した。  

 
２）第 2 回てんかん治療医療連携協議会  

第 2 回治療医療連携協議会を 2021 年 3 月に開催し、今年度の活動を振り返るとともに、

次年度に向けた活動計画案を提示する予定である。  

令和2年4月 令和2年5月 令和2年月 令和3年月 令和3年月 令和3年月

てλかん協議会
学内事前調整会議

第1回てλかん洽療
医療逐携協議会開催

(書面決議)

　第1回全国てλかん
対策連絡協議会

　第a可全国て人かん
対策連絡協議会

学内事前調整会謙
第2回てλかん洽療
医療速携協譜会開催

(TV会議〉

研修会

誹演･イベント

ホームベージ関係

周知活勧

令和２年度てんかん地域診療連携体制整備事業　年間スケジュール（予定）

症例検討会､医療･福祉･教育関係者対象とした研修会開催を検討

てλかん公開講脛開催予定(企画未定)

診療拠点機関にて保守･管理､編集(イベント･誹演会･研修会案内､てλかん･陽報更新､HP内容の改善等)

てλかんボスター･リーフレツトを関係機関へ送付､講演･イベントにおける地域への周知

機関長 医師（鳥取大学医学部附属病院脳神経小児科教授　専門医） 西部

委員長 医師（鳥取大学医学部保健学科地域精神看護学講座教授　専門医） 西部

委員 医師（山陰労災病院脳神経外科部長　専門医） 西部

同 医師（鳥取大学医学部附属病院脳神経小児科准教授　専門医） 西部

同 看護師（日本てんかん協会鳥取支部代表） 西部

同 当事者 西部

同 あかり広場代表(日本てんかん協会鳥取支部) 西部

同 米子保健所/西部総合事務所所長 西部

同 医師（鳥取県中部療育園園長　専門医） 中部

同 医師（国立病院機構鳥取医療センター脳神経内科） 東部

同 医師（鳥取県立厚生病院精神科） 東部

同 医師（鳥取県立精神保健福祉センター所長） 東部

同 鳥取県福祉保健部ささえあい福祉局障がい福祉課課長 東部

同 鳥取県福祉保健部ささえあい福祉局障がい福祉課精神保健担当保健師 東部

看護師（コーディネーター） 西部

看護師（コーディネーター） 西部



３）診療拠点機関の鳥取大学医学部附属病院における診療科別てんかん患者数  

・てんかん診療拠点機関である鳥取大学医学部附属病院での 2020 年 1 月 1 日から 12 月

31 日までのてんかん患者数（保険診療病名から）を調査した。なお、複数回受診でも 1 回

としてカウントした。保険診療病名であるため、特に精神科の患者数は多めに出ている可

能性があるが、概数の把握は可能で、脳神経内科、脳神経小児科、精神科、脳神経外科が

主にてんかん診療を行っていると推察できる。  

・てんかん診療拠点機関である鳥取大学医学部附属病院精神科、脳神経外科、脳神経小児

科、脳神経内科に 2020 年 1 月 1 日から 9 月 30 日までに保険診療病名から、新規（初診）

（てんかん病名登録が初めて行われた）及び継続受診（てんかん病名が付いている）のて

んかん患者数を調査した。新規受診患者は脳神経内科が最も多く、次いで脳神経小児科、

脳神経外科が主に行っていると推察できる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４）啓発活動  

（１）てんかんに関する動画を診療拠点機関の HP に掲載・配信  

・2021 年 2 月から 3 月に「こどものてんかん」及び「大人のてんかん」の動画を作成し、

診療拠点機関の HP に掲載し、広く視聴できるように計画している。  

（２）てんかん緊急連絡カード  

診療科 人数 診療科 人数 診療科 人数
感染症内科          1 循環器内科          18 精神科              313
眼科                3 小児科              19 内分泌代謝内科      5
救急科              21 小児外科            1 乳腺・内分泌外科    4
形成外科            4 消化器外科          8 脳神経外科          243
呼吸器・膠原病内科  30 消化器内科          10 脳神経小児科        430
呼吸器外科          5 女性診療科          14 脳神経内科          441
血液内科            9 心臓血管外科        6 泌尿器科            11
耳鼻咽喉科頭頸部外科 8 腎臓内科            1 皮膚科              3
歯科口腔外科        3 新生児医療センター  1 麻酔・ﾍﾟｲﾝｸﾘﾆｯｸ外科 25
腫瘍内科            7 整形外科            10 総計 1,654

鳥取大学医学部附属病院の診療科別てんかん患者数（2020.1.1～2020.12.31）

診療科 新規受診患者 継続受診患者

精神科 9 312

脳神経外科 24 222

脳神経小児科 25 415

脳神経内科 64 415

総計 122 1364

主要てんかん診療科の新規・継続てんかん患者数



・てんかん患者さんの「緊急カード」に関し、質問紙により患者さん及び協議会委員対象

に緊急カードの必要性、緊急カードを持

ちたいか、緊急カードに記載する内容な

ど、アンケート調査を実施した。患者さ

んからは持ちたいという回答が多く、委

員からも必要という意見が多かったた

め、緊急カードを作成した。各協議会委

員や委員を介し、てんかん診療を行って

いる医療機関に配布し、患者さんに渡し

てもらうように計画している。  

 

 

 

 

 

 

５）てんかん治療医療連携研修会  

【中部地区】2020 年 11 月 15 日講師：植田俊幸（鳥取県立厚生病院精神科）  

研修会名：「てんかんの基礎（発作の見分け方・脳波の見方」  

会場：鳥取県立厚生病院大会議室対象：院内・外医師 参加人数：26 名 

・参加者アンケートの集計結果  

 

【東部地区】2021 年 3 月（実施予定）講師：井上有史（静岡てんかん神経医療センター名

誉院長） 

研修会名：「てんかんの診療に大切なこと」  

会場：オンライン開催を予定。  

対象：東部地区医療関係者予定（医師・看護師・薬剤師・その他）  

【西部地区】2021 年 2 月（実施予定）講師：吉岡伸一  

対象：院内研修医予定  

６）相談事業  

コーディネーターは、てんかん診療拠点機関の鳥取大学医学部附属病院内（脳神経小児

科医局内）の相談室に在室している。2020 年度は、看護師資格のある 2 名（脳神経内科ク

リニックや脳神経内科病棟に勤務経験）が事務を兼任し（2020 年 11 月より 1 名体制）、非

あなたの職務を教えてください
従事している診療科（重複あり） 内科 3 名 小児科 1 名 脳神経小児科 0 名

外科 0 名 精神科 2 名 脳神経外科 5 名
　　 神経内科 5 名 その他 14 名 未回答 3 名
勤務先 3 名

病院 22 名 福祉施設 0 名 その他 0 名
てんかん患者の医療等に現在関わっていますか はい 7 名 いいえ 16 名 未回答 2 名
てんかん患者の治療を行っていますか はい 3 名 いいえ 20 名 未回答 2 名
てんかん発作を見られたことがありますか はい 14 名 いいえ 8 名 未回答 3 名

てんかんに関する理解は増えましたか はい 20 名 いいえ 2 名 未回答 3 名

てんかん患者の治療や支援についてご意見をお聞かせください

医師　8人、看護師　10人、薬剤師　1人、リハビリ2人、その他　5人

　　　　医院(クリニック・診療所等)

鳥取大学医学附属病院のてんかん地域診療連携体制整備事業の
ホームページを閲覧されたことがありますか

はい 2 名 いいえ 21 名 未回答 2 名

未回答 3 名

てんかん患者さんを他の医療機関や医師から紹介された際、治
療を引き受けて頂けますか

はい 4 名 いいえ 11 名 未回答 10 名

はい
てんかん患者さんを、てんかんを専門とする医療機関や医師に
紹介したことがありますか

名17いいえ名5

脳波の勉強機会になった。
てんかん症状が多様で知識がないと気づけないと思った。



常勤（パートタイム）の勤務形態で、月・火・木・金曜日の 13 時～16 時に勤務し、主に

電話による相談業務を行っている。希望があれば面談も行っている。相談事業のほかに、

HP の活用や更新、ポスター、リーフレットを配布し相談窓口の情報を提供など、本事業

の事務処理も行っている。  

2020 年 4 月～2021 年 1 月 18 日までの相談件数は 10 件で、家族からの相談が最も多

く、行政・福祉・教育関係者、医療従事者からの相談があった。患者・家族に限らず支援

に携わる関係者にとっても気軽に相談できる場所とし

て、今後も活用が期待される。相談を受けた場合、その

場で回答する場合もあるが、相談内容によっては医師や

福祉機関と相談の上、回答することもあった。  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜コーディネーターの役割と課題についての意見＞  

＜てんかんセンターのない拠点としての相談事業の課題＞  

・協議会運営業務に多くの時間を掛けるため、相談業務に取り組む時間が増やせない状況

にある。  

・所属施設内で看護師、精神保健福祉士の資格のあるコーディネーターの増員が望ましい

状況にある。  

・医療的な関わりが多く、看護師資格のある方が複数いた方がよい。また、制度などにつ

いての知識のある方がいた方が対応しやすいため、精神保健福祉士がいた方がよい。  

・現状で、当施設の場合、てんかんセンターとしての独立した機関ではなく、コーディネ

ーターも非常勤ということであり、コーディネーターとしての活動は限られている。  

・看護師資格のあるコ―ディネーターの果たす役割として、電話での相談の多くは患者の

家族（母親）で、複数の悩みを抱えている。その悩みの訴えを傾聴することで、相談者の

声の調子が落ち着き、前向きなことを話される。看護師は看護の対象の守備範囲が広く、

色々な状況の相談者との会話の中で、ちょっとした医学的な事をわかりやすく話したり、

落ち着いた聞き役ができる。  

・今年度はてんかんの相談件数が激減した。COVID-19 の感染拡大と関係があるのか、コ

ントロールがうまくいっているのか、相談者がコーディネーターの対応に期待外れと思っ

て SNS 発信されたのか（一番心配していること）、他の施設の状況を知りたい。  

・コロナ感染が沈静したら、コーディネーターが外来の一角に出向き、気軽に相談に寄れ

るような場所の確保など、環境改善が相談件数を増加させる対策の一つと考える。  

３．成果と課題  

・今年度は、COVID-19 の感染拡大により、てんかん治療医療連携研修会の一部をオンラ

インによる研修会に切り替えての実施するよう計画を変更した。  

・啓発活動もてんかん当事者の経験談を交えた形での講演会を予定したが、開催できなか

ったため、こどもと大人のてんかんの動画を作成し、診療拠点機関の HP に掲載するよう

患者本人による相談 0

家族による相談 6

地域の方による相談 0

企業からの相談 0

医療従事者からの相談 1

行政・福祉・教育機関からの相談 3

（2020年4月～2021年1月18日）

・令和2年度相談対象者（重複あり）

セカンドオピニオン 0

転科について」 0

公的支援について 4

運転免許について 0

知識について 3

かかりつけ医について 0

医療機関紹介 1

就労支援 1

医療関係者とのトラブル 0

てんかん発作以外の症状について 1

てんかん事業について 1

（2020年4月～2021年1月18日）

・令和2年度相談内訳（重複あり）



に変更した。  

・今年度、てんかん緊急連絡カードを患者さんや委員からの意見を参考に作成した。医療

機関に配布し、緊急時の対応に不安を感じている患者さんが携帯することで医療と適切な

連携が出来ることを期待している。  

・次年度以降、COVID-19 の感染状況を考え、医師に限らずてんかんに関わる専門職など

を対象に（例えば養護教諭など）研修会を実施していく予定である。  

・コーディネーターへの相談は、COVID-19 により件数は少なかったが、家族、行政・福

祉・教育関係者、医療従事者からの相談があった。  

・県内のてんかん専門医は 8 名登録されているが、地域や専門分野が偏在している。そ

のような状況において、今後、てんかんにおける研修会などを開催し、てんかん診療を担

う医療機関との連携体制を強化する必要がある。  

・ＨＰや広報活動により引き続き相談事業の認知を図り、また、啓発活動を継続していく

必要性を感じている。  

・てんかん診療拠点機関にてんかんセンターとしての機能がないが、今後、診療科の垣根

を越えて、継続して事業展開を行う必要があると考える。  



１９．岡山県におけるてんかん地域診療連携体制整備事業（2020年度） 

 

岡山大学病院てんかんセンター 

秋山倫之 

 

 

まとめ 

岡山県内での診療連携のみならず、若手医師の教育にも役立てるため、岡山県てんかん診

療ネットワーク（Okayama Prefectural Epilepsy Network, OPEN）のメーリングリストをてんか

んに関する話題提供や症例相談などにも活用するようにした。OPEN参加者専用サイトを立

ち上げ、てんかんに関する資料などを閲覧可能にした。県内の医療機関を結んだ症例 webカ

ンファレンスは月 1 回ペースで継続している。今年度は新型コロナウイルス感染症のため

研修会がなかなか開催できない状況であったが、社会福祉士を対象とした研修会を 3 月に

開催予定である。また、てんかん患者が他院を緊急受診した場合等に必要最小限の情報提供

を速やかに行えるよう連絡カードを作成した。ミダゾラム口腔用液が発売され、今後救急で

の使用増加が見込まれることから、岡山県を通じて救急隊への周知を行った。 

 

1. 概要 

今年度は、以下の事業を行った。 

 岡山県てんかん診療ネットワーク（OPEN）メーリングリストの活用法の見直し 

 OPEN参加者専用サイトの開設 

 てんかん症例 webカンファレンス 

 てんかんコーディネーターによる相談・診療連携業務 

 患者連絡カードの作成 

 ミダゾラム口腔用液に関する救急隊への周知 

 

2. 活動状況 

1) 岡山県てんかん診療ネットワーク（OPEN）の運営 

岡山県には 5 つの二次医療圏が

あり、各医療圏に地域医療連携施

設は存在するものの、県の北部は

連携施設がまだまだ少ない状況が

続いている。 

今年度からは、OPEN参加施設の

担当医師のみが参加していたメー

リングリスト（OPEN-ML）を、岡



山県内のてんかん診療に関わる医療従事者（非医師も含む）も参加可能にし、てんかん診療

に関する情報提供や症例相談などを行えるようにした。これにより診療科や職種の壁を越

えた幅広い議論を今後進めていけるものと期待している。また、てんかんに関する資料（講

演資料など）を OPEN参加者が閲覧可能な専用サイトを開設した。 

 

2) てんかんに関する研修 

 医師を対象とした webセミナー（2020年 3月 30日、11月 10日） 

 院内総合患者支援センター研修会（2020年 5月 15日） 

 てんかん外科カンファレンス：月に 2回開催、多職種による症例検討 

 てんかん症例 webカンファレンス：月に 1回開催 

 てんかんセンター講習会（2021年 3月 12日予定） 

 

3) 疾患啓発活動 

 てんかん月間（2020年 10月） 

啓発ポスターや資料展示・配布 

 パープルデー（2021年 3月下旬の予定） 

啓発ポスターや資料展示・配布 

 

4) 相談業務 

てんかんコーディネーターは、社会福祉士が 1名（常勤、併任）である。社会福祉士は総

合患者支援センター（てんかんセンター相談窓口を設置）に所属しており、同センターの他

の職員もコーディネーター業務の補助を適宜行っている。 

 



5) 患者連絡カード 

てんかん患者が、てんかん重積状態や他の疾患などで他

の医療機関を緊急受診される事例がある。そのようなリス

クが高い患者に携帯していただくため、お薬手帳サイズの

患者連絡カードを作成した。 

 

6) ミダゾラム口腔用液に関する救急隊への周知 

2020 年 12 月にミダゾラム口腔用液が新規発売され、小

児のてんかん重積状態に対して保護者または医療従事者

が使用可能になった。本剤を使用後の救急搬送要請の増加

が今後見込まれることから、岡山県を通じて本剤に関する

情報提供を救急隊へ行った。また、来年度に救急隊員を対

象とし、てんかん一般と本剤に関する講演を行う予定である。 



２０．広島県てんかん地域診療連携体制整備事業（令和２年度） 
広島大学病院てんかんセンター 飯田 幸治 

 

まとめ 

・てんかん治療医療連携協議会およびサブワーキンググループでは，引き続き診療連携体制の構築に

ついて検討を行っている。今年度はてんかん治療医療連携協議会に新たに広島県歯科医師会の参画

があった。また，事業の効果の検証として，広島大学病院において平成 27年（2015年）12月から

5年間にわたり指標に基づくてんかん患者調査を継続して行っている。 

 

・教育関係者向け研修会では特別支援学校に加えて一般小学校の養護教諭や教員にも対象を拡げて研

修を行ったほか，医師，看護師，救急医療関係者，臨床検査技師，福祉関係者など幅広い職種向け

に研修会を開催し，てんかん疾患の正しい知識，最新情報を伝達してんかん診療の質の向上および

啓発を図った。 

研修の形式は，新型コロナウイルス感染防止対策を講じて対面で実施したほか，一部の研修会では

Zoomによる LIVE同時配信を導入した。 

 

・本事業推進の方向性を分かりやすく周知するために「広島県モデル」を作成し実施している。 

このモデルの特徴は，広島県（行政）と医療機関（特にサブワーキンググループ医療機関（2 次診

療））を体制構築のエンジンとして，患者を中心にこの両輪で多職種連携を回している点である。 

広島県（行政）からは普及啓発活動を県の SNSで広報するなど，患者支援につながる取組発信の協

力を得ている。 



1. 活動報告 

1）てんかん治療医療連携協議会 

てんかん治療医療連携協議会では事業計画の策定，事業効果の検証などを行っている。 

委員数：15名 

構 成：医師 5 名（広島大学病院医師 4 名，外部医師 1名），医師会 1名，歯科医師会 1名，

てんかん患者 1名，てんかん患者の家族 1名，行政関係者 5名，医療福祉大学関係者

1名 

開催回数：2回（R2/5/7書面会議，R3/3/9 WEB会議） 

 

2）てんかん治療医療連携協議会サブワーキンググループ  

サブワーキンググループでは WEB カンファレンスで

の症例検討，連携体制の仕組作りの検討を行っている。   

委員数：13名 

構 成：広島大学病院医師 4 名，2 次診療施設（全保

健医療圏の中核となる医療機関）9名 

開催回数：2回（R2/6/19 WEB会議，R3/2/9 WEB 

会議） 

 

3）遠隔てんかん症例検討会 

UMICS（国立大学病院インターネット会議システム）

を利用して遠隔カンファレンスを行いサブワーキンググループ医療機関と広島大学病院との間で

症例発表・検討を行うことで，てんかん診療のレベルアップとてんかん診療ネットワークの構築

を図っている。 

今年度は新型コロナウイルス感染拡大のため，地域の連携医療機関はWEB参加が増加した。 

R2/4月～R3/1月開催分 参加人数：計 344名（広島大学 152名，サブＷＧ89名，その他医 

療機関 103名），症例提示数：25症例 

 

4）研修会 

①教育関係者向け研修会 

・てんかんを持つ児童の教育現場（特別支援学校）において，てんかん発作への適切な対応や

最新治療法の情報共有を行うため広島県内の特別支援学校にて研修会を開催した。 

開催回数：4回 参加人数：計 173名 

・一般小学校の養護教諭，障がい児専任加配保育士など保育関係者を対象として，てんかん発

作への理解と適切な対応について研修会を開催した。 

開催回数：2回 参加人数：計 70名 

※日本てんかん学会ＧＳＫ医学教育事業助成セミナー共催事業として，広島大学病院てんかん

センターおよび協議会委員から講師を派遣した。 

 

②医療・福祉関係者向け研修会 

医師，看護師，臨床検査技師，救急医療関係者，介護職員，福祉関係者など各職種向けに，

てんかんの基本，発作症状，てんかん疾患への理解と支援についてセミナーを開催した。 

開催回数：4回（内 1回WEB併催）参加人数：計 298名（内 LIVE視聴 158名） 

※日本てんかん学会ＧＳＫ医学教育事業助成セミナー共催事業として広島大学病院てんかんセ

ンターから講師を派遣した。  



 

5）普及啓発活動 

①市民フォーラム 

一般市民（地域住民），てんかん患者その家族

を対象に，専門医による最新治療法，難治性て

んかんの治療，小児てんかんの特徴の紹介や質

問へのアドバイスを行い，疾患に対する正しい

理解と適切な治療を学ぶ機会として市民フォー

ラムを開催した。広島市での開催は来場に加え

YouTubeによる LIVE同時配信を行った。 

また，開催地を広島市内から地域へも広げ，

2 次保健医療圏域の東広島市においても開催を

予定している。広島県の協力を得て県の SNSで

広報される予定。 

開催回数：広島市 1回（11/1 WEB併催）参加人数：202名（内 LIVE視聴 118名） 

開催予定：2次医療圏（東広島市）1回 定員 30名（R3/3/6） 

②サンフレッチェ広島とのコラボレーション サンフレコラボ缶バッジ 

 

12/5救急医療関係者向け 

セミナーの様子 

 

12/19臨床検査技師向け 

セミナーの様子 

※WEB併催 



てんかん疾患に対する正しい理解を持ってもらうため，紫をチ

ームカラーとするサンフレッチェ広島と広島大学病院てんかんセ

ンターがコラボレーションして，てんかん疾患の啓発活動を行っ

ている。 

例年実施しているエディオンスタジアムでのボランティアによ

るチラシ配布などの活動は，新型コロナウイルス感染拡大防止の

観点から今年度は実施しないが，サンフレッチェ選手のてんかん

啓発メッセージ動画を撮影し広島大学病院ホームページへ掲載す

る予定。 

 

6）事業の指標（てんかん患者調査） 

地域のかかりつけ医（1 次診療）から，専門医（2次診療），地域診療において中核を担う 3次

診療の三者が連携し，患者が適切なてんかん診療を受けられるよう「てんかん診療ネットワーク」

を構築することを目的に，広島大学病院において平成 27年（2015年）12月から 5年間にわたり

指標に基づくてんかん患者調査を継続して行っている。 

 

事業効果の検証として，調査開始 3ヶ月と直近 3ヶ月のデータを比較すると，広島大学病院を

受診する初診目的では，薬物調整の割合が 4％から 23％へ増加，難治性の割合が 5％から 16％へ

増加していた。また，広島大学病院での治療を経て他の医療機関へつないだ（紹介した）割合が

9％から 38％へ増加，広島大学病院が従たる病院として治療中の割合が 8％から 15％へ増加して

いた。（※従たる病院とは，紹介元で薬物調整を行い広島大学病院へは定期的に通院している状況） 

この結果から，広島大学病院がてんかん診療の拠点としての役割を担い，広島大学病院での治

療を経て紹介元や他院へ紹介し，日常の治療はかかりつけ医で行い，広島大学病院（3 次診療）

で定期的にフォローするというてんかん診療ネットワークの構築が進んでいると考えられる。 

 

2. 成果 

今年度の成果としては，新型コロナウイルス感染症の感染拡大により対面での研修会開催が困難

な状況の中，感染防止対策を講じたうえで研修会を 10 回開催できたことである。一部の研修会で

はWEB併催を導入し広島県外からの参加者も多くあった。 

また，広島大学病院におけるてんかん患者調査を平成 27年（2015年）12月から 5年間にわたり

継続しており，初診てんかん患者の治療経過など 23 項目を調査し事業効果の検証を行っている点

も成果として挙げられる。 

今後は，広島県におけるてんかん患者調査結果を活用して，1 次・2 次診療施設へと連携を拡大

してんかん診療連携をより強固な体制にすべく推し進めていきたい。 

 

調査対象：てんかん病名（ICD10コード：G40，G41）がついた初診患者 

調査方法：診療録の調査 

調査期間：平成 27年（2015年）12月 1日～令和 2年（2020年）11月 30日初診分（5年間） 

調査項目：患者属性，患者への対応方法，治療期間，他制度との連携，相談件数，相談への対応など 23項目 



    
 

２１．徳島県のてんかん地域連携体制整備事業 

徳島大学病院 てんかんセンター 森健治, 多田恵曜 

 

 

まとめ 

・ 新型コロナウイルス(COVID-19)の感染拡大によって、市民公開講座、運転免許セ

ンターでの講演、座談会、脳波セミナー、てんかん診療ネットワーク研究会が中止

になった。 

・ 教育機関への講演、産業医研修は開催し、てんかん教育セミナー、治療医療連

絡協議会および両立支援勉強会は webで開催した。今後はCOVID-19の感染対

策を行った上での開催やオンラインでの開催を計画する予定である。 

・ 市民公開講座に関しては、ケーブルテレビで放送する予定。 

・ てんかん診療に関わる医療機関リストを作成し、ホームページ上で掲載した。今後

は発作対応の受け入れ先に関するリストや就労に関する相談施設のアクセスポイ

ント作成を検討する。 

・ 診療連絡協議会、ネットワーク研究会や各症例を通して、多職種の連携が徐々に

深まっている。特に支援学校での出張講座を開催することに繋がった。今後は働く

場の機会拡充にむけた連携も構築する。 

・ てんかんパンフレットを作成する。 

・ (1)てんかん診療機関・福祉保健のレベル向上、(2)てんかん地域診療連携の構築

、(3)てんかんに関する啓発活動の充実、(4)相談および指導体制の向上、(5)てん

かんに対する精神症状への対応、(6)トランジションに対する対応、(7)災害への対

策整備の7つの活動を継続する。 

 

1. 概要 

2020 年は新型コロナウイルス（COVID-19）の感染拡大によって、市民公開講

座、運転免許センターでの講演、座談会、脳波セミナー、てんかん診療ネットワーク研

究会が中止になった。しかし、感染拡大前には教育機関への講演、感染が比較的落

ち着いてからは産業医研修を開催し、てんかん教育セミナーや両立支援勉強会に関

しては web で開催した。多くの課題が顕在化したが、今後は感染対策を行った上での

開催やオンラインでの啓発活動や教育活動を継続する。 

診療に関しては、感染拡大に備えた院内整備の上で、外来、ビデオ脳波モニタリン

グや手術などの入院患者数に関しては、大きな変化はなかった。しかし、さらに感染流

行拡大する可能性もあるため、遠隔てんかん外来などの導入も検討している。 

昨年までと同様に、本事業では(1)てんかん診療機関・福祉保健のレベル向上

、(2)てんかん地域診療連携の構築、(3)てんかんに関する啓発活動の充実、(4)



    
 

相談および指導体制の向上、(5)てんかんに対する精神症状への対応、(6)小児科

から成人科医療への移行（トランジション）に関する対応、(7)災害への対策整

備の7つの目標を設定し、活動内容を継続する。 

2. てんかんセンター診療実績 

新患数は2017年129人（小児28人、成人101人）、2018年157人（小児25人、成人132

人）、2019年147人（小児21人、成人126人）、2020年138人（小児25人、成人113人

）であった。ただし、逆紹介数が2019年10人（小児0人、成人10人）、2020年は19

人（小児7人、成人12人）と少ない。ビデオ脳波モニタリングは2017年45件（小

児18件、成人27件）、2018年60件（小児22件、成人38件）、2019年70件（小児36件

、成人34件）、2020年は58件（小児31件、成人27件）であった。 

外来脳波件数は2017年932件（小児607件、成人325件）、2018年915件（小児619件

、成人296件）、2019年1264人（小児728人、成人536人）、2020年は1189人（小児

652人、成人537人）とこの2年間はほぼ同じである。手術件数は2017年11件、2018

年10件、2019年10件、2020年14件とやや増加した。てんかん相談件数は2017年136

件、2018年220件、2019年254件、2020年225件であった。 

今後はより有機的な連携を強化し、逆紹介や小児科から成人科への移行を増や

す。また、遠隔てんかん外来開設を検討中である。 

 

1. てんかん診療機関・福祉保健の向上を目的とした活動内容と計画 

てんかん患者が、より正確な診断及び適切な治療を受けられるためには、てんか

ん専門医のみならず、神経医を中心とした医師全体の知識の向上が必要である。

また、学校や各種施設に対する知識向上を目指す。 

(1)診療施設のスキルアップ 

・徳島大学病院てんかんセンター、二次診療施設、一次診療施設のてん

かん診療に関するスキルアップを目指す 

・徳島大学病院てんかんセンターは全国のてんかんセンターと連携し、

てんかんセンター診療の質を向上に努める。 

・てんかんセンターにおける症例検討会(1回/月開催)、てんかんに関す

る看護師研修会、医師向けてんかん教育セミナー、脳波セミナーを定期

的かつ継続的に行う。第3回徳島脳波セミナー2019 (2019.6.16、参加人数 

58名)、第1回徳島てんかん教育セミナー（2019.9.18、参加人数 30名）を実施

した。2020年の脳波セミナーはCOVID-19のために中止になったが、第2回徳

島てんかん教育セミナー(2020.9.4、参加人数 50名)はオンラインで開催した。 

・多職種連携によって、生活の質を全般的に改善することが可能な体制

作りを試みる。 

(2)学校や各種施設職員向け専門職のためのてんかん講習会 



    
 

・てんかん発作時の対応、日常生活指導 

・特別支援学校の教員等や学校医等 

・国府支援学校および阿南支援学校へ出張講座を行った（2019.8.20、参加

者は各50名）。 

・高校養護教諭向けに出張講座「てんかんへの理解」(2020.2.19)を行った（参

加者は57名）。 

・板野支援学校での講座をオンラインで計画している（2021.3.10）。 

(3)就労関連施設に対するてんかん講習会 

・産業医研修｢てんかん患者さんが安心して仕事ができるように｣（2020.7.9）を

行った（参加者は36名） 

 ・産業保険総合センターと両立支援の勉強会を病院内で行った（2020.12.16） 

 ・今後も継続して就労関連施設との講習会を開催する。 

 

2. てんかん診療連携構築を目的とした活動内容と計画 

徳島県のてんかん地域連携システムは図のように考えている（図1）。 

 

徳島県の目指すてんかん地域連携システム（図1） 

てんかんに関する診療連携を軸に患者さん・家族会、行政・教育・就労施設・障

害者施設・福祉施設が顔の見える連携を構築することが重要である。具体的には

徳島てんかん診療ネットワーク研究会、てんかん治療医療連絡協議会、緊急カー

ドなどのツールの利用、座談会などの開催を計画している。 

現在は個別の医療機関等での連携はなされているが、徳島県全体でのてんかん

診療連携を検討する機会がないため、徳島てんかん診療ネットワーク研究会を

実施した。また、年1回のてんかん診療連携協議会を設置し、連携体制の構築を

計画する。 



    
 

徳島県のてんかん診療実施医療一覧を作成した。今後は就労に関する相談施設

のアクセスポイントを明示することを計画中である。 

(1)第1回（2018.2.24）および第2回徳島てんかん診療ネットワーク研究会(2019.5.11、

参加人数 57名)では、徳島県全体でのてんかん診療連携を検討することを目的と

して開催した。徳島県でのてんかん医療連携を検討する会であり、行政および教

育関係の職員が参加し、顔を見える連携構築に有用であった。第1回は広島県、

第2回は鳥取県のてんかん診療ネットワークに関する取り組みを講演頂いた。また

、支援学校の養護教諭が｢てんかんを持つ児童・生徒への支援について｣の講演

がなされ、支援学校への出張講座を行うきっかけとなった。2020年はCOVID-19の

ために中止になったが、2021年はオンラインでこの研究会を開催する予定で

ある。 

(2)てんかん治療医療連携協議会の設置 

第1回（2019.1.14）、第2回（2020.1.13）および第3回てんかん治療治療連携協議会

(2021.1.11)を設置し、連携体制の構築を計画した。第3回てんかん治療医療連絡協議

会はwebを併用し行った(2021.1.11)（参加人数27名、20施設）。てんかん診療に関わる

問題点の抽出及びてんかん診療に関わる医療機関リストを作成した。開催頻度は1回

/年で予定している。 

(3)緊急カード 

発作が起きた際の本人確認や連絡先を記載したカードを作成した。医療連携に

も活用したい。 

 

3. てんかんに関する啓発活動と計画 

2020年3月29日に予定していた市民公開講座はCOVID-19の影響で中止になった

が、2021年は事前に収録し、ケーブルテレビで放送する予定である。また、患者

さん、家族、医療従事者向けパンフレットを作成中である。 

開催状況：2016年4月10日（参加者72名）、2017年2月11日（参加者576名）、2018

年4月1日（参加者74名）、2019年3月24日（参加者82名）に実施し、診療医による

個別相談も行っている。 

てんかんについて”正しく知ってもらう“ためにもポスター、パンフレットの作

成、活用を計画中である（図2）。 



    
 

 

てんかんパンフレット（図2） 

 

4. てんかん患者と家族に対する相談および指導体制の向上を目的とした活動

と計画 

昨年のてんかん相談の集計結果をみると、最も多い相談内容が「社会福祉制度

の相談」であり、次いで「医療費の相談」となっている。てんかんと診断され不

安を抱える患者は多く、利用できる社会福祉制度について情報を求め、今後の医

療費に対して不安を抱えている患者は多い。その他にも「退院相談」や「医療・

福祉施設情報」に関する相談は多く、他の医療機関・福祉機関との連携を必要と

されるケースは多い。このように、当センターでの相談支援では、各制度の情報

提供のほかに地域の支援機関との連携が必要不可欠であった。 

今年度については、昨年度「徳島県てんかん診療実施医療一覧」を作成したこ

とに続き医療連携、患者支援、小児科領域におけるトランジッションへの対応に

ついて、更なる強化を図れるよう他の医療機関と積極的な連携をおこないたい。 

さらに、当センターでは教育機関等にて出張講座を開催し、連携の強化を図っ

てきた。今年度は新型コロナウイルス感染症の感染対策を考慮しながら、引き続

き医療機関や地域の支援機関等での開催を目標としている。てんかんが及ぼす

日常生活や社会生活への幅広い課題に対する支援が行えるよう、引き続き様々

な関係機関とのネットワークを強化し、地域での支援体制の構築へと繋げたい。 

 

5. てんかん患者の精神症状に対する対応・活動と計画 

てんかん患者の40％に何らかの精神症状が合併する。てんかんセンターでは、

診療の専門性を高めるための医療体制を構築するとともに、このような専門性

をまたぐような事態にも対応していく指命がある。 



    
 

当病院のてんかんセンターでは精神科医が 

・精神科医によるてんかん外来 

・外科治療前後に行う精神科医の診察 

・てんかん症例合同検討会 

を行っている。当院の精神科医にてんかん専門医がいないという実情を踏まえ、

てんかん診療と精神科診療の互いの専門性を活かしながら円滑な連携を取るよ

う活動している（センター内の連携）。また、診療連携は徳島大学病院内だけに

留めず、地域医療にも広げ、「てんかん発作がおさまっているのに生活の質が改

善しない症例」を検出し支援したい。医療施設、授産施設、生活支援、訪問看護

ステーションなどとの多施設連携においては、包括的な支援を行うメンバーの

一員として指命を全うしたい。 

本事業計画では以下の取り組みを挙げている。 

・てんかん患者の生活支援を可能にするような多施設連携 

・てんかん患者の精神症状の啓発（市民公開講座、てんかん診療連絡協議会） 

本事業計画も2年を経過し、院内連携の経験が蓄積し、多施設連携を行ってい

る症例も増えている。患者のQOL向上のためには、適切な時期に適切な支援を行

うことが必要であり、さらに多施設連携を進めたい。てんかん患者自身が精神症

状に気づき、支援につながるように啓発活動を行っているが、2020年は新型コロ

ナウイルスの感染拡大によって市民公開講座が中止となった。疾患を学べるよ

うにパンフレットを作成し、抑うつ症状についての自己評価尺度を掲載した。 

新型コロナウイルスの影響によって、通常の医療行為にも制限が生じた。幸い

、当院では外来診療を中止する事態とはならなかったが、院内滞在時間を減らす

ために、通院間隔を延ばしたり、診療時間を短くしたりする必要があった。また

当院で行っている精神科デイケアや作業療法は感染拡大状況に応じて人数制限

または閉鎖した。閉鎖中は作業療法士や心理士が毎週電話をかけ、患者や家族か

ら自宅での様子を伺う活動を行った。しばらくは制限ある活動となるであろう

が、当センターでまかなえない部分は診療連携で補完できる可能性があり、本事

業の目的とするところである。 

 

6. 小児科から成人科医療への移行（トランジション）に関する対応・活動と計

画 

本年度も当科より 10名の方の成人診療可能な施設・診療科への移行を試みた。

（うち知的障害のない 1 名は本人の希望で成人診療科に移った。）てんかん発作

が 10 年以上起こっていなかった方も 3 名いたが、実際に院外の病院に移行でき

たのは 1 名のみでその施設でも担当医は小児科医師となった。他病院への移行

は難色を示されても、大学病院成人診療科への移行はうまくいったケースもあ



    
 

った。 

当面の本県におけるトランジションにおける課題としては、まずは移行時期

に達した小児てんかん患者の受け入れ先の確保の困難さが挙げられる。困難さ

の要因として、御家族の転院先への要求水準が高すぎたり、転院できてもそこで

小児科医が診療に当たるケースもある。つぎに、小児科から成人科への移行をス

ムーズに行うための支援スタッフによるサポート体制の構築が望まれるが、現

実的には受け入れ可能な紹介先が乏しいのが現状である。また、受け入れ側の成

人科におけるご理解とご協力が欠かせない。 

本年度の事業計画としては、まず徳島てんかん診療ネットワーク研究会、てん

かん診療連絡協議会等を通して県内でてんかん診療が可能な医療機関との連携

強化を行うことを考える。また、徳島大学病院てんかんセンターおよび患者支援

センターを中心として移行時の受け入れ先施設との連絡調整を行い、移行実績

を重ね、連携を強化していきたい。実際のトランジションに当たっては患者様の

意向も伺いながら、小児科と成人診療科の共診期間を設け、小児科からスムーズ

な移行をサポートする。患者様への啓発活動の一環として、小児のトランジショ

ンの問題に関するパンフレットの作成を検討する。 

 

7. 災害への対策整備・活動と計画 

・患者および家族への啓発活動：2019年3月24日のてんかん市民公開講座において、

てんかん事業計画のご紹介と災害への備えについて実施した。2021年にケーブルテ

レビで放送予定のてんかん市民公開講座でも災害への啓発活動を行う。 

・日本てんかん協会や病院間、行政などとの地域連携システム・支援協力体制の構築 

・災害発生時の対応マニュアルの作成、研修・訓練などによる人材育成の実施 

・抗てんかん薬の備蓄については県が決定しており、バルプロ酸やフェノバールが中

心でレベチラセタムやセルシンなどの備蓄がなされておらず、剤型も錠剤のみであっ

た。小児への対応や備蓄内容を見直してもらうように県へ要請した。 

 



２２．長崎県のてんかん地域診療連携体制整備事業（2020年度） 

独立行政法人国立病院機構長崎医療センター てんかんセンター 小野智憲 

 

 

 

概要 

2019年 4 月 1 日より長崎県においても念願の「てんかん地域診療連携体制整備事業」が

スタートした。独立行政法人国立病院機構長崎医療センターてんかんセンター（以下、当セ

ンター）は拠点病院として、てんかん患者の治療や相談支援、てんかんに関する啓発活動に

加え、長崎県内の医療機関とのネットワーク強化など目標として活動を行った。地域医療連

携体制整備では、専門的検査や治療を行える「中核医療機関」と地域の「連携医療機関」と

のコア・シェル構造の構築を目指し、運営要綱の作成と自治体（長崎県）との協議を行った。

教育機関や労働局等の非医療関係者らを多く交えたてんかん治療医療連携協議会では、福

祉連携体制の構築を協議していくこととした。てんかん患者のための啓蒙活動としては、各

分野への教育啓発活動の他、プロダクツとして「長崎県てんかん医療福祉ガイドブック（印

刷、WEB 媒体）」「長崎てんかん教室（動画配信）」の作成にも着手した。 

 

活動内容・計画 

1）拠点病院における患者支援・相談 

事業がスタートした 2019 年 4 月から昨年度末 2020 年 3 月におけるてんかんセンター

初診（紹介）患者数は 115 名であった。2020 年 4 月～9 月の 6 か月はその数は 48 名

であり、年度途中ではあるが、新型コロナウイルス感染症拡大の影響のため若干の減少はあ

るかもしれない。従来から県内外より、薬剤抵抗性てんかんの治療依頼・相談は多く受けて

いるが、さらに最近は新規発症患者の診断や治療開始後の再検証などの相談依頼が増えて

おり、事業開始により地域医療機関のてんかん診療に対する意識が高まっている効果なの

かもしれない。今後、患者数や紹介目的などの変化をさらに分析し、事業がもたらす効果、

変化について検証したい。 

長崎県には離島が多く含まれ、当施設はこれまで救急医療の現場では遠隔医療システムを

利用し効果を上げてきた。てんかん診療においても遠隔医療は有効なツールであると考え

ている。2019 年 7 月より、外部医療プラットフォーム（CLINICS）を利用したてんかん

セカンドオピニオン外来を開始し、離島を含む遠隔地患者への周知を進めているが、患者が

高齢であるためか、その認知度や利用意欲は乏しく、離島からのオンライン受診はまだない。

今後、離島診療医との連携をはかり、D to P with D のオンライン診療の普及を模索して

いきたい。 

患者からの直接相談に対しては、コーディネーター（精神保健福祉士 1 名）に窓口を一本

化し対応し、上記期間における相談支援シートを作成し、相談内容等の統計作業も行ってい

る。 



2）県内医療機関との連携強化 

「長崎てんかんグループ」は長崎県内のてんかんを専門とする医療者有志による個人ベー

スの団体として 1990 年代より活動し、定期カンファレンスやセミナー開催などを行って

きた。現在、当センターはそのグループの活動を継承し、中心的役割として“高次”てんか

ん診療を担っており、外科治療、ホルモン療法、免疫療法などといった、特殊性ある治療も

多く提供している。 

一方で、てんかんを専門としない医師や医療機関との連携はやや不足していた。現代のてん

かん診療知識のアップデート、特に「こういう患者はてんかん専門医へ相談すべき」という

メッセージを広めるべく各地域で勉強会を、てんかん専門医のいる県本土のみならず、離島

も含めてこれまで 6 地域で実施してきた。今後は医師以外の対象者も念頭に、この活動を

継続する。 

2020 年度は実効的な医療機関連携ネットワークの整備にも着手した。本県ではすでに脳

卒中やがんなどにおいて医療連携機能が確立しているが、高度医療機関と地域医療機関と

の階層制度になっている。これは患者の動線、たとえばがん診療なら、検診、または症状→

検査→診断→治療→観察という風な一定の動線をもつ疾患であれば有効活用できるかもし

れない。一方で、てんかんの場合は患者年齢や症状の多様性、診断技術の特殊性、慢性疾患

である点、併存症の問題など複合的であるため階層制度よりも、誰もが容易に専門医療機関

へ移動できる（相談できる）体制を構築する方が、利点が大きいと考えた。そこで長崎県で

は、てんかん「中核医療機関」、および「連携医療機関」によるコア-シェル構造の医療連携

ネットワークを構築することとした。これはあえて、1 次、2 次、3次などの階層制度とし

ないことで、地域の医療機関と専門医の医療機関を容易に移動できるような（垣根の低い）

システムとし、必要な患者への専門治療の提供だけでなく、慢性疾患であるてんかんの患者

を継続的にフォローアップし、患者の生活や福祉に対する助言も行えるような仕組み（てん

かん連携ワークシート導入など）を確立することが狙いである。そして、このような体制整

備をより持続的、かつ実効的なものにするために（単なるの専門医の仲良しグループにしな

いために）は、おそらく全国初となるであろう自治体（長崎県）自体がてんかん医療機関を

認定する仕組みを構築できるよう現在協議しているところである。地域の総合病院から、神

経科クリニックまで、幅広く、導入時目標 30 施設のネットワーク参加を目指している。こ

の枠組みに関しては、県下の神経科関連の医師を対象に実施したところであり、今後公募、

認定へ向け調整中である。 

 

3）てんかん治療医療連携協議会 

厚生労働省、ならびに長崎県の事業実施要綱に基づき、てんかん治療医療連携協議会を設置

した。構成メンバーは医療分野、患者・家族の会、および福祉・行政分野から選出、もしく

は推薦された≪表 1≫。 

これまで全体部会を3回開催し、当センターの拠点病院活動計画の報告と承認が行われた。

幅広い年齢層や症状の多様性（発作と併存症）といったてんかん独特の背景を考慮すると、



多くの患者にとっては福祉や行政機関との連携の必要性が高い。これらは医療側にとって

は苦手分野でもあり、課題が多く、本県の事業ではより福祉連携に力を入れるべく各機関で

協力していくことが確認された。具体的には、例えば労働や教育機関がてんかんについて知

りたいこと、逆に患者や家族がそれらの機関に期待することなどの意見交換を行い、それを

もとに各方面向けの研修会などの企画を共同して行っていく計画とした。今年度は特別支

援学校関係者約 160 人を対象に、「てんかんを知ってもらう」ための勉強会を 2 回実施し

た。 

≪表 1.≫ 長崎県てんかん治療医療連携協議会構成委員（計 14 名） 

てんかん治療医療連携協議会メンバー 

医療(8名) 患者・福祉・行政(6名) 

小児科医師（2 名、長崎県こども医療

福祉センター、佐世保中央病院） 

てんかん患者・家族の会（事務局長） 

神経内科医師（長崎大学脳神経内科） 長崎こども・女性・障害者支援センター（副所長） 

精神科医師（長崎大学精神科） 長崎労働局（地方障害者担当官） 

脳神経外科医師（長崎医療センター） 長崎県教育庁（特別支援教育課教育主事） 

長崎県医師会常任理事（長崎北病院） 県立保健所長会（県北・対馬保健所所長） 

長崎県精神科病院協会（佐世保愛敬病

院） 

長崎県精神保健福祉士協会（理事） 

長崎県薬剤師会専務理事  

事務局： 長崎県障害福祉課、国立長崎医療センター（拠点病院） 

 

4）情報発信：てんかん医療福祉ガイドブック≪表 2≫、長崎てんかん教室(動画、仮称)の

作成 

市民講座や各種勉強会を数多く開催することは情報発信として有効であるが、出席した参

加者が対象となるため効率の点では劣る。印刷物やインターネットなどのメディアを用い

て情報発信することは、現代において最も有効な手段で、どの年齢層にもアクセス可能とな

る。印刷物は当初から企画している長崎県医療福祉ガイドブックの作成中で、関係機関での

配布の他、電子出版することも視野に置いている。また、同様の内容を動画で説明し、廃止

しんすることも企画中である。新型コロナウイルス感染拡大により活動の制限がある中、こ

のように WEB 媒体を主体とすることは本事業が停滞しないためにも重要な手段である。

非常に労力を要し、かつチャレンジングな計画であるが、てんかんの地域包括ケアを実現す

る手引書となるべき成果を仕上げる意欲である。 

 

5）研修会、市民公開講座等の実施 （2020 年 3 月-2021 年 2 月） 

1）2020/3  “パープルデーながさき”、市民公開講座、アートイベント 

⇒新型コロナウイする感染拡大防止のため市民公開講座、およびワークショップは中止

した。一方で、患者、家族、一般の方から集まったアート作品の展示を県美術館・運河ギ



ャラリーにて行った（2020/3/21-29）。 

2）教育機関向け研修会 「てんかんを知ってもらうために」 

①校内医ケア研修会 （諫早特別支援学校 70 名、2020/8） 

②てんかんに関する研修会 （島原特別支援学校 93 名、2020/8） 

3）県下の医師対象にした診療連携整備に関する情報提供（2020/1/29、WEB配信） 

現代のてんかん薬物療法と長崎県てんかん地域診療連携体制整備事業の取り組み 

 

5）コーディネーター業務 

精神保健福祉士 1名、看護師 1名がコーディネーターとして、①患者や医療機関からの相

談窓口、②各種統計作業、③連携協議会、および施設内てんかんセンター運営委員会の事務

作業（連絡、日程調整、会議資料作成など）、④てんかん医療福祉ガイドブック編集準備な

どの業務を行った。コーディネーター1 名は今年度、全国拠点病院主催のコーディネーター

認定研修を受講した。 

≪表２≫ 長崎県てんかん医療福祉ガイドブック（患者向け・案） 

1. てんかんとは（基礎知識、併存症） 

2. 各年代に発症しやすいてんかん、ライフステージに応じた社会支援 

（1）乳幼児期（0～6 歳頃）からだと生活リズムの基礎を育む 

小児のてんかん（乳児期のけいれん、類縁疾患）、発達の遅れ（乳児期の成長と育児のポイント）、療育とは 

 加配 保育園（厚生労働省）と幼稚園（文部科学省）について、児童発達支援、保育所等訪問支援事業 

（2）学童期（7～12 歳頃）生活リズム、社会性を身に着ける、人間関係 

小児・思春期のてんかんと治療、就学、小学校入学（普通学級、特別支援学級）、特別支援学校（病弱、種類？） 

 加配、療育、放課後等デイサービス 

（3）思春期（13～19 歳頃） 

就学 中学校入学（特別支援学級）、特別支援学校（中等部、高等部）、療育、生活介護 

仕事（職業選択、制限、職業リハビリテーション）、運転免許、手帳制度（障害者雇用） 

（4）青年～中年期（20～39 歳頃）働く、妊娠・出産  

障害年金 

妊娠と出産（妊娠中の保健指導・健康相談、妊娠中の薬の使用、遺伝） 

（5）中年～初老期（40～64 歳頃） 

成人病とてんかん、医学的リハビリテーション 

（6）高齢期（65 歳～）病気や障害を持っても生きがいをもつ 

認知症とてんかん、介護保険 

3. 医療費、手当について 

乳幼児医療費助成制度、小児慢性疾病医療費助成制度、特定医療費助成制度、高額療養費、自立支援医療（通院精神医療）、障

害者福祉医療制度（重症心身障害児者医療費助成制度）、特別児童扶養手当、障害児福祉手当、特別障害者手当 

４. コラム かかりつけ医、療育と教育、 



 

 

 

 

≪図≫ 長崎県が目指すてんかん診療連携モデル（コア・シェル構造） 

コア・シェル構造型地域連携システムの理想 

強固で安定（＝ 継続可能な体制） 

Shell 部分の移動がたやすい 

（＝ 中核へのアクセスが容易） 

Core が大きければ全体像も大きくなる 

（＝ 将来の発展性） 



２３．鹿児島県におけるてんかん地域診療連携体制整備事業（2020年度） 

 

鹿児島大学病院てんかんセンター 花谷亮典 

 

 

1. 概要 

2019 年 12 月に鹿児島県において「てんかん地域診療連携体制整備事業」が始まり，鹿児

島大学病院てんかんセンターが拠点病院として選定された。厚生労働省ならびに鹿児島県

の事業実施要綱に基づき，てんかん治療医療連携協議会を設置した。構成メンバーは医療関

係，支援・福祉分野，患者・家族，さらに教育方面や行政の各団体から，広く選出ないしは

は推薦された。 

2020 年 3 月 17 日に第 1 回の協議会を開催し，てんかんの診療と福祉の連携体制構築に

ついて協議していくこととした。また，拠点病院の活動計画報告が行われ承認された。 

 

鹿児島県てんかん治療医療連携協議会構成委員 12 名 

鹿児島大学てんかんセンター 医師 2 名（センター長，副センター長） 

鹿児島医師会（常任理事） 

鹿児島県精神科病院協会（理事） 

てんかん協会鹿児島県支部 

鹿児島県看護協会 

鹿児島県医療ソーシャルワーカー協会 

鹿児島県精神保健福祉士協会 

鹿児島県精神保健福祉センター（所長） 

県立保健所長会（姶良保健所所長） 

鹿児島県教育庁（保健体育課長） 

鹿児島県くらし保健福祉部（精神保健福祉対策監） 

事務局：鹿児島大学てんかんセンター（拠点病院） 

鹿児島県くらし保健福祉部障害福祉課 

 

2. 活動状況 

今年度は COVID-19 流行への対策が必要であり，主に非対面方式で，今後の準備や調整

を中心に活動を行った。 

 

1） 拠点病院の診療体制整備とてんかんコーディネーターによる相談・診療連携業務 



拠点病院指定に先行して，当院では神経系診療各科および救急部がてんかん診療を行う

体制，および看護部・検査部・薬剤部等による協力体制は構築されていた。てんかんセンタ

ーでは毎年 100 名を超える新規患者を受け付け，初診者数は毎年増加している。また，各

診療科に関連が深いてんかんの場合は各科に直接初回となる場合と，てんかんセンターに

相談があった時点でそれぞれの科に診察を依頼する受診経路とがある。県内外からの薬剤

抵抗性てんかんの治療依頼や相談に加えて，最近では新規発症(疑い)時の診断や，治療開始

後の再検討についての依頼が増えている。この傾向は，地域医療機関のてんかん診療に対す

るの意識向上の影響を見ているのかもしれない。 

鹿児島県は南北 600kｍの県域の中に多くの有人離島を有している。離島人口は日本で最

高であり，離島人口は県人口の約 1 割に相当する。そのため，離島医療の充実は当県にとっ

て常に喫緊の課題となっている。そこで，特に離島におけるてんかん医療の向上のため，遠

隔連携診療料が保険収載されたことを契機に，てんかん遠隔連携診療を行うべく外部医療

プラットフォーム（CLINICS）との契約を進めるとともに，離島における中核病院との間

で，まずパイロット的に施行する準備を進めている。 

患者からの相談については，精神保健福祉士ないしは社会福祉士の資格を持つ複数の

MSW が，それぞれ担当する診療科の対応を行っている。内容は，生活全般，社会保障制度，

移行医療，就職等の諸問題に関し相談業務，また，県内および県外への転医先のコーディネ

ート業務と多岐にわたる。てんかんコーディネーター業務に関しては，地域医療連携センタ

ーに所属する MSW のうち 1 名がてんかんコーディネーターの役割を担当し，病院を代表

して医療機関，行政，患者会など外部との連絡対応にあたっている。また，同センターの他

の職員もコーディネーター業務の補助を適宜行っている。 

 

2）鹿児島県内の診療連携体制整備に向けた調整 

これまで，鹿児島県を中心とした南九州地域において，てんかん診療に取り組む医療者達

で「南日本てんかん診療ネットワーク」を立ち上げ，特に難治性てんかん患者に対する治療

についての意見交換や定期カンファレンスを行ってきた。鹿児島大学病院はグループの中

心となり，救急，精神科，外科治療を含めた小児から成人までの総合的なてんかん診療を提

供している。 

さらに連携を広げるべく，地域の基幹施設を中心に医療部会を立ち上げる予定であった

が，今年度はリストアップにとどめ，次年度に行われるてんかん関連の研究会に合わせた医

療部会の開催に向けて準備を行っている。また，地域でてんかんを実際に診察している施設

あるいは診察可能な施設，患者の状態別に応じたトランジションの受け入れ可否について，

意向調査やリストアップ中である。 

また，てんかんを専門としない医師が利用できる診療マニュアルの作成に着手し，次年度

中に医師会を通じてまずは離島地域への配布を予定している。 

医療連携のモデルとしては脳卒中の医療連携パスが知られているが，高次医療機関から



療養施設への一方向的な流れはてんかん診療にはなじまないと思われることから，認知症

の医療連携のような循環型の連携として整備できないかを検討している。 

 

3) てんかんに関する研修 

てんかんを専門としない医師や医療機関に対して，てんかん専門医へ相談すべき患者の

イメージを提供すべく，他疾患の啓発とタイアップした勉強会を実施してきた。また，特に

若手医師を中心に，基本的な脳波判読を中心に講習を行っている。定期カンファレンスは

Web を併用して，多施設多職種で行っている。 

 医師を対象とした web セミナー（2020 年 9 月 16 日，12 月 18 日，2021 年 2 月 4 日） 

 脳波セミナー：月に 2 回開催，医師を対象にした脳波判読についての講習会 

 てんかんカンファレンス：月に 1 回開催，Web 併用で多施設，多職種による症例検討 

 

4) 疾患啓発活動 

患者の支援に当たる方々の知識向上と問題意識の共有は，てんかん診療の質を上げるた

めに重要であり，我々はこうした方々への啓発活度を重視してきており，今後も継続する予

定である。また，パープルデーのイベントを通して，てんかんという疾患を社会になじませ

るべく，患者会と共同での活動を行っている。 

 行政職種対象の研修会（2021 年 2 月 5 日） 

 パープルデー（2021 年 3 月 26 日予定） 

患者会と共同でのイベント開催，啓発ポスターや資料の配布，Web セミナーの開催 

 

5) 行政ネットワークとの連携 

てんかん患者を網羅的にケアするために，行政の持つ保健所ネットワークを積極的に活

用できないかを検討している。てんかんは全ての年齢で発症し，多様な症状を呈するという

特徴を持つことから，てんかん患者の問題点や患者が求めている内容を抽出し，保健師の活

動目標を明確にすることが必要となる。 

医療者，患者・家族，福祉・行政側の間に存在する，てんかんに関する認識や求める知識

についてのギャップを埋めるには多くの課題がある。福祉機関，行政関連機関，教育機関，

労働機関，医療機関，また患者・家族が意見交換を行い，それをもとに各機関向けに研修会

などを行い，知識や意識の共有化を図る方針である。 



２４．2021年（令和 3年） 全国てんか対策連絡協議会（ネット開催） 

令和 2年度てんかん地域診療連携体制整備事業報告書（2020年 1月～12月） 

沖縄県 饒波正博 沖縄赤十字病院脳神経外科部長 沖縄てんかん拠点病院責任者 

 

活動報告 

 令和 2 年 4 月よりてんかんコーディネーター1 名（看護師）が任命されたが、同人は同年 12 月 1 日に病休と

なり。補充なく現在に至る。以後、てんかんコーディネーターは拠点病院責任者が兼任している。 

 

１）てんかん診療 

 コロナ感染拡大のため外来、入院、検査、手術件数とも減少した。 

 

 

２）地域連携・啓発活動 

・てんかん県民講話→コロナ感染拡大のため中止 

 代替事業として→地元ラジオ局で週 1回 3か月間の帯番組を作成（資料 1参照） 

  

てんかん外来 345（391）

新紹介患者 98（112）

てんかん相談 45（76）

入院 73（98）

ビデオ脳波 29（39）

てんかんの手術 11（15）

選択的海馬偏桃体切除術 3

側頭葉切除術 1

脳梁離断術 2

迷走神経刺激装置設置術 5

迷走神経刺激装置電池交換 4

2020年（令和2年）

沖縄てんかん拠点病院診療実績（1月～12月）

カッコ内数字は2019年実績

番組回数 タイトル テーマ

1 てんかんってどんな病気？ てんかんの定義

2 てんかんって治るの？ てんかん治療のゴール

3 てんかんについて 100人に1人の病気

4 てんかんの検査 ビデオ脳波の紹介

5 てんかんの治療 メインは薬物療法

6 てんかんの手術 根治術と緩和術

7 てんかんと運転 運転できます：2年ルール

8 てんかんと妊娠 催奇性：葉酸服用

9 小児のてんかん 治るてんかんもある

10 てんかんと遺伝 遺伝しません

11 高齢者とてんかん 増加傾向：認知症との関係

12 てんかんと就労 差別と偏見

13 てんかんと医療福祉サービス 自立支援

沖縄てんかん拠点病院ラジオプログラム　ver.2



1 回 5分の番組 

2021 年 1月から 3月：本放送 

同年 4月から 6月：再放送 

 

・沖縄てんかん拠点病院サイト（沖縄赤十字病院HP内）に啓発動画を掲載 

 タイトル：シリーズてんかん 

  

 

３）てんかん協議会について 

・年 2回開催（6月、2月） 

・2020年度はコロナ感染拡大のため文書開催となった 

・協議会メンバーは以下 

 



資料 1 

RBCi 沖縄ラジオ：てんかん拠点病院プレゼンツ 

～知ろう！てんかんのこと～ 

 

番組内容 

誰もが一度は耳にしたことがある「てんかん」について学んでいく番組です。 

日本では「てんかん」の方の割合が１００人に１人と言われております。 

皆様で「てんかん」の理解を深めて、正しい知識を身につけていきましょう。 

出演者 

沖縄てんかん拠点病院「沖縄赤十字病院」第一脳神経外科部長  

饒波 正博先生 ＭＣ：菊地志乃 

放送時間 

2021 年 1 月 5 日開始 

毎週火曜 

午前 9 時 55 分～10 時    

 
 



２５．国立精神・神経医療研究センターてんかんセンター活動状況 

 

国立研究開発法人国立精神・神経医療研究センター病院 てんかんセンター 

中川栄二 

 

（1）目的 

てんかんは、乳幼児・小児から成人・高齢者に至る様々な年令層に発症する非常

に多い神経疾患であり（全国 100万人）、てんかん医療の発展には、乳幼児から

高齢者までの幅広い年令層を対象とする幅広い診療科横断的な対応と、病態解

明のための神経科学研究、社会医学的対応が不可欠である。当てんかんセンター

は、てんかんの診断・治療・研究・教育及び社会活動に関わる包括的な医療・研

究事業を全センター的に推進するために設立され、センター内の各部門の協力

の下、小児神経科・精神科・脳神経外科・脳神経内科のてんかん専門医 10名（う

ち指導医 5名）を中心に、乳児から高齢者まであらゆる年代に対応し、診断から

薬物治療、外科治療までの高度なてんかん専門医療を行い、早期の適切な治療を

行っててんかんによる脳障害の発生を未然に防ぎ、小児では発達障害の改善と

予防、成人では生活の自立と就労等、QOL向上を目指し、また研究所と連携して

てんかんの原因や病態の解明を目指している。さらに、厚生労働省てんかん地域

診療連携体制整備事業のてんかん診療全国拠点に指定され、全国のてんかん診

断と治療の均てん化、てんかん診療に関わるスタッフ（てんかん診療支援コーデ

ィネーター）の育成、教育に取り組んでいる。 

 

（2）おもな事業内容            

①難治てんかんの診断と治療、リハビリテーション、②てんかんに関する基礎お

よび臨床研究の推進、③多施設共同研究・臨床治験の推進、④新規治療技術の開

発、⑤てんかん専門医及びメディカルスタッフの育成、⑥てんかんの社会啓発、

⑦地域診療ネットワークの構築、⑧国内外の学会及びてんかん診療施設との協

力活動、⑨てんかん地域診療連携体制整備事業全国拠点事業を行った。 

 

（3）スタッフ構成 

てんかんセンター長：中川栄二（特命副院長、外来部長） 



小児神経診療部：佐々木征行、齋藤貴志、石山昭彦、本橋裕子、竹下絵里、 

住友典子 

精神診療部：谷口 豪、宮川 希  

脳神経外科診療部：岩崎真樹、金子 裕、木村唯子、飯島圭哉、 

髙山裕太郎、横佐古卓、小路直丈、小杉健三   

脳神経内科診療部：金澤恭子、放射線診療部：佐藤典子、木村有喜男、重本蓉子 

総合外科部歯科：福本 裕、医療情報室：波多野賢二 

臨床検査部：竹内 豊、医療連携福祉部：澤 恭弘 

看護部：水田友子、山口容子、佐伯幸治、三嶋健司 

身体リハビリテーション部：水野勝広 

精神リハビリテーション部：須賀裕輔、森田三佳子 

栄養管理室：山本美貴、臨床研究推進部：太幡真紀 

薬剤部：大竹将司、   臨床心理部：梅垣弥生 

疾病研究第二部：伊藤雅之 

病態生化学研究部：星野幹雄、田谷真一郎 

 

 

2）実績 

（1）診療 

2019 年 4 月～2020 年 3 月におけるてんかんの外来新患数は合計 1141 名（小児

神経科 789、脳神経外科 293、精神科 0、脳神経内科 59）、新入院患者数は合計

1220名（小児神経科 1046、脳神経外科 140、精神科 0、脳神経内科 34）、てんか

ん外科手術件数は 82件（うち小児 60件）であった。 

ビデオ脳波モニタリングの症例数は合計 644 名（小児神経科 476、脳神経外科

144、脳神経内科 22、精神科 2）、のべ件数は 1816件（小児神経科 1153、脳神経

外科 589、神経内科 71、精神科 3）であった。研究への利活用を目的に、患者か

ら同意を取得した上で脳試料 122検体を含む計 197 件（累計 413件）を NCNPて

んかんバイオバンクに登録した。 

 

（2）教育 

毎週、症例検討会、手術症例検討会、てんかん朝ゼミを各 1回、術後症例検討会

http://desknets.ncnp.go.jp/scripts/dneo/dneo.exe?cmd=usetindex


（CPC）を月に 1回開催し、診療内容の向上とレジデント教育を行った。これら

の検討会を他施設へもオープンにし、施設外医師への教育も行った。 

てんかん診療実績 

 

 

 

 

 

（3）研究 

てんかんは、乳幼児・小児から成人・高齢に至る幅広い年令層に及ぶ患者数の多

い精神神経疾患である。新規の抗てんかん薬の開発や臨床・基礎研究が円滑に遂

行されるためには、一次診療から高度な専門性を必要とする三次診療までの診

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

てんかん外来新患数（実数）年間 823 875 819 875 1,165 1,165

てんかん新入院数（実数） 年間 763 804 990 865 829 1,476

ビデオ脳波モニタリング
検査患者数（実数） 年間

471 539 551 533 650 644

ビデオ脳波モニタリング
検査患者数（延べ数） 年間

1,487 1,682 1,693 1,479 1,803 1816

てんかん手術件数 年間 80 74 101 95 105 82

皮質形成障害（片側巨脳症、異所性灰白質など） 46

原因不明のてんかん 19

海馬硬化症を伴う内側側頭葉てんかん 15

その他 8

腫瘍 7

周産期脳障害 6

Lennox-Gastaut 症候群 4

感染 4

睡眠時持続性棘徐波(CSWS)を示すてんかん性脳症
(ESES)

2

神経皮膚症候群（結節性硬化症、Sturge-Weber
症候群など）

2

外傷 2

血管腫 4

遊走性焦点発作を伴う乳児てんかん 1

Rasmussen症候群 1

片側けいれん・片麻痺・てんかん (HHE症候群) 1

脳卒中 1

脳波・臨床症候群（ILAE2010）

てんかん分類（ILAE2017）

てんかん外科件数の推移
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療体制の構築が必要である。臨床試験・治験ネットワークで症例集積性を高める

ためのレジストリを構築し、臨床研究および治験に有効な患者データベース構

築を行った。これらのデータベースを活かして、てんかん病態解明のための新規

の解析方法やモデル動物の開発体制の構築を行い、集積したリサーチ・リソース

を用いて基礎的・医学的研究から効果的な内科的、外科的診断と治療方法導入の

確立に向けた研究を行った。 

 

3）研究組織 

（1）てんかん臨床情報データベース（DB）化と臨床治験地域ネットワークの構

築 

① てんかん臨床情報データベースおよび脳神経外科データベースの構築 

国立精神・神経医療研究センター病院脳神経外科 岩崎真樹 

② てんかん臨床情報データベースの整備 

国立精神・神経医療研究センター病院医療情報室 波多野賢二 

③ てんかん疫学調査 

国立精神・神経医療研究センター病院小児神経科 齋藤貴志 

④ てんかん患者における脳波データのデータベース化に向けた基盤構築 

国立精神・神経医療研究センター病院小児神経科 石山昭彦 

 

（2）精神症状、発達症状を併存するてんかんの診断と治療戦略 

① 神経発達症を伴う小児てんかんの臨床病態の解明 

国立精神・神経医療研究センター病院小児神経科 中川栄二 

② 成人・高齢者てんかんの臨床病態と治療の解析 

国立精神・神経医療研究センター病院脳神経内科 金澤恭子 

③ てんかんの成立機序の解明と診断開発のための画像研究 

国立精神・神経医療研究センター病院放射線科 佐藤典子 

 

（3）てんかん基礎研究 

① 難治性てんかんの分子病理学的病態解明 

国立精神・神経医療研究センター神経研究所疾病研究第二部 伊藤雅之 

② てんかんモデル動物を用いた病態解明と治療法の開発 



国立精神・神経医療研究センター神経研究所 病態生化学研究部 星野幹雄 

③ てんかんの神経生理学的マーカーの開発と病態解明 

国立精神・神経医療研究センター精神保健研究所知的・発達障害研究部 加賀佳

美 

④ グリア細胞の視点によるてんかん分子病態の解明 

山梨大学大学院総合研究部医学域 薬理学講座 小泉修一 

 

4）研究成果 

（1）てんかん臨床情報データベースの構築 

各診療科が統一して電子カルテシステムの患者台帳機能を利用できる「てんか

ん患者台帳」を新規設定した。てんかんセンターにおける外来新患台帳および入

院患者台帳に基本情報を入力した。入院台帳（2011/1-2017/05）精神科：1478、

小児神経科：2828、脳神経外科：758、神経内科：13（2017/1-2017/5）合計のべ

5077名、外来台帳（2011/1-2017/05）精神科：2564、小児神経科：2028、脳神経

外科：1246、 神経内科：22（2017/1-2017/5） 合計のべ 5860名の登録を行った。

てんかんに関する先駆的医療の臨床研究と基礎研究を行うための患者データベ

ースの基礎を確立することができた。 

 

（2）精神症状、発達障害を併存するてんかんの診断と治療戦略 

・てんかん患者の高次脳機能障害の特徴についての定量的評価を適切に施行で

きる心理検査法及び高次脳機能検査法を開発、抽出する試みを行った。てんかん

患者の高次脳機能や精神症状と関連している各種検査バッテリーを組んだ評価

方法が確立できた。 

・多重脳機能画像を用いた皮質異形成を伴う難治性てんかんの診断と外科的治

療法の開発では、てんかん原性領域の推定の新たな手法として、1H-MRS による

脳温測定が非侵襲的な焦点推定法として有用な可能性があることが示唆された。 

・発達障害を伴う小児てんかんの臨床病態の解明では、前頭葉欠神てんかんは、

欠神発作に加え意識消失発作、動作停止、自動症などの部分発作を伴い、ADHDや

ASD などの発達障害の併存が認められる。前頭葉欠神てんかんに ADHD 症状を併

存するタイプは 2 つのグループに分類された。前頭葉てんかんの発作症状の改

善とともに ADHD 様症状の改善が認められるタイプでは、抗 ADHD 治療薬を含め



抗精神病薬は必要がないことが多い。発達障害特性が基盤にあり前頭葉欠神て

んかんが併存するタイプでは、抗 ADHD 治療薬を含め抗精神病薬が必要なことが

多い。薬剤抵抗性欠神てんかんでは、欠神発作と部分発作に効果のある VPA と

LTGの併用等の薬剤選択が有用である。 

・成人・高齢者てんかんの臨床病態と治療の解析として、てんかんと自己免疫性

機序の解明のため、複数の自己抗体を一度に検索できる手法の開発検討を進め

ている。また、wide-band EEG による直流(DC)電位と高周波数律動(HFOs)を用い

たてんかん発作焦点の解明研究を行った。 

 

（3）てんかん基礎研究 

・難治性てんかんを有する局在性大脳皮質異形成（FCD）と片側巨脳症（HME）の

原因遺伝子の探索を行い、脳病巣組織の mTOR遺伝子異常の体細胞変異を見出し

た。この遺伝子変異は mTOR分子の kinase domainのアミノ酸置換であり、mTOR

下流分子の活性化をもたらすことと胎仔期の神経細胞移動に障害をもたらすこ

とを見出した。 

・てんかんモデル動物を用いた病態解明では、自然発症ラット変異体であるイハ

ラてんかんラット(IER)で、扁桃体・海馬・大脳皮質のニューロサーキットに異

常が生じていることを見出した。IER の原因遺伝子として DSCAML1 を同定し、細

胞接着蛋白質 DSCAML1 が扁桃体や海馬のニューロサーキットの形成に関与する

ことを明らかにした。当センターのてんかん患者での DSCAML1 発現量を調べた

ところ、有意に DSCAML1 の発現低下が認められ、DSCAML1A2105T変異体は、細胞膜

に局在できず細胞質に蓄積していた。新規治療法の開発としてケミカル シャペ

ロンである SAHAと 4PBA 処理をしたところ、細胞膜に局在する DSCAML1A2105Tが上

昇することを見出し新規抗てんかん薬としての可能性が示唆された。 

・てんかん原性型グリア細胞の視点によるてんかん分子病態研究では、神経障害

性疼痛など、グリア細胞がその発症・進行で中心的な役割を果たす疾患とその分

子病態も明らかにされつつあるが、てんかん原性との関連性では、不明な点が多

い。ピロカルピンけいれん重積（SE）からてんかん原性獲得にいたる至るタイム

コースと、アストロサイト活性化のタイムコースが良く相関していること、活性

化アストロサイトが Ca2+興奮性を亢進させていること、この Ca2+興奮性亢進がて

んかん原性の原因であることを明らかにした。今回は、SE 後に「てんかん原性



型アストロサイト」が誘導されるメカニズムの解析を行った。ミクログリア特異

的 VNUT 欠損動物を作成すると、SE1 日後の細胞外 ATP 放出亢進、てんかん原性

型アストロサイト誘導、てんかん原性も消失した。従って、先行して活性化する

ミクログリアが VNUT を発現亢進させ、ATP 開口放出を亢進させることで、てん

かん原性型アストロサイトを誘導することが明らかとなった。 

 

（4）社会的貢献 

日本てんかん協会東京支部と協賛して、てんかん基礎講座の共同開催、てんかん

と発達障害に関する市民講座を行い、てんかんに関する普及啓発活動を行った。 

また、2021 年 2 月 13 日～14 日に第 8 回全国てんかんセンター協議会総会を開

催し、てんかん地域診療連携体制整備事業（厚労省、自治体）におけるてんかん

診療コーディネーター認定制度研修会を 3回行った。 

 

① 2020 年度第 1回てんかん診療支援コーディネーター研修会 

日時：2020年 8月 8日（土）10：00～16：30 ZOOM WEB会議 （55名参加） 

研修講義 

研修講義(各 30分)  

1．てんかんの新分類と発達障害：NCNP 外来診療部 中川栄二 

2．てんかんと精神症状：NCNP精神診療部 谷口 豪 

3．てんかんの外科治療：NCNP脳神経外科診療部 岩崎真樹 

4．学校生活上の対応：NCNP小児神経診療部 齋藤貴志 

5．抗てんかん薬の副作用・内服管理の仕方：NCNP薬剤部 大竹将司 

6．使える社会資源・制度について：NCNP医療連携福祉部 澤 恭弘 

7．てんかんと精神看護：NCNP看護部 佐伯幸治 

 

② 2020 年度第 2回てんかん診療支援コーディネーター研修会 

日時：2020年 12月 19 日（土）ZOOM WEB会議 （93名参加） 

1．全国てんかん診療拠点事業の現況：NCNP外来診療部 中川栄二 

2、運転免許に関して：NCNP脳神経外科 岩崎真樹 

3．女性のライフスパンとてんかん診療、葉酸含む食育：NCNP脳神経内科  

金澤恭子 



4．高齢者てんかんと認知機能障害について：NCNP精神科 谷口 豪 

5．認知行動療法とは：NCNP認知行動療法センター  蟹江絢子 

6．てんかん学習プログラム：NCNP精神リハビリテーション 須賀裕輔 

7．てんかん外科に必要な看護：NCNP看護部 三嶋健司 

8．精神疾患患者における COVID-19対応と職員のメンタルヘルス： 

 NCNP看護部 佐伯幸治 

 

②  2021 年 2月 13～14日全国てんかんセンター協議会総会（JEPICA）   

 

  

 

（5）研究成果（原著論文、学会発表他） 

【論文】英文 34編、和文 6編、総説 13編、計 53 編、うち査読付論文計 40編  

【書籍】英文 1 編、和文 15 編 計 16 編 【学会発表】国際学会 17 回、国内

80回、計 93回 

【シンポジウム】国際 2回、国内 26 回、計 28回【講演】国際 2回、国内 53回、

計 55回 

 

5）特徴と展望 

当施設は、小児神経科・脳外科・精神科・脳神経内科の全臨床領域のてんかん学

会専門医を 10名（うち指導医 5名）擁し、てんかんに対する高度診断機器を備

え、乳幼児から高齢者まで幅広い年齢層の難治性てんかんに対応し、乳幼児てん

かんの外科治療からてんかん性精神病合併など、多施設では治療困難な症例に



対応できることであるが、神経研究所、精神保健研究所をはじめ、センター内各

部門との連携を深めることで臨床研究・基礎研究を推進し、多くの政策提言など

の社会的貢献を果たせる施設に成長することが目標である。また、てんかん診療

全国拠点機関として、1）てんかん地域診療連携体制の調査・提言、2）てんかん

高次診療の向上と情報発信、2）専門医の養成とプライマリケア医師の研修、3）

メディカルスタッフ・保健行政関係者の研修、4）一般市民への啓発活動、5）て

んかん地域診療連携ネットワークの形成、を行っていきたい。2020 年度には、

当センターが全国てんかんセンター協議会を開催し、また 2023年度には、日本

てんかん学会学術集会を開催することになった。 
 


